
資料２

１．大学

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組

02 教育研究
組織

○医学教育の改善と改革を図ることを目的として、2004（平成16）年に医学部に設
置された医学教育センターは、2007（平成19）年度より専任の教員を配置するとと
もに、現在では試験管理部門、ＦＤ部門、進級支援部門およびカリキュラム部門に
分けて、約60人に及ぶ兼務教員との協同作業により、業務を効率的に分担してお
り、学内試験問題の質向上、ＦＤワークショップの企画の立案・実施、保護者も含
めた進路相談・指導などを行っているほか、医療面接や診断手技の実習を2012（平
成24）年度から正式な実習科目として位置づけるなど、評価できる。

02 教育研究
組織

○看護実践の開発とともに良質の看護を恒常的に社会へ提供していくことを目的と
して、2008（平成20）年に看護学部に設置された看護実践研究センターは、認定看
護師教育部門、卒後研修・研究部門、地域連携・支援部門からなり、特定の看護分
野における認定看護師の養成、看護実践の開発にかかわる教育・研究支援事業、地
域住民に対する生涯学習事業や健康増進のための支援事業を展開しており、地域医
療への貢献という貴大学の理念を実現する組織として評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○2012（平成24）年から、地域医療の充実や人的交流、地域のまちづくりの推進な
どを目的として、長久手市や北名古屋市と包括連携協定を締結し、医師の派遣を通
じた地域医療の充実に貢献していることは、地域医療における医師の偏在問題に着
目した貴大学独自の取り組みである。また、地域住民対象の公開講座や防災セミ
ナーのほか、子育て相談会や健康フェスティバルを開催するなど、教育・研究の成
果を広く社会に還元することは、「地域住民の医療に奉仕する」という建学の精神
を実現する取り組みであり、評価できる。

06 学生支援

○2011（平成23）年度より、貴大学の呼びかけで始まった、周辺９大学との共催・
愛知新卒応援ハローワークの協力で実施しているグループディスカッション対外練
習「東部丘陵地帯大学合同講座」は、学生が初対面の人と意見交換を行う機会を提
供する新たな取り組みであるとともに、他大学の参加学生にとっても就職活動の一
助となっており、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○「知」を地域へ還元することを目的として、1992（平成４）年度より公開講座を
年２回に分けて実施しているほか、ラジオによる放送公開講座も定期的に開講して
いる。また、教員がさまざまな学問を親しみやすいテーマで解説する「モーニング
セミナー」を2006（平成18）年度より行っており、通勤・通学前に多くの地域住民
に知見や経験を広げる場を提供している。さらに、自治体連携講座（名古屋市、津
島市、日進市）、社会人向けの開放講座等を実施している。これらは、貴大学の持
つ知的財産を広く社会に開放し、社会が求める生涯学習の要請に応える取り組みで
あり、評価できる。

02 教育研究
組織

○（公財）石巻地域高等教育事業団と懇談・協議し、学外の視点から教育研究組織
の適切性を定期的に検証し、地域のニーズを積極的に取り入れていることは評価で
きる。その成果として、2013（平成25）年度より、建学の精神や21世紀ビジョンの
具現化を進めるため、地域社会の持続的な発展と女性の社会進出を支えるための人
間学部の設置と、地域の基幹産業を支え、生物環境の保全と修復を図るための理工
学部の学科改組を実施しており、検証された内容が着実に実現している。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○教育目標である「実践的な教育」を達成するため、地域のニーズや社会状況、東
日本大震災の影響を踏まえながら教育改革を進め、石巻地域の農林水産業や自然と
のかかわりを重視した教育課程の導入（理工学部）や、フィールドワークなどの実
践を重視するとともに、専門分野を横断した教育内容を企図したコースの改編（経
営学部）を遂行したことは評価できる。

05 学生の受
け入れ

○東日本大震災による影響を踏まえ、入学定員を確保することを目標とした「学生
募集プロジェクト」を立ち上げ、教職員全体による全学集会を開催し、目標達成に
向けたさまざまな取り組みを実施している。その中で地域の高等学校への積極的な
訪問や高・大連携事業を展開するとともに、2012（平成24）年度より被災者スカラ
シップ入試を新設して、大学の理念・目的や地域の要望に即した学生募集活動が行
われていることは評価できる。とりわけ、被災者スカラシップ入試において入学し
た学生は目的意識と勉学意欲が高く、他学生にも好影響を与えているので、制度の
趣旨が受験生に理解され、成果を上げつつあると判断できる。

06 学生支援

○震災後における学費減免措置により、在籍学生の約３分の１にあたる学生を支援
し、就学継続に際し大きな成果を上げていることは評価できる。また、震災直後よ
り学生の「心の悩み」に対応するために、アンケート調査やカウンセリングを実施
し、学生個々に応じた迅速かつ適切な対応を行っている。今後も学生の経済的な支
援、心理的なケアを継続して行っていくこととし、長期的な視野をもって学生の具
体的な支援を進めていることは、評価できる。

愛知医科大学 大学基準協会

愛知学院大学 大学基準協会

石巻専修大学 大学基準協会

平成25年度実施の認証評価結果における大学等の優れた取組について

※当資料では、平成25年度に認証評価を受けた大学、短期大学、専門職大学院の優れた取組の一部を掲載しています。
　優れた取組全体については、各評価機関の報告書を御覧下さい。
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08 社会連
携・社会貢献

○みやぎ県民大学「石巻専修大学開放講座」「青尐年のための科学の祭典」、近隣
の小中高等学校における体験授業や企業経営セミナーなど、地域の自治体や企業、
教育機関と密接にかかわりながら、非常に活発に活動していることは評価できる。
これら開学以来の地域のつながりを基盤として、東日本大震災後には、「社会知性
の開発」というビジョンのもと、地域社会との連携をさらに促進し、「復興共生プ
ロジェクト」などの産学官連携による教育・研究を推進するなどさまざまな活動を
実施するとともに、それらを国内外に広く発信して、地域の復興に精力的にかか
わっていることは評価できる。

茨城キリスト教
大学

大学基準協会

08 社会連
携・社会貢献

○「地域連携推進室支援隊」として登録をした学生からなる「ｏＯｐ！（オモシロ
イ　おおみか　プロデュース委員会）」による「大みか祭」への企画段階からの運
営協力や「大みか探索マップ」の作成、日立地区３モール商店街活性化活動、常陸
太田市連携事業支援活動における観光マップの作成、2011（平成23）年の東日本大
震災における貴大学のスローガンに応じた「共に生きるプロジェクト」によるボラ
ンティア支援は地域からの評価も高く、学生による主体性を生かした取り組みとし
て評価できる。

04 (3) 教育
方法

○医学部および薬学部において、教員評価の点数が高い教員をベストティーチャー
として顕彰し、該当教員の講義を公開していることは、教育方法の改善につながる
取り組みとして学生からも好評を得ており評価できる。

06 学生支援
○2011（平成23）年の東日本大震災で被災した貴大学の学生を対象として、被災程
度に応じて学費を減免しており、現在も継続して経済的に困窮する学生を支援して
いることは評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○東日本大震災を教訓に、大規模災害時の医療支援のあり方を提言することを目的
として長期的医療支援を行うとともに、「災害医学講座」「災害地域精神医学講
座」「こころのケアセンター」を併設した「災害時地域医療支援教育センター」を
設置し、災害時の医療体制モデルの確立と災害医療教育を通じて災害時に迅速に対
応できる人材の育成を目指している。また、有志の学生を中心として『防災ガイド
ブック』を作成し、全国の大学、病院、市町村等に広く配布するなど、大学全体と
して積極的に復興支援活動に取り組んでいることは評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○医学部では、ＰＢＬチュートリアル、ＣＢＴ・ＯＳＣＥ（共用試験）、クリニカ
ル・クラークシップなどを順次的・体系的に組み合わせた教育内容となっている。
特に３年次から４年次で行われるＰＢＬチュートリアルが充実しており、「臨床推
論能力clinical reasoningの養成」という目標を掲げ、チューターの養成、自習時
間の有効活用、学習発表時間の十分な確保、議論の活発化を促進し、臨床技能実習
を大幅に取り入れたコースを導入している。さらに「ＰＢＬチュートリアル改善委
員会」を設置するなど、導入後11年間継続的に検討を重ね改善し、総合的に発展し
てきた点は評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○「国内外問わず如何なる地域においても活躍できる医療従事者を養成する」とい
う目標に沿って、「中山国際医学医療交流センター」を中心に、大阪医科大学附属
病院も含め国際交流事業を積極的に行っている。2003（平成15）年度より毎年開催
されている国際交流シンポジウムでは、アメリカ、ロシアなどの学生や教員が参加
し、医学教育、研究等の情報交換を行っている。また、ハワイ大学、中国医科大学
など複数の海外医科大学等と協定を締結し、学生や教員の派遣や受け入れを定期的
に行い、国際協力機構（ＪＩＣＡ）プロジェクトへの参加や海外調査団の派遣など
も積極的に行っているなど、国際社会との連携・社会貢献に関する取り組みとして
評価できる。

岡山理科大学 大学基準協会

08 社会連
携・社会貢献

○岡山県内唯一の理工系専門私立大学の取り組みとして、一般向けの生涯学習につ
いては「学外連携推進室」、小学生への科学啓発については「科学ボランティアセ
ンター」、医療機器開発の中核技術者養成を「おかやま医療機器開発プロフェッ
ショナル」事務局で担当しているほか、岡山県内の16大学からなる「大学コンソー
シアム岡山」の会長校を務めるなど、地域内における役割は重要であり、幅広い地
域貢献に取り組まれていることは、評価できる。

01 理念・目
的

○1978（昭和53）年に「地域に根ざし、地域に学び、地域と共に生きる、開かれた
大学」という理念を掲げた。2008（平成20）年には創立50周年の節目にこれまでの
理念・目的を受け継ぎ、新しい時代に即して再定義すべく『新沖縄大学宣言』を発
表し、「地域共創・未来共創の大学へ」という新たな理念を打ち立てた。2012（平
成24）年にはそれをさらに『沖縄大学憲章』という目標に向けた行動基準としてま
とめており、大学の理念・目的を検証し、その内容を発展的に継承していること
は、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○長年にわたって続けている「土曜教養講座」では沖縄戦や基地問題、琉球文化な
ど幅広く沖縄地域にかかわるテーマを取り上げている。大学のない離島地域を対象
にした「移動市民大学」では離島の教育委員会や町役場などと共催し、環境保護や
地域の教育、地域活性化などそれぞれの島で役立つ講演会を開催しており、これら
には、多くの住民が参加し、平和な社会の創造や自治、人権の意識を地域社会に発
信しており、評価できる。また、「地域研究所」で行われている「ジュニア研究支
援」では沖縄を中心とする南西諸島の小・中・高校生の研究を対象に、研究費の助
成とともに現地でジュニアを支援する関係者と連携して、研究上の助言を行ってお
り、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○2008（平成20）年度から課題解決に挑戦するキーパーソンの育成を目的として、
離島で活動する学生を支援する「離島研究・実践プロジェクト」を開始している。
学生が設定する研究・実践テーマには大学のない島の中高生への自立支援や環境教
育、野生生物保護の意識調査などがあり、地域住民との関係も生まれ、活動を経
て、卒業後の進路として、離島で就職する学生も出ており、「地域共創・未来共
創」という理念が地域に広がりを見せている点は評価できる。

沖縄大学 大学基準協会

石巻専修大学 大学基準協会

岩手医科大学 大学基準協会

大阪医科大学 大学基準協会
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09 (1) 管理
運営

○全学の横断的な「教職合同研修会」を通じて、大学の統一的な組織運営につい
て、情報や問題意識を共有している。同研修会には全教職員の８割以上が参加して
おり、学生が参加して、提言を行うこともある。その結果は、『教職員合同研修会
報告書』やそこで行ったアンケート結果としてまとめており、提案された内容は学
長中心の「執行部会」でとりまとめ、各部署で検討を行い、「第４次中長期経営計
画」の基本課題にもしている。このように誰もが意見を述べあえる環境を作り、教
職合同で大学運営に取り組む姿勢は、評価できる。

10 内部質保
証

○次期学長選挙に先立って行われる「総括集会」において、学長が示す総括案に基
づき、「未来共創」という理念・目的に沿って、全教職員で大学運営の現状や課題
について検討している。検討の結果は、学長の就任初年度に所管部署が策定し、
「中長期経営計画・自己点検運営委員会」でまとめられる「中長期経営計画」に反
映され、学長を中心に全教職員が課題を共有して、大学の改善に資する自己点検・
評価を実施していることは評価できる。

01 理念・目
的

 ○「ミッション展開推進委員会」を設置し、「ミッション浸透マスタープラン」に
基づいてミッションを共有していく活動を進めている。また、目指す大学像として
掲げている「垣根なきラーニング・コミュニティ（学びと探求の共同体）」を達成
するために、「インクルーシブ・コミュニティ促進委員会」を設置して、啓発活動
を行うとともに、「インクルーシブに関するアンケート」による検証活動を行って
いる。さらに、自校教育科目である「『関学』学」やチャペルアワーなどを通じ
て、学生・教職員を問わず、全学的にミッションの浸透を図るとともに、同窓会支
部を中心として学外者に向けて、広く社会へ恒常的に発信していることは、貴大学
の理念・目的を深く浸透させる取り組みとして、評価できる。

03 教員・教
員組織

○教員の資質向上を図る大学全体の取り組みとして、多様な人権意識の涵養を目的
に、「人権教育研究室」が中心となって、人権問題講演会を定期的に開催してい
る。さらに各学部・研究科においても、宗教、生命、貧困、ネット社会などさまざ
まな視点から人権問題研修会を独自に実施している。貴大学が掲げているミッショ
ンステートメント（使命）を具現化する意識を教員から作り上げていくことに努
め、多様性に対する教員の理解を深めていることは、評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○社会学研究科における大学院学生の論文執筆数の増加、海外での研究報告の増加
を確実に継続するために、論文執筆クラス、英語プレゼンテーションの訓練を行う
クラスをオプションプログラムとしてすべての課程・コースに開設している。さら
に、「関西学院大学先端社会研究所」と連携し、『ＫＧ社会学批評』を創刊し、積
極的に論文執筆の場を設けている。これらの国際的な研究スキルを育成するための
積極的な教育プログラムは、評価できる。

04 (3) 教育
方法

 ○ＬＡ、ＴＡ、ＳＡ制度を導入し、「高等教育推進センター」を中心に全学的な取
り組みとして授業・学習支援体制を構築している。特にＬＡ制度においては、授業
運営補助と授業外の学生ピアサポートと２種類に区別し、すべての学部で活用さ
れ、事前研修を受講した学生によるきめ細かい支援を行っている。ＬＡの授業への
参画は、学生の授業理解力の向上だけでなく、授業評価アンケートおよびＬＡアン
ケートによる検証の結果、学生の主体的な学習を促進させていることが証明されて
おり、学生同士で学習意欲を高め合う教育方法として、評価できる。

06 学生支援

○ランバス支給奨学金、就学奨励奨学金や同窓会奨学金をはじめとする13種類の独
自奨学金制度（給付型）を充実させており、全体として件数および支給額が年々増
加傾向にある。貴大学の理念に基づいた、これらの充実した給付型奨学金制度は、
学生の経済的支援および学習機会の維持にも大きく寄与しており、評価できる。

07 教育研究
等環境

○2009（平成21）年度より「教育研究活性化資金」制度の導入を行い、各組織の教
育・研究施策のニーズに応じて予算編成するなど、自主的・意欲的な教育・研究の
高度化を図る取り組みを支援している。また学外研究資金の情報収集と分析を組織
的に行い、科学研究費補助金をはじめとする競争的資金獲得を支援する体制をとっ
ている。さらに「科研費申請促進費」制度により、不採択者への次回申請を促す経
費の支給を行うとともに、一部の採択者にはさらなる経費支援を行うなど、充実し
た支援体制が整えられており、近年の新規採択率においても全国的に顕著な成果を
あげている。これらの研究費支給制度および支援体制は、教育・研究活動を活性化
させる取り組みとして、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○阪神淡路大震災の10年後を機に設立された「災害復興制度研究所」の活動は、国
の災害復興支援制度を検証し、近隣の地域だけでなく全国的な活動を行っている。
地域的な課題から発足した研究所が、時代を経て地域の枠を超えた活動を行い、大
学の研究機関として、当初の調査・研究・ボランティア活動をはじめ、講演会の継
続といった地道な活動を通じて、短期的な期間でその研究成果を社会に還元・貢献
していることは、評価できる。

09 (1) 管理
運営

○職員の資質の向上を目的として、期待する職員像および職員に求められる７つの
能力、職能資格基準を定め、12の区分で構成される「職員研修体系」を構築してい
る。その研修制度は、資格別、職位別、海外、国内、学内、実務、自己啓発、外部
団体、職場内研修などのさまざまな側面からの研修が設けられるとともに、職場内
研修費や個人研修費の支給などの支援がされている。また大学の理念・目的の理解
を促すために「『関学』学」の研修を行うなど、基礎的なものから高い水準までの
体系的な研修制度を充実させている。これらの取り組みは、貴大学のミッションを
達成させるべく、職員の資質向上に大きく寄与しており、活動の実績とともに、評
価できる。

沖縄大学 大学基準協会

関西学院大学 大学基準協会
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10 内部質保
証

○貴学院全体の評価推進委員会である「関西学院評価推進委員会」の下に「大学自
己評価委員会」を置き、大学全体の点検・評価体制を統括するとともに、「評価専
門委員会」を設け、学外評価専門委員を含む第三者評価を実施している。また各学
部・研究科、各部局の「自己評価委員会」による恒常的な活動のもと、検証結果、
課題および発展計画が大学執行部まで届くように組織化されている。さらに点検・
評価活動および報告書の集約においては、独自開発した「関西学院自己評価統合
ウェブシステム」を用い、各部署の記述だけでなく、学内第三者評価のコメント、
評価項目ごとの指標に関するデータの閲覧、大学全体の中期目標や基本目標との対
比的確認が可能な形式が整えられており、機能的な有効性の高い自己点検・評価体
制を構築している。貴大学のミッションの達成に向けて、全学的な組織と個々の部
局が有機的に連携し、ＰＤＣＡサイクルが機能していることは、評価できる。

06 学生支援

○教職員が学生の抱えるさまざまな問題に対して個別に相談に応じる教職員メン
ター制度は、最初にカウンセラーが学生と教職員の間に入ってメンターのマッチン
グを行い、最大で１年間同じメンターが対応できるシステムとなっている。また、
学生同士で学修や学生生活等の相談ができる学生メンター制度は、先輩が後輩の相
談相手となるものであり、メンターに登録している学生に対しては講習会を行い、
きめ細かな支援が行われている。これらの制度は、学生支援室を総合窓口として運
用しており、多数の教職員と学生がこの制度に参画しているため、全学的・組織的
な学生支援が行われていると認められるので、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○「地域の持続的発展に貢献する」という方針に基づき、多数の受講者を集める公
開講座や企業協賛講座が実施され、積極的に地域と交流を行っていることは評価で
きる。また、総合研究推進機構が中心となって産学連携ネットワークの強化を行
い、横浜市工業技術支援センターとの「産学官連携推進に関する協定書」の締結、
「かながわ産学公連携推進協議会」への加盟を通じての受託研究や研究成果の特許
出願の実施などは、積極的な産官学連携活動といえるので評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○学生によるさまざまなボランティア活動が学内外で行われており、校訓「人にな
れ　奉仕せよ」のもと、多くの学生が参加している。特に、東日本大震災の被災地
支援活動については、「関東学院大学東日本大震災復興支援ボランティアプロジェ
クト」の名称で震災の発生後から継続的に実施されており、毎回定員を大きく上回
る応募者を面接し、厳正な審査を経てグループ単位で派遣している。これらの活動
や貢献は着実に被災地にも浸透してきており、評価できる。

03 教員・教
員組織

○1998（平成10）年に専任教員と研究助手の全員に任期制を適用し、５年ごとに外
部評価委員による「教育活動」「研究活動」「大学管理運営」「社会への貢献」の
業績評価、再任用の可否判定を行い、審査の概要や結果をホームページで公表して
いる。これらの取り組みは、教員の資質向上にも繋がり、先進的な試みとして評価
できる。

03 教員・教
員組織

○若手教員を対象として研究課題を公募する「学内特別研究費制度」や、岐阜大学
との共同研究を対象とした「育薬・創薬研究推進支援経費の公募」を実施してお
り、これらの競争的研究費制度は、研究活動の活発化を図るための方策として評価
できる。

08 社会連
携・社会貢献

○知的財産管理に関する規程が整備され、知的財産ポリシーとして「研究成果に基
づく知的財産を活用することによって社会に貢献することが求められている」な
ど、知的財産の考え方や活用方法を示しており、産・学・官との連携が活発に行わ
れ、その成果が特許件数の多さにつながっており、大学としての知財活動が活発で
ある点は評価できる。

04 (3) 教育
方法

○医学部医学科において、全学生に新学期の第１日目に、１年間の自己目標を記載
させ、11月の「保護者会」にて保護者に示し、年度末に本人に返して振り返りをさ
せているほか、日々の実験・実習ではポートフォリオやレポートに本人の振り返り
の欄を設けて「学生の自己評価」を行っている。これらは学生自身が記述形式で記
録することにより、患者と向き合う時の思考力等を養うことを目的としており、貴
大学の理念・目的に沿う実践的人材の育成方法となっていることは、評価できる。

04 (3) 教育
方法

○文学部心理学科の「心理インターンシップ」や情報社会学科の「実習・演習科
目」では、担当教員と実習先の連携のもと、大学独自の実習プログラムを組み、学
生が事前の調査からその後の報告会や報告書をまとめた冊子の刊行などの運営にも
携わる体験型授業を行っており、大学の理念・目的に沿って学生の主体的学修を引
き出すことに配慮した実践的な授業内容となっていることは、評価できる。

04 (3) 教育
方法

○法務研究科において、年１回の「学生教員間連絡協議会」が実施されており、カ
リキュラムや個別的な授業内容などの教育課程、施設・設備、学生生活など多岐に
わたって、学生代表から意見や要望を聴取している。これによって教育課程が見直
し・改善されたこともあり、学生からも好評で、教育内容・方法の改善に向けた取
り組みとして、評価できる。

06 学生支援

○修学支援の体制として、医学部において、各学年に１人ずつ学年担任を置いてい
る。また、医学科では長年継続した豊かな実績を持つ「学内コンサルタント制度」
があり、学生の入学から卒業までを同じ教授が受け持ち尐人数での指導を行ってい
る。看護学科では「アドバイザー制」が導入され、「クラス連絡会」や個別指導な
どが適宜行われており、適切な生活指導となっている。さらに、医学部小児科の医
師と組織的に連携し、発達障がいに関する対応策を全学的に検討するなど、きめ細
かい配慮がなされていることは、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○文学部における「酒活プロジェクト」「スイーツプロジェクト」では、学生が地
元企業と協働して地域の特色を生かした商品を製作し、街おこしをしている。ま
た、「国際交流センター」においては久留米市内在住外国人の通訳や相談員とし
て、留学生を派遣しており、社会連携・社会貢献活動に多くの学生が主体的に参加
することが貴大学の地域貢献の大きな力となっていると同時に、学生の自律的・主
体的な成長を促す活動になっており、評価できる。

関西学院大学 大学基準協会

関東学院大学 大学基準協会

岐阜薬科大学 大学基準協会

久留米大学 大学基準協会
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08 社会連
携・社会貢献

○産学官連携の取り組みとして、久留米市役所、地元企業などとともに「産学官連
携検討会」を設立し、地元企業のニーズと大学に蓄積されている研究成果を合致さ
せ、新しい産業を創設する試みが開始された。同検討会は最初のプロジェクトとし
て、介護・リハビリ分野で、移乗機器の問題点を抽出し、2013（平成25）年にベッ
ドから車いすへの移動をスムーズにする移乗機器の第１号機としてのプロトタイプ
を完成させており、着実に成果を上げているうえ、地域に貢献する取り組みとなっ
ており、評価できる。

09 (1) 管理
運営

○新入職員の研修として行っている「メンター制度」において、各新入職員に対し
て担当のメンター職員が定期的に到達目標を設定したうえで、新入職員によりその
達成度が記録されている。それに対し、メンター職員や所属長がコメントを付す形
で、振り返りを実施し、適切に指導・助言を行っている。また、指導を行うことで
メンター職員にとっても資質向上につながっており、育成サイクルが適切にまわっ
ていることは、評価できる。

10 内部質保
証

○各学部・研究科・研究所などにおいて、それぞれ適切にＰＤＣＡサイクルを回し
ており、「個別自己点検・評価委員会」でとりまとめた点検・評価の結果を基に、
「大学専門自己点検・評価委員会」で学部・研究科を横断的に検証し、学長を委員
長とする「全学自己点検・評価委員会」で現状を分析するとともに大学の改善・改
革の方策について検討し、改善につなげている。また、必要に応じて学長のもとに
「諮問委員会」を設置することができるほか、「外部評価委員会」が設置され、点
検・評価活動自体の適切性を客観的に検証し、内部質保証体制のさらなる強化に努
めている。各部署の内部質保証体制を構築し、点検・評価活動に対する意識を高
め、今後の検討課題を明確にするなど有効に機能していることは、評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○グローバルエンジニアリング学部において、国際的に活躍できる技術者（グロー
バルエンジニア）育成のもと、「ＥＣＰ(Engineering Clinic Program)Abroad」と
「ＣＳＧＥ（Communication Skills for Global Engineers）Abroad」の科目を設置
し、「すべての学生が海外の大学で研修を受ける」制度の実施は、語学勉強だけで
はなく、現地学生とともに共同で研究活動を行い、同世代の学生の考え方や異文化
の理解を深めており、外国語によるコミュニケーション能力の向上に加え、異文化
への適応力、海外へのチャレンジ精神など、グローバル人材に求められる素質・能
力を育成する優れた取り組みとして評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○グローバルエンジニアリング学部において、企業から提示された生きた課題に取
り組む「産学連携プログラム（ＥＣＰ）」は、企業のエンジニアの指導を直接受け
ることができるだけでなく、さまざまなアイデアを、十分に時間をかけて実証する
ことにより、実践力や創造力を鍛えることができ、教育成果を上げていることは評
価できる。

04 (4) 成果

○工学研究科修士課程の学生に対し、指導教員と相談のうえ作成した１・２年次の
「目標設定」をもとに、各年次の前・後期末に「自己達成度チェック」を実施し、
課程修了時には「研究達成度評価」として学生・指導教員双方の視点から評価して
おり、一方的な評価にとどまらず、学生にも研究を振り返らせ自己評価させている
ことは、優れた取り組みと評価できる。

06 学生支援

○正課のカリキュラムと正課外の活動双方で職業生活に必要な能力、行動を身につ
けることを目的として、2011（平成23）年度新入生から全員に「キャリアデザイン
ノート」を配布し、４年間に亘って自らポートフォリオとして記入することで能力
の育成を意識させており、学生支援にこのようなキャリア教育の一環として組織的
に取り組んでいることは評価できる。

06 学生支援

○学生の自主的創造活動「学生プロジェクト」に対し、活動の場として八王子キャ
ンパスの工房・化学実験棟に「夢づくり工房」を、犬目キャンパスに「夢づくり工
房　ANNEX」を設け、活動費を補助している。学生の技術力や想像力を養い、社会の
中核を担える人間力の高い技術者の育成を目指したこれらの取り組みは、学生から
の評判も高く、「ソーラーカープロジェクト」や「ＮＨＫ大学ロボコン」、「鳥人
間コンテスト」など、数々の外部コンテストで好成績を収めるなど成果も出てお
り、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○理科教育面における社会貢献事業である「科学教室」は、大学で開催するものと
しては日本最大の科学イベントとなっており、年間で約90のテーマを設けて実施し
ている。2012（平成24）年に19回目を迎え、現在では、中学・高校・自治体の参加
も進み、毎年8,000人、延べ10万人の参加がある。地域・社会との交流の輪も広が
り、理科教育に関するノウハウを全国の教育機関に提供していることは優れた取り
組みとして評価できる。

09 (2) 財務

○中期財務計画を策定し、毎年ローリングプランを行い、各年度の予算と中期計画
の緊密な関係性を確保することで、計画の精度を高め、基本目標指標をおおむね達
成していることは評価できる。また、財務関係比率、「要積立額に対する金融資産
の充足率」「翌年度繰越消費支出超過額の割合」も良好であり、中期計画を達成す
るための十分な財務基盤を有しているといえる。

04 (3) 教育
方法

○理工学部において、学修の個別指導を目的とした「学修相談室」を独自に設置
し、大学で教育経験のある非常勤の教員が在室して指導を行っている。学生同士で
学習を教え合う場にもなっており、学生の基礎的な学力向上を図るとともに、学生
の自主的な学びを促進しているので、評価できる。

04 (3) 教育
方法

○フロンティアサイエンス学部・フロンティアサイエンス研究科は、独自のＦＤ活
動として、教員の授業公開とその相互参観を行い、講義の進め方や内容について感
じた点を「T-Learning Report」というレポートにまとめている。その内容や情報
は、教授会において専任教員全員で共有し、それによって学生への教育・指導の改
善が図られており、評価できる。

久留米大学 大学基準協会

工学院大学 大学基準協会

甲南大学 大学基準協会
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04 (3) 教育
方法

○人文科学研究科のＦＤ活動として、各専攻の大学院学生の代表等から構成される
「授業改善院生委員会」を設置し、大学院学生からの意見や要望を聴取している。
これらをＦＤ委員の教員でとりまとめ、教員間で共有してコメントを「院生委員
長」に返すことで、教育課程の編成や教育方法の改善に役立てているうえ、ＦＤ委
員の教員と「院生委員長」との連携が図られていることは、評価できる。

04 (3) 教育
方法

○フロンティアサイエンス研究科で実施されているポリバレントシステムは、ナノ
グループ、バイオグループ、ナノバイオグループに教員を所属させ、１人の学生に
対して、主たる指導教員以外にもグループ内外の教員が指導にあたる制度である。
これにより、学生の研究の進捗状況、研究動向、将来の進路希望に照らして、綿密
な指導が可能となるうえ、学生の研究推進に多角的な視点を提供することができ、
専門分野の多様化・深化をサポートしており、評価できる。

06 学生支援

○フロンティアサイエンス学部には、学生の自主的な修学環境として、１年次から
３年次の在籍学生を十分に収容できる座席数を確保した学修スペース「マイラボ」
が整備されている。学年の異なる学生同士が隣り合うように座席を配置し、先輩が
後輩を自主的に指導するほか、学年を超えた交流や勉強会を開催するなど、学生た
ちの積極的な活用があり、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○地域と大学との連携を推進する組織として「甲南大学地域連携センター（ＫＯＲ
ＥＣ）」が設けられ、学生教育の観点も含めて、ボランティア活動や地域連携活動
を推進している。特に、東日本大震災の被災地復興支援ボランティア、地域連携協
定を締結している神戸市東灘区とのまちづくり推進、地域への図書館やサイバーラ
イブラリの公開などに力を注いでおり、評価できる。

05 学生の受
け入れ

○入学センターにおいて、過去４年間の入試形態別歩留まり率や過去６年間の入試
形態別の学業成績のデータを共有するなど入学後の成績追跡調査を行い、また、入
試形態と就職状況の相関性に対する調査を実施している。これらを全学的に集約し
たうえで、学部・学科に提供し、その検討結果を「入学試験委員会」で検証して改
善を行うという全学的な体制を確立し、それを機能させていることは評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○禅研究所を中心に運営される「駒澤大学日曜講座」は50年にわたる歴史を持ち、
年々参加者が増加するなど社会に定着していることから、建学の理念と学内施設を
生かした社会活動として評価できる。加えて、住宅地の中にある仏教系大学という
特性を生かし、夏には近隣住民のために仏教学部の寮生による施餓鬼法要を行い、
またクリーンキャンペーンと称して近隣の美化活動を実践するなど特色ある社会貢
献をしていることは評価できる。

02 教育研究
組織

○「産業生態科学研究所」は、1988（昭和63）年以降、世界保健機関の産業保健分
野の協力センターとして継続的に指定を受けており、25年以上にわたる国際協力機
構の産業医学に関する国際集団研修コースの実施や、アジア諸国などからの産業医
学を専攻する大学院学生の受け入れなど、多くの実績をあげている。このような活
発な教育・研究活動を安定的に継続する組織を設けていることは、貴大学の目的を
実現しており、評価できる。

04 (4) 成果

○医学部において、卒業生全員に対して、毎年、産業医学領域への従事の有無を調
査することで貴大学の理念・目的の達成度を確認しており、開学以来、産業医ある
いは労災病院勤務者となる卒業生を多数輩出していることは、貴大学の目的を反映
した適切な医師教育が行われている成果であるとして評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○地域社会貢献の枠を越えて、東日本大震災直後からの福島第一原発事故対応の労
働者をはじめ東北地方の人々に対する医療支援にいちはやく取り組み、現在も継続
して健康支援を続けているなど、全国規模の産業医学問題に対して活動している。
また、世界保健機関の産業保健分野の協力センターとして、アスベスト対策等の国
際アクションプランに沿った活動や、国際協力機構の産業医学に関する国際集団
コースを25年以上にわたって実施し、アジア諸国等から大学院学生を受け入れる
等、産業医学専門家の国際交流を推進している。これらの取り組みは、貴大学の目
的に沿った積極的な社会連携・社会貢献活動であるとして評価できる。

04 (3) 教育
方法

○看護学部では、教育方法の改善について、全学的な取り組みに加えて、教授・准
教授による教育訓練（ＯＪＴ）や看護学部独自に評価委員会やＦＤ委員会を組織
し、各教員の授業の自己評価を目的とした「看護学部教員授業評価」や「研修会」
を実施する取り組みは、評価できる。

06 学生支援

○「学修支援センター」では、学科の専門教育に必要な高校基礎科目のリメディア
ル教育の支援だけでなく、その他基礎学力の修得や学修相談を目的とした個別およ
びグループ支援を行っている。また、学生の状況に応じて、個室、複数人数用など
用途に応じてタイプの異なる支援スペースを同センターのほかに別室としてスタ
ディルームを設置するなど利用者に配慮した工夫がなされている。その結果とし
て、多数の利用実績を上げており、優れた取り組みとして、評価できる。

06 学生支援

○全学として共通の目標を設定したうえで、「就職支援」と「キャリア教育」を整
理し、教育課程内外での連携を図りつつ多様なプログラムを展開している。とりわ
け、未就職の卒業生に対し、卒業後３年間にわたり「キャリアアップ研修生」とし
て、在学生同様の支援を行う取り組みを制度化し展開しており、具体的な成果を上
げていることは、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○貴大学の理念である「地域と共にある大学」を具現化の一環として、利用者の利
便性の高いターミナル駅に近い立地に「四国大学交流プラザ」を開設し、オープン
カレッジ講座の開講や地域の子供俳句作品の展示など、地域貢献に積極的に取り組
んでいる。また、オープンカレッジ講座の実績としても、過去４年間でも充実した
開講数および受講者数となっており、評価できる。

09 (1) 管理
運営

○大学職員の職能開発において、事務運営懇話会や職階別研修等の学内研修だけで
なく、学外研修を積極的に活用し、「大学ＳＤフォーラム」やＳＰＯＤ（四国地区
大学教職員能力開発ネットワーク）の各種プログラムに、継続的に多数の職員を参
加させ研修内容を学内報告会で周知していることは、貴大学の「大学改革ビジョン
2011」の実効性を担保するための組織づくりとして、評価できる。

甲南大学 大学基準協会

駒澤大学 大学基準協会

産業医科大学 大学基準協会

四国大学 大学基準協会
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02 教育研究
組織

○学生の基礎教育、現場の医療従事者の技術習得を支援している「メディカルシ
ミュレーションセンター」は、建学の精神に則り、救急蘇生や高機能患者のシミュ
レータ等の機材を備え、聴診・診断や超音波診断のトレーニングのほか、多重課題
状況を想定したシミュレーションや急変患者発見からの一連の流れに関するシミュ
レーション等を行っている。また、2011（平成23）年度より、医学部４年次生を対
象に、臨床実習（ＢＳＬ）前の診断学実習として「ＰｒｅＢＳＬ」を実施してい
る。これらは、誰の助けも借りず１人で対応していかなければならない医療の現場
を想定した取り組みであり、評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○医学部における臨床実習が４年次、５年次にわたって72週行われており、将来導
入される国際基準に合致していることは評価できる。また、３年次に臨床症例を用
いた「ＰＢＬテュートリアル」を取り入れ、体系的な臨床的実力を獲得させるほ
か、４・５年次の臨床実習では、倫理性・社会性を高める視点から、患者との対
話・患者への対応を重視するなど、総合医として地域医療の場で活躍する優れた臨
床医を養成する教育目標を達成するためにふさわしい教育課程を編成・実施してい
ることは評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○自治医科大学の奨学金貸与制度を利用した医学部卒業生のうち、在学期間中に貸
与された学生生徒等納付金の全額（修学資金）の返還が免除される義務年限（奨学
金償還期間）を終了した後においても、へき地等で勤務または開業している者が、
およそ３分の１に達していることは、「医の倫理に徹し、かつ高度な臨床的実力を
有し、更に進んで地域の医療・福祉に貢献する気概ある医師を養成する」という建
学の精神が貫かれている証であり、評価できる。

03 教員・教
員組織

○設置学校、学部、学科および教科の枠を超えたプロジェクト研究を推進するため
に「実践女子学園プロジェクト研究所」を創設し、その取り組みを予算面でも法人
が支援する体制が構築されている。学園内外の組織や個人が、教員や職員の組織を
横断したプロジェクトチームを編成して、学際的な研究等を一定期間集中して行う
ことにより、教職員の新しい交流が生まれ、教育・研究活動の活性化や、貴学園全
体の研究に対する意識の向上に寄与していることは、評価できる。

05 学生の受
け入れ

○学生一人ひとりが大切にされたと実感できる大学であることを目標としており、
卒業生を助手として各学部に配置し、学生のさまざまな疑問・不安を気軽に相談で
きる環境を整えている。近年増えつつある発達障がいの学生に対する円滑な支援を
大学全体で行うため、本人同意の上、「さくらサポートカード」を発行し、提示す
る取り組みは、先駆的支援として、評価できる。また、卒業生と在学生との交流の
場である「実践アラムナイ」は、学生と身近な存在にある卒業生と連携した就職活
動支援としても有効に活用され、貴大学ならではの進路選択支援として評価でき
る。

08 社会連
携・社会貢献

○学祖の出身地である岐阜県恵那市と包括連携協定を結び、「三学の町恵那」への
講師派遣を行っている。また家庭教育のあり方や子育てを考えるエッセイ公募賞を
恵那市と共同創設し、現在は全国から応募がある。これらの活動は、貴大学の教育
理念に基づいた教育・研究成果の還元であり、地域の枠を超えた取り組みとして評
価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○キャリア教育を積極的に推進し、学生の社会的・職業的自立育成の支援体制を整
備・強化している。実践的専門教育科目と関連させ、学修とキャリア支援を融合
し、トータルポートフォリオシステムを導入するなど、授業やインターンシップ等
における「キャリアの学び」「実地の学び」「情報の提供やサポート」を組み合わ
せた、教育と学生支援が連携した教育内容となっている。これらは「理論」「体
験」「情報」の支援を有機的に関連させることであり、学生が主体的に学び考えて
いく教育環境が構築され、女性のライフステージに沿ったトータルな人生の中で就
業を考える契機となる教育を行っていることは、評価できる。

06 学生支援

○学生支援の方針として「学生支援のためのガイドライン」を策定し、学修、財
政、メンタルヘルス、就職の４つの側面でさまざまな問題を抱えている学生に対し
て教職員が学生と信頼関係を構築しながら、学生支援を行える体制を整備してい
る。修学面では「要支援学生」の選定基準を設け、キャリアサポートについては、
各種ガイダンス、セミナー等を実施し、段階的に丁寧にきめ細かく実施されてい
る。このように大学全体で学生支援に対する意思統一を図り、組織的に学生支援に
取り組んでいることは評価できる。

06 学生支援

○学生相談室においては、2009（平成21）年度より年間開室日を増やし、学生が利
用しやすい体制を整え、学生相談室の一角に定期的に設けている「tea hour」は、
学生が自由に集える場として、東日本大震災関連のストレス予防・啓発等に取り組
み、一定の成果をあげてきた。また、編入学生のための「tea hour」を新たに設
け、編入学生間のコミュニティを提供するなど、学生の不安解消や居場所確保に継
続的な配慮がなされており、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○東日本大震災関連のボランティア活動において、教員は、学生とともに教育・研
究の専門性を生かして避難所における栄養・食生活支援、子どもたちと遊ぶボラン
ティアや介護ボランティアなどの活動を行っている。また、職員についても学外か
らのボランティア受け入れに関する企画面・随行面でのサポートや全国の姉妹校・
卒業生からの支援物資の振り分けなどに尽力している。これらは2011（平成23）年
以来、継続的に学生・教職員一体となって実施されており、大学としての社会貢献
に寄与しているため、評価できる。

大学基準協会

椙山女学園大学 大学基準協会

仙台白百合女子
大学

大学基準協会

自治医科大学 大学基準協会

実践女子大学
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02 教育研究
組織

○「綜合仏教研究所」においては、専任教員を配置し、博士課程後期を修了した学
生を任期付の研究員として受け入れるなど、仏教研究者の育成を行っている。所内
において、多分野にわたる研究者によって組織される「研究会」を数多く設置し、
学際化した仏教研究の展開に向け研究活動を行っており、海外の研究機関との学術
交流も積極的に行っている。また、専任教員による専門研究を題材とした公開講座
や国内外の研究者を招聘して行う特別講座を開催し、地域住民にも広く公開してお
り、貴大学の理念・目的を実現するためにふさわしい附置研究所として評価でき
る。

08 社会連
携・社会貢献

○2011（平成23）年度から実施している「鴨台みたま祭り」は、仏教を基盤とした
貴大学ならではの企画であり、学生とまちづくりに取り組む住民団体や大学周辺の
商店街などが連携して活動を行っている。また、「鴨台みたま祭り」「南三陸エリ
アでの被災地スタディツアー＆ボランティア」「すがも花街道プロジェクト」に参
加する学生については、事前・事後学習が行われ、「Ⅱ類（学部共通）科目」の単
位として認定されている。「鴨台プロジェクトセンター」を設置し、情報を一元化
したことにより、地域との連携協力が一層強化され、社会貢献活動を希望する学生
登録者数も増加しており、地域住民からのアンケート結果においても高い評価を得
ており、評価できる。

07 教育研究
等環境

○大学独自の環境管理システムである「環境経営システム」を構築し、環境方針に
基づき具体的な活動計画として「環境経営５ヵ年計画」を策定している。これらを
実現させるため、教職員、学生、生活協同組合、学内常駐業者で構成された「環境
経営委員会」を設置し、エネルギー使用量等の削減に努め、これまでも東京都から
高い評価をうけており、大学全体で環境保全・改善に取り組んでいることは評価で
きる。

08 社会連
携・社会貢献

○社会連携・社会貢献として、小・中学生を対象に科学実験教室「キッズラボ」や
八王子薬剤師会と連携した「薬物乱用防止教育」を実施している。この活動には学
生も参画し、キッズラボでは学生が主体となり実験テーマの立案、実験準備、実験
指導まで行っており、薬物乱用防止教育ではグループディスカッションでのチュー
ター役を務めている。これらを学生に経験させることで、実験計画の向上やコミュ
ニケーション能力の向上等、学習効果へとつながり、社会連携・社会貢献と学生の
育成を組み合わせた優れた取り組みとして評価できる。

03 教員・教
員組織

○貴大学独自で開発した研究者情報データベース「ＲＩＤＡＩ」を利用して、35年
にわたり、教育・研究・貢献の３分野に関する教員の業績評価を行っており、定量
化された具体的な評価項目に基づいて優れた業績と認めた取り組みには、ポイント
を付与している。その評価結果を自己研鑽資料として各教員に通知するほか、定期
昇給の参考資料や教員表彰にも用いられていることは、全学的な教育・研究の活性
化へ向けた取り組みであるとして評価できる。

04 (3) 教育
方法

○基礎工学部１年次には、長万部キャンパスにて全寮制で取り組む「全人的教養教
育」を実施しており、広大な自然のなかで人間性と創造力を育み、全寮生活を通じ
て学生の協調性や自主独立の精神を涵養している。また、人間科学分野および英語
の尐人数教育等にも力を入れており、具体的な成果として、大学主催のカリフォル
ニア大学への１年間の留学希望者や、貴大学の父母会主催の懸賞論文入選者の増
大、理数系基礎科目の未履修者に対する能力別授業による成績の向上など、多くの
成果をあげていることは、人間科学分野および英語の尐人数教育等の成果であると
して評価できる。

04 (3) 教育
方法

○科学教育研究科において、研究科長、専攻幹事、コース代表大学院学生との情報
交換会が定期的に行われており、大学院学生側からみた研究科運営の問題点に関す
るフィードバックを踏まえて、「研究科会議」や「ＦＤ委員会」で改善策を検討し
ている。大学院学生との密な連絡体制を整備し、要望を定期的に聞く機会を確保し
ていることは評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○「科学技術交流センター」を主体として、多数の受託研究・共同研究契約のもと
に研究成果の社会還元が図られているのに加え、経済産業省の各種産学連携モデル
を通じた異分野・境界領域の技術・知財の巻き込み、グローバル標準化推進等への
貢献など、産学官連携に関する活動に積極的に取り組んでいる。また、「生涯学習
センター運営委員会」による、1985（昭和60）年から長期にわたり継続している公
開講座の企画運営、特に、小中学生を対象とした科学技術系の講座を実施するな
ど、葛飾区と連携した科学啓蒙活動や地域社会の活性化など、一般社会の人々に向
けた生涯教育に取り組んでいる。これらの産学官連携や生涯教育は、10年以上にわ
たり続く社会貢献活動として評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○生涯教育に関する事項として、数学教育研究部門による高校生の数学力の分析
や、文部科学省および科学技術振興機構（ＪＳＴ）にプロジェクトとして採択され
ている「科学のマドンナ」は、高等学校の数学教育の改善や女子中高生の理系進路
選択を増大させるという目標をもつ多大な社会貢献活動として評価できる。

09 (1) 管理
運営

○大学教育のグローバル化推進を支援できる素地を持つ事務職員の育成を目的とし
て、サンフランシスコ事務所の駐在を伴う海外派遣研修を実施し、毎年２名から３
名の事務職員を３ヶ月または６ヶ月の期間派遣している。研修を終えた職員は、帰
国後、その経験を生かしつつ学生指導や保護者対応などの業務遂行にあたってお
り、事務組織の目標である「大学の発展に貢献する『力のある組織』」を実現する
ための取り組みとして評価できる。

東京理科大学 大学基準協会

大正大学 大学基準協会

東京薬科大学 大学基準協会
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04 (2) 教育
課程・教育内
容

○総合大学であることの強みとして、学士課程において多分野かつ多数の「全学共
通教養教育科目」を提供し、３つの科目群を10の科目に分類して、体系化を図って
いる点で高く評価できる。また、そのうちの「キャリア形成支援科目群」の「プロ
ジェクト科目」は、ＰＢＬと呼ばれる授業形態による科目であり、公募により企業
や行政機関等から提案を受けたテーマで授業クラスを開講し、現場の生きた知恵や
技術、マネジメント・サイクルを学び、プロジェクトの立ち上げから完成までの一
連のプロセスに学生が主体的に参画して、実践的な課題発見能力・問題解決能力を
修得することを目的とし、クリティカルシンキングを養成する点で評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○教育理念の１つである「国際主義」に資する教育課程・教育内容として、さまざ
まな分野において学際的教養および国際的コミュニケーション技能を身に付け日本
と各国の架け橋となる人材の養成を目的とした学部横断の教育プログラム「国際教
育インスティテュート」（ＩＬＡ）を設けている。また、今出川校地内にアーモス
ト大学等が加盟している「ＡＫＰ同志社留学センター」や「スタンフォード日本セ
ンター」等の海外大学の日本拠点を設置し、これらの機関と連携して、受け入れ留
学生とともに海外の大学の講義を学内で受講する「スタンフォード大学科目」「Ａ
ＫＰ科目」等の「留学関連科目」を開講していることは、評価できる。

04 (3) 教育
方法

○成績評価に対する質問や異議申立だけでなく、学生と科目担当者の直接の話し合
いでは解決できない授業内容・方法に対する改善の要望がある場合に所属学部・研
究科に申し出て、事実関係の調査と原因や対策についての回答を求めることができ
る「クレーム・コミッティ制度」を整備している点は評価できる。

06 学生支援

○障がい学生に対し、「障がい学生支援室」による授業保障からキャリア形成・進
路支援が行われており、研修を受けた学生も「サポートスタッフ」としてこれに参
加していることは、障がい学生に対する充実した支援として評価できる。さらに、
東日本大震災で被災した大学の障がい学生に遠隔情報技術を用いた授業保障を行う
など、貴大学だけでなく他大学の障がい学生支援も行っていることは評価できる。

06 学生支援

○新入生の大学生活や履修相談等に応じる「ぴあアドバイザー」や、上級生が下級
生に自らの体験や経験を伝える「ぴあメンター」、障がい学生支援のための学生ス
タッフ、留学生の支援を行う「留学生学習・研究支援チューター」や「留学生ぴあ
アシスタント」等の学生が相互に支援する制度を数多く設け、多くの学生が参加し
ていることは、学生が多様な価値観を学び合い、相互の成長や自立の精神を養う貴
大学の教育理念に資する取り組みとして、評価できる。

06 学生支援

○授業時間外の学習を支援する先端的な取り組みとして、学びの交流と相互啓発お
よびアカデミックスキルの育成をコンセプトとした空間を有し、用途に応じて多様
な設備を揃えた国内最大級の「ラーニング･コモンズ」を設置している。この施設で
は、アカデミックインストラクター（学習支援・教育開発センター所属の教職員）
が常駐して、個別の学習相談、アカデミックスキルを修得するためのセミナーを定
期的に開催するほか、ＩＣＴ機器の利用に際してコンサルテーションを実施する学
習支援コーディネーターをはじめ、各種サポートスタッフが常駐している。利用状
況も好調であり、学生の主体的な学びに対する支援が機能している点は、評価でき
る。

06 学生支援

○キャリアセンターは、低年次から始まる段階的な「キャリア形成プロジェクト」
や「インターンシップ」、学生相互に支援し合う「キャリア支援ボランティア」に
よるキャリア形成支援と、個人面談を中心に学生一人ひとりに対応した就職支援を
行っており、就職希望者に対する決定率や学生の就職決定先満足度も非常に高いの
で、評価できる。

09 (1) 管理
運営

○2005（平成17）年に2013（平成25）年度までの管理運営と教育研究等環境整備に
係る中長期的構想を策定したほか、全学的な調整機能と決定事項の実行性強化を意
図し、学部長補佐としての職務を担う「主任職」を新設して、多数の会議を５つの
主任連絡会議に整理するなどの意思決定システムを整備している。さらに、学校法
人理事会や評議員会をはじめとする主要会議の会議録や発言録を教職員向けホーム
ページで公開しており、教職員が大学の目指す方針に深い理解を有することができ
る。以上により、新学部等の設置や学部の移転を伴う長期間にわたる大規模なキャ
ンパス整備事業と教育研究組織の改編を実現したことは、評価できる。

02 教育研究
組織

○「サステイナビリティ研究所」においては、「日本からアジアに展開する廃棄物
系バイオマス利活用による３Ｒ定着に関する研究」を柱として、地域密着型バイオ
マス循環システムの構築を推進している。また、「地域イノベーション研究セン
ター」においては、センター専任教員が、鳥取県や鳥取市など地域からの依頼に基
づいた数多くの研究・調査を行っている。これらの機関における研究成果はホーム
ページやシンポジウムなどにより広く公表されており、公立大学として地域社会に
密着した教育・研究を組織的に展開していることは、評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○「プロジェクト研究１－４」は、１・２年次の必修科目であり、教員が設定する
環境問題や地域に密着した諸問題等を題材としたテーマの中から、学生が学習した
い内容を選択し、履修する体制となっている。貴大学の理念・目的である、豊かな
人間性にあふれ、自ら考え行動する人材を育成するために、尐人数チームを編制
し、フィールド演習等を重視していることから、コミュニケーションスキルやプレ
ゼンテーション能力を修得できるような授業内容となっており、高く評価できる。

06 学生支援

○2007（平成19）年から続く「学生フォロー制度」は、早期退学者対策として１年
次生を対象とした制度である。指定された必修科目において欠席の多い学生に対
し、「学生生活・就職委員会」の委員が面談を行い、学生ごとに設けられたチュー
ターとの連絡をとりながら、改善に向け個々の状況に応じた対応を行っている。２
年次に進級する際には、学務課により次のチューターに引き継ぎがなされるなど、
アフターケア対策もとられ、退学者の減尐に効果をあげていることから、きめ細か
な修学支援として評価できる。

同志社大学 大学基準協会

鳥取環境大学 大学基準協会
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06 学生支援

○聴覚障がい学生への修学支援として、「パソコン要約筆記支援制度」を実施して
いる。支援にあたっては、鳥取県の主催する要約筆記に関する講座を受講した学生
が授業の要約をパソコンにより記録するようにしており、聴覚障がい学生の講義の
受講を可能にするだけでなく、受講生の講義内容の理解に大きく貢献しており、評
価できる。

06 学生支援

○英会話スキルとコミュニケーション能力を向上させるため、2012（平成24）年に
開設された「英語村」では、複数の外国人スタッフとの英会話により、実践的な英
語学習の場として活用されている。ニュージーランドへの海外英語実習の参加者が
増加するなど海外への視野拡大や国際感覚の養成に向けて効果が現れ始めており、
評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○貴大学においては、2004（平成16）年から広く一般を対象とした公開講座を継続
して開催しており、2012（平成24）年度からは社会人のキャリアアップを目的とし
たビジネスセミナーや、ものづくり・子育て・人権講座など教養を高める講座、夏
期・冬期休暇中の小中高校生向けの科学セミナーなど、地域住民のニーズに応じた
多彩な講座を実施している。公立大学法人化を機に開催回数・内容ともに大幅に充
実し、受講者からも高い評価を得ており、貴大学の知的財産を活用した社会貢献活
動として評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○建学の理念を具現化するものとして、2012（平成24）年度から共通科目を中心
に、英語で授業を行う科目を体系化した「国際科目群」を複数の学部により開設し
ている。また、教育モットーの「人間の尊厳のために」にかかわる全学共通科目を
全学部の教員が担当する体制をとっていることは評価できる。

04 (3) 教育
方法

○総合政策学部のアジアの国や地域で４週間にわたって現地の言語を集中的に学ぶ
とともに、フィールドワークを通じて現地の社会に触れる「南山短期アジア留学プ
ログラム（ＮＡＰ）」は、英語以外の外国語も学ぶことで、英語圏以外の地域への
関心も高める特徴的な取り組みである。参加学生への事前オリエンテーション、事
後の報告会、学生の意見を次年度以降に反映するための派遣先別教員協議の制度化
なども適切に構築され、このプログラムにかかわるＰＤＣＡサイクルが円滑に機能
していることは評価できる。

06 学生支援

○教育信条である「普遍的価値を希求する国際性の涵養」に基づき、交流会館は、
多様な文化的背景を持つ外国人留学生と日本人学生の共同生活による日常的な交流
を通じて、コミュニケーション力の向上や異文化理解の深化を目指している。原
則、日本人学生を含む４人１組のグループで、全員の国籍が異なるよう入居させ、
さらに日本人学生にリーダーの任を与えている。特に名古屋交流会館においては、
日本人学生からの入寮希望が多く、選考を通過した学生が自覚を持って入居してい
るため、リーダーシップや問題解決力の涵養にもつながっている。また、入居者が
定期ミーティングを開催するなど、学生の主体的な取り組みも行われており、評価
できる。

02 教育研究
組織

○「大学の規模の拡大」という方針を長期ビジョンである「N’2020 Plan」に盛り
込む際、構成員のみならず、学生、卒業生および保護者等の幅広い関係者にアン
ケートと個別インタビューを実施し、その意見を十分に取り入れていることは、社
会の中の大学の在り方として適切なものであり、評価できる。これをもとにして
「大学改革検討会議」等の各部局で議論し、ビジョンを実行するための具体的な展
望のスケジュールが描かれた「アクションプラン」が作成され、着実に計画を実行
し、貴大学の教育・研究活動の活性化・強化が図られていることは評価できる。

06 学生支援

○教員の養成を大学の目標として掲げ、「二松学舎大学における教員養成の理念」
を定め、それに基づいて教職を志望する学生のために教職支援センターを設置して
いる。高等学校に長年勤務していた教員を相談員として配置し、試験対策、実務実
習の環境整備および進路支援など、きめ細かな学生支援は評価できる。これらを多
くの学生が利用し、小学校･中学校･高等学校の教職につく学生が増加していること
はその成果と考えられる。

07 教育研究
等環境

○東洋文化の素養を身につけることが教育研究上の目的に明示されているとおり、
古代中国研究にとって貴重な甲骨学関係資料や、学術価値の高い江戸時代の写本・
版本等を図書館に所蔵し、かつ、これらの資料を後世に引き継ぐためにデジタル化
を進め、積極的に公開していることは評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○国語、書道、外国語（中国語）の教員輩出校としての実績を生かして、中学校・
高等学校の教員を対象とした「教員免許状更新講習」や、国語科教育の課題追求を
目的とした「教育研究大会」などを実施している。これらに関連する教育・研究の
成果を広く社会に還元すべく、国文学、中国文学、国際政治経済学、書道など各種
分野の公開講座、講演会、シンポジウムなどが活発に行われていることは評価でき
る。また、海外９カ国９大学に海外コーディネーターを配置し、海外講座やネット
授業を通じた研究連携・交流を行い、海外の日本漢文研究に貢献していることは評
価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○歯学部において、「口腔医学」教育を実践するため、１年次から６年次まで多く
の医学系科目を取り入れた体系的なカリキュラムを編成している。医科・歯科を含
む８大学との連携により開設した「医歯学連携演習」では、医師と歯科医師が共同
で授業を行っている。また、５年次に履修する「臨床実習Ⅱ」では、附属施設であ
る「医科歯科総合病院」で歯科の臨床実習に加え、医科の臨床実習も行っており、
医学における基本的診療や手技などを学生に学ばせている。このように、貴大学の
目指す教育の実践に向けたカリキュラム編成に取り組んでいることは、評価でき
る。

福岡歯科大学 大学基準協会

鳥取環境大学 大学基準協会

南山大学 大学基準協会

二松学舎大学 大学基準協会
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04 (3) 教育
方法

○歯学部の５年次から行われる臨床実習において、指導・評価を標準化するため、
統一された評価項目と評価基準を定めた「評価シート」を導入している。特に診療
参加型臨床実習においては「評価シート」が電子化されており、学内に構築された
無線ＬＡＮを通じて、学生・教員が相互にいつでも評価表を利用することができる
システムとなっている。実習時において、学生の進捗状況に応じた診療ケースを迅
速に確認することができ、遅滞のない指導を行えることから、評価できる。

06 学生支援

○貴大学では、開学当初から各学年に「助言教員」を置いており、キャリアや履
修、日常生活に至るまでさまざまな学生の相談に応対している。「助言教員」の役
割や教育力向上を図ることを目的としたＦＤ研修会の開催や、各学年に応じた指導
マニュアルを作成しているうえ、2012（平成24）年度からは個別の助言面談内容を
ポートフォリオとして記録するなど、支援体制の充実に向け組織的に取り組んでお
り、評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○「建学の理念」「キリスト教学入門」などの必修科目を１年次に開講し、宗教的
な立場からの医療や看護について学修を深め、基本の心構えを養うとともに、
「ヒューマンケアリング」を実践できる看護職者を育成するため、１年次に基本概
念を学ぶ「ヒューマンケアリング論Ⅰ」、２年次に事例を基に自らの看護実践を振
り返る「ヒューマンケアリング論Ⅱ」、４年次に理論と実践を統合する「ヒューマ
ンケアリング論Ⅲ」を順次配置している。以上は、実習以外にも段階的にキリスト
教と看護学の概念を融合した「ヒューマンケアリング」を身に付けることができる
よう配慮された教育課程・教育内容として評価できる。

04 (3) 教育
方法

○国立病院機構福岡東医療センターを主とする実習施設とのユニフィケーションを
通じて実践教育のレベルの向上を図っている。また、指導者会議等を組織し、実習
指導者と実習指導教員との「連携書」による情報交換・相談・調整を実施するほ
か、実習施設側からは技術教育の支援・臨床講義・教員研修の受け入れ、大学側か
らは種々の研修プログラムや看護研究指導等が提供されている。このように、実習
施設との連携・協力体制が構築され、効果的な実習指導に向けて有効的に機能して
いることは評価できる。

06 学生支援

○2011（平成23）年度より開催している｢てっぺんフォーラム｣は、学業面のみなら
ず、大学生活全般において大きく成長した２、３、４年次生が、成長するきっかけ
となった出来事や、それによりもたらされた成果を、主に１年次生に向けて自ら発
信する場となっている。この取り組みは発表者自身には達成感を得させ、将来に向
けた自信を持たせることになると同時に、メッセージを受ける側にとっては、成長
するための「気づき」を得るきっかけとなっており、相互成長の相乗を生み出して
おり評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○貴大学では、建学の理念に基づき、「地域連携センター」を中心として高齢者支
援、自閉症児童や障がいを抱える子どもたちへの支援が行われている。また、「保
育実践研究センター」では、「子育て講座」をはじめとする子育て支援、「環境教
育研究センター」では、ふじみ野市との環境活動プロジェクト、フィリピンとの農
村支援プロジェクトなど、それぞれ活発な活動が行われており、地域住民だけでな
く海外にも拠点を置く社会貢献活動を展開し、信頼関係が確立されていることは評
価できる。

03 教員・教
員組織

○薬学部において、大学間連携共同教育推進事業「四国の全薬学部の連携・共同に
よる薬学教育改革」等に参加して、薬学教育に関する最新の話題収集に努め、それ
らをすべて薬学部教授総会で報告・共有し、意識の向上を図るなど積極的に行って
いることは、教員のモチベーションを高めるよい取り組みであると評価できる。

03 教員・教
員組織

○教員研究費の成果連動部分について、付加される件数、人数など予算に上限を設
けず、教員に研究上のインセンティブを与えている。この制度が導入されて以来、
研究費が付加された人数は着実に増加しており、教員のモチベーションをあげてい
るといえる。教育・研究活動の業績を適切に評価し、教育・研究活動の活性化が図
られており、評価できる。

06 学生支援

○経済困窮度の高い学生を対象とした独自の奨学金や、優秀な人材の育成に資する
ことを狙いとした学業やスポーツ分野における成績優秀者奨学金および資格能力取
得奨励金等が準備され、2009（平成21）年度から2012（平成24）年度にかけて採用
件数や支給額の大幅な増加がみられた。さまざまな学生の経済状況に対応し、また
学業などの成果に対し適切に評価する制度を設け、運用していることは、評価でき
る。

04 (3) 教育
方法

○授業改善に向けた取り組みとして、授業評価アンケートに加え、専任教員全員を
対象にした「教員相互による授業点検評価」を実施し、20項目の独自の点検評価基
準に基づいた評価を行い、評価者と被評価者とが一堂に会して開催される「点検評
価会議」にて報告している。さらに評価者は「点検評価シート」を、被評価者は評
価結果を受けて「再点検用紙」を「ＦＤ委員会」へ提出することで、組織的な授業
改善に繋げていることは、評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○ 「地域交流センター」を中心に県民を対象として行っている出前授業や公開講座
は、県民の健康増進および県内の看護力向上に大きく寄与している。また自然災害
被災者支援サークルや献血サークルなどの学生のボランティア活動を推進すること
で、学生による地域貢献も積極的に行われており、教職員・学生を含む大学をあげ
ての取り組みとなっている。加えて、「卒業生のきずなプロジェクト」などの卒業
生に対する精神的支援、看護研究・実践支援プログラムの実施により、卒業生の生
涯教育を支援することで、看護を通じた地域貢献力の向上へと繋げていることは、
評価できる。

福岡歯科大学 大学基準協会

福岡女学院看護
大学

大学基準協会

文京学院大学 大学基準協会

松山大学 大学基準協会

三重県立看護大
学

大学基準協会
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04 (2) 教育
課程・教育内
容

○教育上必要とされる基礎的なスキル（情報収集・整理、プレゼンテーション、
ディスカッションなど）を向上させるために、各学部で開講している初年次教育プ
ログラムの「基礎ゼミ」は、学生および担当教員アンケートから高い評価を受けて
いる。また、高大接続への円滑な意識転換や、その後の演習やプロジェクトを行う
にあたり有効的に生かされているため、初年次教育の取り組みとして、評価でき
る。

04 (3) 教育
方法

○授業評価で指摘を受けた問題点に対して、教員が授業の自主向上策を公開してい
る。また、授業評価が良好でない教育組織・教員は「授業改善計画」を作成し、こ
れを実施する体制が確立されており、評価できる。

04 (3) 教育
方法

○事業構想学部では、学生が「eビジネスゼミ」で修得した知識と手法を実践し、南
三陸町の観光協会と共同で被災地の長期的な復興支援に資する商品開発・販売を
行ったことは、評価できる。

04 (4) 成果

○看護学部では、独自で学習成果を測定するための評価指標の開発を行い、2010
（平成22）年度以降、全78の評価項目からなる『学びの振り返り』を入学時に学生
に配布している。また、有効的に活用するため、運用基準を設け、各実習前の自己
評価や各実習後の教員との面談などを行っている。教員が教育ツールとして『学び
の振り返り』を利用し、学生自身の学習力向上を刺激していることは、評価でき
る。

08 社会連
携・社会貢献

○貴大学の社会との連携・協力に関する方針に基づき、「地域に開かれた大学」と
して「地域連携センター」の活性化を図り、地域社会への貢献、産学官の連携、大
学間の連携、宮城県との連携、地域振興事業等に積極的に取り組み、地域課題に対
する技術指導や情報提供など教育・研究の成果を適切に社会に還元している点は、
評価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○震災からの復興支援に関し、各学部の特徴を生かした取り組みが行われている。
また、「大学間連携共同教育推進事業」の取り組みとして、震災からの復興の経験
をもつ兵庫県立大学と連携して「コミュニティ・プランナー」育成事業を展開する
など、復興支援に対して大学全体で組織的な取り組みを行っている点は、評価でき
る。

09 (1) 管理
運営

○2012（平成24）年度までの法人採用職員の採用実績は、全職員のうち５割を法人
採用職員とする中期計画の目標値をすでに達成したことは、法人体制整備へ向け
た、管理運営の前進姿勢として、評価できる。

09 (1) 管理
運営

○緊急事態時の学生支援のための「安否確認システム」を、東日本大震災の経験を
糧に2011（平成23）年度に整備し、停電等の緊急時にも対応できるよう、学内から
学外にサーバーを移設し、サーバーから一斉送信されるメールに対しても、学生は
ワンクリック返信で生存確認できるシステムに改善したことは、他大学にとっても
参考となる取り組みとして、評価できる。

02 教育研究
組織

○ 「矯正・保護総合センター」の事業は、建学の精神に基づく「共生」の理念を具
体化するもので、貴大学ならではの取り組みであると認められる。すなわち、これ
は浄土真宗本願寺派の歴史と伝統に根差す宗教教誨・篤志面接委員を承継・発展さ
せた事業で、教育活動として「刑務所、尐年院、尐年鑑別所などで働く矯正職員
や、犯罪をおかしたり非行をおこなった人たちの社会復帰の手助けをする保護観察
官等の専門職やボランティアを養成すること」を目的とする「矯正・保護課程」を
開設するとともに、研究活動として「刑事立法プロジェクト」などの研究プロジェ
クトを推進し、『矯正講座』や研究年報などを刊行していることは評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○文学部、経済学部、経営学部、法学部および政策学部において、学生が学修計画
を立てる際の参考となるよう、科目のレベルを簡明に示す「グレイドナンバー制」
を採用し、これに則して授業科目を体系的に開設していることは評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○理工学部では、３年次の「学外実習」を正規の授業科目として位置づけており、
企業等におけるインターンシップが国内または海外（米国カリフォルニア州）で行
われている。特に、海外での実習は、「海外における仕事の現場を体験しながら、
グローバルな視点を養う」という目的のもと、2011（平成23）年度から、夏期休暇
中の約２週間のあいだに、学生を現地の日系企業へ派遣し、学生の社会的、国際的
視野の養成に大きく貢献していることから、評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○法学研究科および政策学研究科による研究科横断型プログラム「ＮＰＯ・地方行
政研究コース」では、「地域リーダーシップ研究」「先進的地域政策研究」など地
方自治体やＮＰＯから入学してくる現職職業人と学部卒の学生がともに教育と研究
に参加できるような授業科目が設置されており、そのシナジー効果をねらった教育
が試みられていることは評価できる。

04 (3) 教育
方法

○教育改善活動を全学的に推進する組織として、「大学教育開発センター」を設置
し、学部・大学院教育の充実と質保証に向けた各種事業を積極的に展開しているこ
とは評価できる。このうち、「ＦＤ・教材等研究開発検討プロジェクト（自己応募
研究プロジェクト・指定研究プロジェクト）」に位置づけられる「指定研究プロ
ジェクト」では、学部・研究科に必要な教育開発研究を行い、より教育効果の高い
教育を実践するための基盤づくりを進めることを目的としており、研究期間終了後
は、公開の報告会を行うことで成果の共有化に努めるなど、全学的な教育改善への
影響力を有している。

04 (3) 教育
方法

○法学部および政策学部では、１年次配当の「基礎演習Ⅰ」「基礎演習Ⅱ」の授業
において、上級生が担当教員による教育の補助をしながら、先輩として１年生の学
習・生活を導いていくクラスサポーター制度を活用し、尐人数教育の効果を高める
とともに、上級生にとっても学びの場となるような指導が教員により行われてお
り、大きな効果をあげていることは評価できる。

宮城大学 大学基準協会

龍谷大学 大学基準協会
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04 (3) 教育
方法

○政策学部では、「きょうとＮＰＯセンター」と提携し、学生主体で地域社会の課
題解決に取り組む実践型プログラム「Ｒｙｕ-ＳＥＩ ＧＡＰ（龍谷大学政策学部
Glocal Action Program）」等の取り組みを通じて、実践における学びの場を用意
し、「調査力」「コーディネイト力」「広報力」などの養成を図っていることは評
価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○貴大学は、「エクステンション（普及）」をも貴大学の使命として位置づけ、そ
の専門機関として「ＲＥＣ」が中心となり、社会へのサービス活動として、「龍谷
講座」（公開講座）や「ＲＥＣコミュニティカレッジ」（有料講座）など、幅広い
ニーズに対応した生涯学習の場を提供していることは評価できる。また、「ＲＥ
Ｃ」では、福祉フォーラム事業として、福祉専門職を対象とする実践的な講座「専
門セミナー」、地域住民の福祉啓発活動のための講演会「共生塾」、広く一般市民
を対象とした講演会やシンポジウム「福祉フォーラム」を毎年開催し、社会福祉に
ついての関心と理解を深めるための取り組みを積極的に行っていることは評価でき
る。

10 内部質保
証

○全学的な自己点検・評価の方針と組織体制を整備し、2011（平成23）年度から毎
年度、機関・組織および教員個人の諸活動に対する自己点検を実施している。この
取り組みの中で、各組織の自己点検・評価の結果を、「全学大学評価会議」が学内
第三者的な立場で評価し、その結果を各組織が組織的に改善に役立てていることは
評価できる。また、内部質保証システムを確立すべく、法務課の設置や外部評価の
積極的な活用を図り、貴大学における諸活動の改善につなげていることは評価でき
る。

01 理念・目
的

○建学の理念に基づく教育目標などが明確に打ち出されていることや十数年に亘っ
て早稲田大学の教育・研究のグランドデザインを策定し、学内外に対して具体的な
施策の提案を行い、かつ実行してきている。また、建学の理念である「早稲田大学
教旨」を明示するとともに、2008（平成20）年には、「Waseda Next 125」を策定
し、「早稲田からWASEDAへ」をスローガンに、グローバルユニバーシティとしての
「WASEDA」を構築することを目指し、その成果も上がっている。また、2012（平成
24）年には「Waseda Vision 150」を策定し、今後20年を見渡した方針を明確にする
など、貴大学が目指す方向性を明らかにしていることは評価できる。

04 (2) 教育
課程・教育内
容

○日本語教育研究科において、幅広い知識を習得させる理論研究科目、日本語教育
研究センター設置の日本語講座での参与観察・授業運営を組み入れた実践研究科
目、問題発見とその解決のための研究手法を修得する演習科目を３本柱として、教
育現場と直結した実践に即した優れた授業科目を配置し、高度な実践研究能力を備
えた日本語教員の養成という研究科の目的達成に即して、特色ある教育課程を構築
していることは評価できる。

04 (3) 教育
方法

○学部学生、大学院学生を対象としたライティング・センターによる学習支援活動
は、日本語、英語の論文指導に関して多彩な活動を推進し、利用者集計から見ても
着実に実績を上げている。『文章チュータリングの理念と実践―早稲田大学ライ
ティング・センターでの取り組み―』を刊行するなど、わが国における先導的な役
割も果たしており、評価できる。

05 学生の受
け入れ

○大学全体の学生の受け入れ方針に即した活動成果として、外国人学生数が順調に
増加している。特に学士課程においては、2009（平成21）年度から2010（平成22）
年度にかけて、グローバル30 採択に伴う英語による学位取得プログラムの導入によ
り、外国人留学生数が増加し、「進取の精神に富み、勉学意欲の高い学生をわが国
はじめ世界から多数受け入れる」と標榜した学生受け入れ方針に沿った成果を上げ
ていることは評価できる。

06 学生支援
○大学独自の奨学金制度が多数設置されており、そのすべてが返済不要の給付型奨
学金で、学外奨学金との併用が可能となっている。これまでの支給実績を踏まえる
と、学生に対する経済的支援の手厚さは評価できる。

07 教育研究
等環境

○大型研究費獲得研究者に対して担当授業時間数の軽減措置を図る「大型研究等特
別支援プログラム」は外部研究資金獲得に対するインセンティブを強化する点で評
価できる。

08 社会連
携・社会貢献

○大規模かつ伝統のある貴大学の特性を生かし、社会連携・社会貢献も多種多様な
形態で行われており、内容も非常に充実したものとなっている。特に社会連携・社
会貢献の種類により、細かく担当部局を分けていることは、責任主体を明確にする
ために効果的であり、その審査も適切に行われているので、評価できる。また、具
体的な内容では、社会連携推進室が学生参加型のプログラムを多数設置し、なおか
つ学生と職員が共同で企画等を行うことにより、社会連携と教育を効果的に組み合
わせている点などは、評価できる。

教育研究組織
○全学共通教育センターを設置し、共通教育の授業担当教員を部門ごとの担当グ
ループに配置することにより、責任体制を確立し、教養教育の円滑な実施体制を整
えている。

教育研究組織

○ものづくり基盤センターは、ものづくりを通した地域連携を推進して成果をあげ
るなかで、学生が自由に利用できる実習室、多目的加工室等の施設整備や部品購入
方法の改善などによって安全に配慮しつつ学生の自主的な学習活動を支援してい
る。

教員及び教育
支援者

○「教員の多面的評価システム（Appraisal System for Teachers’Activities, 略
称ＡＳＴＡ）」を平成18年度から実施し、継続的にその評価項目等を見直してい
る。評価結果については、各教員にフィードバックし教育活動の改善に向けた取組
を促しているほか、処遇（俸給及び勤勉手当）に反映させている。

学生の受入
○平成23年度に専任教員を配置したアドミッションオフィスを設置し、入試全般に
わたる分析・検証を行い、入学者選抜の改善を進めている。

教育内容及び
方法

○教育理念に基づく総合的な理工学教育を実施する目的で、主専門教育課程及び複
眼的にこれを補完する副専門教育課程を設けている。

龍谷大学 大学基準協会

早稲田大学 大学基準協会

室蘭工業大学 大学評価・学位
授与機構
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教育内容及び
方法

○平成22年度から平成23年度にかけて、文部科学省の「大学生の就業力育成支援事
業」に採択され、支援期間終了後においても、理事・副学長を総括責任者とするプ
ロジェクトチームにおいて就業力アップのための取組を継続的に行っている。

教育内容及び
方法

○平成24年度より文部科学省の「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整
備事業」に採択されている。

教育内容及び
方法

○航空宇宙機システム研究センターが中心となり、宇宙航空研究開発機構と連携大
学院方式による連携講座を博士後期課程に設置するとともに、フライトシミュレー
ター等の特徴的な設備を導入して学生の実践的指導を行ない、関連業界に人材を輩
出している。

学習成果
○卒業予定者や卒業生に対するアンケート、授業評価アンケート等、学習成果を検
証するための取組を積極的に行っている。

施設・設備及
び学生支援

○授業欠席状況把握制度を導入し、各学年の必修科目を中心に定めた１科目以上の
モニター科目を一定回数連続して欠席した学生について、コース長、教育システム
委員会委員及び学生サポート委員会委員が情報を共有し、面談等を通して状況の把
握、修学指導を行っている。

教育情報等の
公表

○企業との共同研究、企業における研究開発、技術相談等に役立てる目的で平易で
わかりやすい研究シーズ集を発行している。

教員及び教育
支援者

○学生の評価等に基づき、教員を表彰する制度によって、教育の質の向上に努めて
いる。

学生の受入
○ウィンター・サイエンスキャンプ等、様々な取組により、全国各地から入学生を
受け入れている。

教育内容及び
方法

○推薦入学制度で合格した高校生に対して、オンライン学習管理システムを利用し
た遠隔地から学習可能な入学前教育を行っている。

施設・設備及
び学生支援

○寒冷地としての特性に配慮して、24時間利用可能な自主学習環境を整備してい
る。

教員及び教育
支援者

○全学の教員業績評価を毎年度実施し、評価結果を次年度の基盤研究経費の配分、
賞与等に反映している。

学生の受入
○入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において、「求める学生像」、
「入学前に身に付けておいてほしいこと」に加えて「入学者選抜の基本方針」が明
確に定められている。

教育内容及び
方法

○教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）及び学位授与方針（ディ
プロマ・ポリシー）が体系的に構成され、明確かつ簡潔に定められている。

教育内容及び
方法

○保健学研究科では、平成22年度から被ばく医療コースを開設し、修了生には被ば
く医療認定士を付与している。また、東日本大震災による福島第一原発事故に際し
ては、コース受講生（看護師免許を有する社会人学生）が現地に赴き、学修による
知識・経験を活かした被災地支援に取り組んでいる。

教育内容及び
方法

○文部科学省の「大学生の就業力育成支援事業」（平成22年度）に採択された「地
域企業との対話を通じて培う企画提案力」及び「産業界のニーズに対応した教育改
善・充実体制整備事業」（平成24年度）に採択された「産官学連携による地域・社
会の未来を拓く人材の育成」により、学生が社会的及び職業的自立を図るための教
育課程等の実施に取り組んでいる。

教育内容及び
方法

○文部科学省の「がんプロフェッショナル養成プラン」（平成19年度）に採択され
た「北東北における総合的がん専門医療人の養成」及び「がんプロフェッショナル
養成基盤推進プラン」（平成24年度）に採択された「次世代がん治療推進専門家養
成プラン」により、がん専門医療人の養成に取り組んでいる。

学習成果 ○各種国家試験の合格率が高い。

教育の内部質
保証システム

○ウェブサイトに、「研究者総覧」とは別に、「教育者総覧」（弘前大学版ティー
チング・ポートフォリオ）を設け、授業評価アンケート等による学生からの意見に
対して、各教員が改善策を含めたその対応を自ら記述するなど、教員に関する意識
の向上に資するだけではなく、その改善を社会に公表している。

財務基盤及び
管理運営

○職員のキャリアアップの取組として、平成16〜24年度に延べ16人の技術系職員が
大学院修士課程を修了し、修士（理工学）又は修士（保健学）の学位を取得してい
る。

教育情報等の
公表

○教育に関する情報提供の場として、「弘前大学教育情報」ウェブサイトを開設
し、入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針、学位授与方針、シラバス、教育
者総覧、ＦＤ活動等教育に関する情報を分かりやすく集約し、公表している。

教育研究組織
○三陸復興推進機構は、東日本大震災による災害からの早期復旧と復興支援を推進
するために設置されており、被災地の教育・生活支援や水産・ものづくり・農林畜
産の産業復興支援等、学生と教職員が協力して活動を展開している。

教員及び教育
支援者

○教員評価指針に基づき専任教員に対する教員評価を、各部局で行う１次評価とそ
の妥当性をチェックする全学委員会による２次評価を組み合せて実施している。ま
た、評価結果をサバティカルの対象者の決定や給与上の処遇に活用している。

学生の受入
○工学部では平成24年度入学試験から、推薦入試において被災者特別選抜を実施し
ている。

教育内容及び
方法

○文部科学省現代ＧＰ採択事業「持続可能な社会のための教養教育の再構築『学び
の銀河』プロジェクト」（平成18～20年度）及び環境省「環境人材育成のための大
学教育プログラム開発」採択事業「ISO14001と産学官民連携を活用した『π字型』
環境人材育成プログラム」（平成21～23年度）の実施を通じて、学生の基礎的環境
力や実践的環境力の育成、地域グリーン化支援に努めている。事業期間終了後も環
境人材育成のためのプログラムを実施し、その成果は、フジサンケイグループ主催
第21回地球環境大賞で文部科学大臣賞を受賞するなど、外部からも評価されてい
る。

岩手大学 大学評価・学位
授与機構

室蘭工業大学 大学評価・学位
授与機構

北見工業大学 大学評価・学位
授与機構

弘前大学 大学評価・学位
授与機構
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教育内容及び
方法

○「岩手の風土に根ざした“イーハトーブの学び舎”」を強調し、地域との協働に
より、地域課題に関連した教育を全学の教育課程の中に位置付けている。例えば、
いわて協創人材を育成し、卒業生の地元定着を促す取組「地域と創る“いわて協創
人材育成＋地元定着”プロジェクト」が、平成25年度文部科学省大学ＣＯＣ事業に
採択されている。

教育内容及び
方法

○学務情報と連動した多彩な機能を有する、Webベースでの学習支援システム「アイ
アシスタント」を独自に構築し、全学的に活用している。

教育内容及び
方法

○平成19年度文部科学省科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」に採
択された、岩手大学の取組「21世紀型ものづくり人材岩手マイスター育成」は、金
型、鋳造、デバイス技術分野において、製品に高付加価値を付与する研究開発か
ら、それを可能にする生産技術、さらに経営（ＭＯＴ）までを一貫して理解できる
高度技術者「岩手マイスター」（又は「岩手マイスター補」）を、社会人及び大学
院生を対象に育成するプロジェクトで、取組終了後も継続され成果をあげている。

教育内容及び
方法

○平成19年度文部科学省大学院ＧＰに採択された、連合農学研究科の取組「寒冷圏
農学を拓く研究適応力育成プログラム」（平成19～21年度）が、取組終了後も継続
実施され、科学英語力や科学コミュニケーション能力の育成プログラムの充実に努
めている。

施設・設備及
び学生支援

○「学修支援室（ラーニング・サポート・ルーム）」の設置をはじめ、「学生何で
も相談室」や「ピア・サポート相談室」など、学生の学習支援や生活支援のための
手厚い相談体制をとっている。

施設・設備及
び学生支援

○身体や発達障害等の障害のある学生のための学生特別支援室を設置し、学生それ
ぞれの障害に応じたきめ細かな支援を行っている。

施設・設備及
び学生支援

○東日本大震災に関連した学生の自主的活動を促進するための支援や被災した学生
への経済的な支援等を実施している。

教員及び教育
支援者

○教育文化学部、工学資源学研究科、各センターでは、教員の教育及び研究活動等
に関する評価の結果を勤勉手当等処遇に反映させている。

学生の受入
○教育文化学部では東京に、工学資源学部では、東京、名古屋にも試験会場を設置
し、多方面からの学生の受入を行っている。

教育内容及び
方法

○平成22年度に文部科学省教育ＧＰに採択された「高大接続の実践的プロジェク
ト」では、理科３科目（物理、化学、生物）、英語、数学、情報に関する高大接続
テキストを作成するなど、高等学校と大学の教育課程の接続性を高める研究と実践
を高等学校教員と大学教員の協働により展開し、事業支援期間終了後も学内予算に
より事業を継続している。

教育内容及び
方法

○平成19年度に「生体調節シグナルの統合的研究」が文部科学省グローバルＣＯＥ
プログラムに採択されている。

教育内容及び
方法

○平成23年度に文部科学省「理数学生育成支援事業」に採択された「独創的発想に
富む科学者育成プログラム－出る杭を伸ばすヘリックスプロジェクト－」では、理
数に優れた能力・意欲を持つ学生を評価し、受け入れ、早期卒業制度により大学院
入学を認める取組を支援している。

教育内容及び
方法

○平成24年度に「産学官連携による地域・社会の未来を拓く人材の育成」が文部科
学省「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」に採択されてい
る。

教育内容及び
方法

○平成25年度に、県内自治体及び住民との協働作業を進め、超高齢社会においても
希望を持てる「秋田発の地域生活モデル」の構築と、地域に必要とされる大学を形
成することを目的とし、文部科学省大学ＣＯＣ事業に「一人ひとりを大切にし、自
立した高齢社会に向けた地域づくり」が採択されている。

教育内容及び
方法

○　平成24年度に「次世代がん治療推進専門家養成プラン」が文部科学省「がんプ
ロフェッショナル養成基盤推進プラン」に採択されている。

教育内容及び
方法

○平成19年度に「北東北における総合的がん専門医療人の養成」が文部科学省「が
んプロフェッショナル養成プラン」に採択されている。

教育内容及び
方法

○平成24年度に「レアメタル等資源ニューフロンティアリーダー養成プログラム」
が文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」に採択されている。

財務基盤及び
管理運営

○東日本大震災を受けて、様々な規定等を整備し、災害・危機事象に対応するため
の施策を練り、特に、非常時に備え、衛星電話や自家発電機等の整備、防災備蓄倉
庫の建設、非常用物品等の備蓄を実施している。

大学の目的
○学生が主役の大学創りを目指し、毎年「結城プラン」として、大学が取り組むア
クションプランを策定し、このプランに沿って、１年間の改革が進められ、その達
成状況を検証している。

教員及び教育
支援者

○教育活動の活性化及び教員の意欲向上を図ることを目的として、教育や学生支援
に貢献した教員を表彰する優秀教育者賞制度を実施している。

教員及び教育
支援者

○教員の個人評価が実施され、その結果を給与等の処遇に反映させている。

教育内容及び
方法

○平成21年度に文部科学省「大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】大学教育推
進プログラム」に採択された「到達目標を明確にした自己実現学習システム」にお
いて、学習ポートフォリオシステムを開発し、同システムを用いて、各学部におい
て教育課程の妥当性の検証等に着手している。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省「戦略的大学連携推進事業」に採択された「大学コン
ソーシアムやまがたを基盤とする地域教育研究機能の強化」により、支援期間終了
後も基盤教育において最上川学に関する授業を展開している。

教育内容及び
方法

○平成24年度に文部科学省「大学間連携共同教育推進事業」に採択された「美しい
山形を活用した社会人力育成山形講座の展開」において、単位互換のシステムを活
用し、山形県内高等教育機関、自治体、商工会議所等の連携による共同教育により
学生の社会人力の育成を進めている。

岩手大学 大学評価・学位
授与機構

秋田大学 大学評価・学位
授与機構

山形大学 大学評価・学位
授与機構
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教育内容及び
方法

○平成25年度に文部科学省大学ＣＯＣ事業に「自立分散型（地域）社会システムを
構築し、運営する人材の育成」が採択され、地域が必要とする人材の育成につなが
る教育、そのために必要な研究、及び研究・教育・文化・医療等の分野における社
会貢献を通して、地域社会の要請に積極的に応え、地域の再生・活性化に継続的に
寄与し得るシステムの実現を目指している。

教育内容及び
方法

○平成24年度に文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム（オンリーワン
型）」に「フロンティア有機材料システム創成フレックス大学院」が採択され、平
成25年度より、理工学研究科（工学系）において、単一分野にとらわれない横断的
な知識・技術習得を目指すフレキシブルな５年一貫教育によって、有機材料の価値
を創成するグローバルリーダーの育成が行われている。

施設・設備及
び学生支援

○学習サポート制度、アドバイザー制度及びＧＰＡ制度の３つの柱で構成されてい
る「ＹＵサポーティングシステム」により、アドバイザー教員が中心となって機能
的に学生への支援・助言を行っている。

教育の内部質
保証システム

○平成24年度に文部科学省「大学間連携共同教育推進事業」に採択された「東日本
広域の大学間連携による教育の質保証・向上システムの構築」において、東日本広
域圏の国公私立の大学・短期大学・高等専門学校が連携するＦＤネットワーク「つ
ばさ」の実績を基盤として、効率的かつ実質的な教育の質保証・向上システムを確
立することを目的とし、学生が自己学習力と社会人基礎力を身に付けることを目標
にプロジェクトを実施している。

財務基盤及び
管理運営

○毎年、部局の組織評価を実施し、３区分によるランク付けを行い、区分によって
インセンティブ経費を傾斜配分している。

教育研究組織
○国際問題に関係の深い複数の外部機関との連携協定に基づいて、それらの外部機
関から客員教員を受け入れている。

教員及び教育
支援者

○外国人教員に対しては、来日後に円滑な教育活動が可能となるよう、国際学術戦
略本部サービスフロントにおいて、各種支援をワンストップで提供している。

教員及び教育
支援者

○外国語大学の特色を活かし、外国人留学生を教育補助者として採用し、言語科目
におけるネイティブ・スピーカーとして授業補助に活用している。

教育内容及び
方法

○平成24年度からの学部改組が、社会からの要請や卒業生の就職先の企業の意見、
入学辞退者へのアンケート結果等を適切に反映させ、当該大学の特徴を活かしたも
のとなっている。

教育内容及び
方法

○英語学習支援センター（ＥＬＣ）を設置して、学部の全学生を対象とした英語自
律学習支援プログラムが実施され、独自のe-learningシステムを利用した学習機会
を提供し、教育効果を高めるための取組が実施されて、学生に有効に活用されてい
る。

教育内容及び
方法

○文部科学省の大学院ＧＰ「国際基準に基づく先端的言語教育者養成」（平成20年
度～22年度）・「臨地教育実践による高度な国際協力人材養成」（平成21年度～23
年度）、日本学術振興会が実施する「ＩＴＰ」・「組織的な若手研究者等海外派遣
プログラム」等の各種プログラムを活用し、海外での臨地調査やインターンシッ
プ、国際学会への派遣等が教育課程に組み込まれている。

教育内容及び
方法

○文部科学省グローバルＣＯＥプログラム「コーパスに基づく言語学教育研究拠
点」（平成19年度～23年度）をはじめとする各種プログラムや、科学研究費助成事
業による研究プロジェクト等による最新の研究成果が多くの授業に反映されてい
る。

教育内容及び
方法

○博士後期課程で、日本学術振興会が実施する「ＩＴＰ」を活用して、非英語圏
ヨーロッパ諸地域の大学院等との共同博士論文審査・共同学位授与制度を確立する
努力がされており、すでに７か国との間で協定が結ばれ、３人に対して学位を授与
している。

学習成果 ○学生の自主的な参加による外部のコンテストの成績が極めて優秀である。
施設・設備及
び学生支援

○学習相談デスクには多言語コンシェルジュとして大学院生が配置されて体制が整
えられている。

施設・設備及
び学生支援

○独自財源による多様な奨学金制度が準備されている。特に、経済状況の悪化に
よって履修が困難になった学生に対する援助が様々な形で行われている。

教員及び教育
支援者

○若手教員の研究能力の維持・拡大のためにテニュアトラック制度を継続的に実施
し、教員組織の活性化に効果を上げている。

教員及び教育
支援者

○教員の教育、研究、社会貢献・国際交流、管理運営の項目を設け教員評価が実施
され、評価結果が処遇に反映されている。また、教員再審査制度の導入を順次進め
ている。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省教育ＧＰに「学科横断型Φ型パッケージ・プログラム教
育」が採択されており、社会からの多様な教育ニーズに機動的かつ柔軟に対応する
ことができる教育システムの構築を行っており、支援事業終了後も、学科横断プロ
グラム等が正規の授業として組み込まれ実施されている。

教育内容及び
方法

○平成21年度に文部科学省「大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】大学教育推
進プログラム」に「分野融合実験を核とする初年次教育」が採択されており、学
科・分野の壁を取り払った工学の根幹を培うための融合基礎教育に取り組んでい
る。本プログラムにより工学部では、全学科の初年次学生を対象として全学科の専
門分野を横断的に実験実習することにより各自の専門分野の位置付けの認識を深め
る工学基礎実験を、平成22年度から必修科目として実施している。

教育内容及び
方法

○平成19年度に文部科学省大学院ＧＰに「ラボ・ボーダーレス大学院教育の構築と
展開」、「体系的博士農学教育の構築」、「科学立国人材育成プログラム」が採択
されており、支援事業終了後も、異なる研究室での研究機会を提供し、学生が幅広
い観点を身に付け、多様な進路を実現するための支援、学生の海外派遣のための機
会提供等の取組、修士課程２年次の学生を選抜した４年間一貫博士教育プログラム
の提供等の取組等が行われている。

大学評価・学位
授与機構

東京外国語大学 大学評価・学位
授与機構

東京農工大学

山形大学 大学評価・学位
授与機構
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教育内容及び
方法

○平成24年度に文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」に「グリー
ン・クリーン食料生産を支える実践科学リーディング大学院の創設」が採択されて
おり、社会と環境との調和の中で、持続的で豊かな社会形成を推進する力を有し、
生命の源である｢食｣に関する地球規模での究極的な課題に挑戦し、食の生産性やエ
ネルギー依存形態を変革する構想力と実践力を備えたイノベーションを牽引するグ
ローバルリーダーの養成を目的に事業が行われている。

学習成果

○博士の学位取得者について、キャリアの多様化・明確化を図るためにキャリアパ
ス支援センターを設立し、ノンアカデミック・キャリアパスの開拓に取り組んでい
る。平成21年度からはアグロイノベーション高度人材養成センターに引き継がれ事
業が行われており、全国６連合農学研究科を含む全国の国公私立大学から養成者を
募集し、多くの人材を産業界等へ送り出している。

教育の内部質
保証システム

○授業アンケートで学生から改善要望として挙げられた項目と評価が高い授業の特
徴を整理し、より良い授業のための『講義秘訣集』が作成されており、新任教員等
の教育力の向上に活用されている。

教育研究組織
○信州の豊かな自然を活かしたフィールドワークの教育研究を実施する施設等が整
備されている。

教員及び教育
支援者

○教員業績評価・給与査定制度に基づき、教員の業績評価が行われ、その結果を処
遇に反映している。

教育内容及び
方法

○学位授与の方針に「環境マインド」を養成することを掲げ、共通教育科目におい
ては教養科目に環境科学群を設け全学生が最低２単位受講している。また、工学部
では、平成23年度にISO14001の10年間継続的改善の努力に対して日本環境認証機構
から「10年継続賞」が贈られている。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省「戦略的大学連携支援事業」に採択された「大学間地域
ネットワーク構築による高等教育の質保証と人材育成の実質化」における県内８大
学からなる高等教育コンソーシアム信州による遠隔講義システムを利用した単位互
換が行なわれている。

教育内容及び
方法

○文部科学省「産学連携による実践型人材育成事業－長期インターンシップ・プロ
グラムの開発－」に平成17年度に採択された「「創業マインド」の継承による高度
人材育成－The Prefecture is our Campus:地域特性「創業マインド」志向の地元企
業との連携による高度人材育成プロジェクト－」及び平成18年度に採択された「長
寿長野を支える機能性食品の開発人材養成」について、支援期間後も継続した取組
を行っており、学士課程から博士課程までの全学的キャリア教育体系の基盤を成し
ている。

教育内容及び
方法

○平成25年度に文部科学省大学ＣＯＣ事業に「信州を未来へつなぐ、人材育成と課
題解決拠点「信州アカデミア」」が採択され、地域・社会と学問のつながりに対し
て深い理解力を持つ人材を輩出することを目指している。

教育内容及び
方法

○平成24年度に文部科学省の「大学間連携共同教育推進事業」に採択された「繊維
系大学連合による次世代繊維・ファイバー工学分野の人材育成」により、平成25年
度より理工学系研究科に「繊維・ファイバー工学コース」を開講している。

教育内容及び
方法

○平成25年度に文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム（オンリーワン
型）」に「ファイバールネッサンスを先導するグローバルリーダーの養成」が採択
され、繊維・ファイバー工学分野における高度かつ総合的な専門性を有し、広い科
学技術的視野と国際的視野、分野間のコーディネート力、技術力だけでなく人間力
を見抜く力を備えた「ファイバールネッサンスを先導するグローバルリーダー」を
養成することを目指している。

施設・設備及
び学生支援

○独自に奨学金受給制度を設け、多くの外国人留学生に支援を行っている。

教育の内部質
保証システム

○ＦＤ研修・講習会等が多くの参加者を得て開催され、また、多くの学部におい
て、相互授業参観と授業評価等、教員相互のピア・レビューを実施している。

大学の目的
○高等教育、学術研究を地域との関係を重視して展開することを大学の目的に明記
し、その実現のために一貫した施策を展開し、成果を上げている。

教育研究組織
○全国共同利用施設医学教育開発研究センターを設置し、平成23～26年度に「多職
種連携医療教育法」の共同開発とＦＤの全国展開の事業拠点になっている。

教員及び教育
支援者

○関門年齢（59、53、47、41、35歳）に達した教員に対し、６年間の個人の年度評
価の結果に基づき評価を行う関門評価を実施し、評価結果をインセンティブや改善
指導に反映させている。

教員及び教育
支援者

○学生相互の成長と基盤的能力の向上を図ることを目的とし、学部生を教育補助や
学生支援業務等に従事させるスチューデント・アシスタント制度を設けている。

教育内容及び
方法

○医学部医学科では、臨床参加型実習を実施し、学生による実習評価及び、教員に
よる学生評価やコメントを記載した「ふりかえり表（学修録）」を導入し、効果的
な実習が行われている。

教育内容及び
方法

○教育の内容に「基盤的能力」の概念を導入し、さらに「考える力」「伝える力」
「進める力」を要素として定め、各水準を示して教育を行っている。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省大学院ＧＰに採択された事業及び、「大学教育充実のた
めの戦略的大学連携支援プログラム」に採択された事業においては、支援期間終了
後も継続した取組を行っている。

教育内容及び
方法

○平成25年度に文部科学省大学ＣＯＣ事業に「ぎふ清流の国、地×知の拠点創成：
地域にとけこむ大学」が、採択されている。

教育内容及び
方法

○平成21年度に文部科学省「科学技術戦略推進費補助金」に「岐阜大学流域水環境
リーダー育成プログラム」が採択されている。

教育内容及び
方法

○平成24年度に、文部科学省「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」に採
択された事業においては、東海地域の７大学が共同してチーム医療の実践を通し
て、国際的がん臨床研究のリーダーの育成に取り組んでいる。

岐阜大学 大学評価・学位
授与機構

大学評価・学位
授与機構

信州大学 大学評価・学位
授与機構

東京農工大学
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施設・設備及
び学生支援

○原則的に水曜日の午後に講義、実習を配置せず、課外活動時間を確保している。

教育の内部質
保証システム

○教育の質の改善・向上を図るため、多様な学外関係者からの意見の聴取を全学及
び各学部・研究科等において継続的に行い、その結果を具体的な改善につなげてい
る。

教育の内部質
保証システム

○授業評価アンケートの結果等を受けて、各教員が授業改善計画等を記述するリフ
レクションペーパーを全学的な取組へと発展させ、組織的な授業改善のための活用
を推進している。

財務基盤及び
管理運営

○中期目標期間３年終了時及び６年終了後に組織評価を実施し、評価の高い部局に
は経費配分等の優遇措置を行い、改善が必要な部局には改善指示を行うこととして
いる。

教育研究組織
○それぞれの研究科、研究所、研究センター・施設・拠点において、素粒子物理、
材料化学やｉＰＳ細胞等に代表される世界をリードする独創的な研究を推進し、そ
れらの広範で多元的融合的かつ基礎に立脚した専門教育体制を整えている。

教育研究組織

○総合生存学の実践による地球規模の複合的課題解決を目指して、異なる専門分野
の学生を糾合し学際的教育を行う総合生存学館（思修館）や、既存の研究科・研究
所・センターに属する教員を糾合して地球環境学の学際的講義科目を提供するとと
もに学生の希望する専門性に沿って修士、博士論文指導も行う地球環境学堂・学舎
は特色的かつ先進的な大学院組織である。

教育内容及び
方法

○当該大学の教養教育として国際教育プログラム(ＫＵＩＮＥＰ)、及び国際交流科
目等が提供されているほか、新入生向け尐人数セミナー(ポケット・ゼミ)がさらに
充実し提供されている。

教育内容及び
方法

○平成25年度文部科学省大学ＣＯＣ事業に「ＫＹＯＴＯ未来創造拠点整備事業－社
会変革期を担う人材育成」が採択されており、大学/地域の越境交流の場を充実さ
せ、地域社会への貢献（地域課題の解決）を果たすための取組みを行うことによ
り、京都の地で求められる人材育成を目指している。

教育内容及び
方法

○平成21年度文部科学省グローバル30に「京都大学次世代地球社会リーダー育成プ
ログラム（Kyoto University Programs for Future International Leaders：Ｋ．
Ｕ．ＰＲＯＦＩＬＥ：ケーユープロファイル）」が採択されており、当該大学の持
つ世界最先端の研究資源を活かし、地球社会の現代的な課題に挑戦する次世代リー
ダー育成のための教育に取り組んでいる。１学部、11の研究科等において、英語に
よる学位取得コースが設置されるなど、教育の国際化への対応が図られている。

教育内容及び
方法

○教育活動等の改革に対する組織的・体系的な取組が、文部科学省大学院ＧＰにお
いて、平成20年度２件、平成21年度１件の採択につながっている。

教育内容及び
方法

○産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーの養成を目指した教育活動等の改
革に対する積極的な取組が、文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」
において、平成23年度２件、平成24年度２件、平成25年度１件の採択につながって
いる。

教育研究組織

○学校危機メンタルサポートセンターを設置し、学校危機に関する調査研究を行
い、ＩＳＳ（International Safe School）の認証センターとして「日本
International Safe School 認証センター（ＪＩＳＳ，ＷＨＯ－ＣＣＣＳＰ）」を
開設するなど、この分野の調査研究に従事する研究者の利用に供している。

教育内容及び
方法

○学校安全教育の推進を図るため、複数の専門家がリレー方式で行う講義「学校危
機と心のケア」を教養基礎科目に開設し、教員養成課程では、必修科目として「学
校安全」を開講している。

教育内容及び
方法

○実践学校教育専攻では、平成17年度文部科学省教員養成ＧＰに採択された「大学
院における採用前教育プログラムの開発」を基に、大阪府教育委員会の大学院進学
者特別選考制度を活用して、大学と教育委員会との連携と協働によって、新任教員
に求められる実践的指導力向上のための新たなプログラムとして「授業づくり」、
「授業ケーススタディ」等の授業実践学の科目を開講するなど、採用前教育（Pre-
Job Training，ＰＪＴ）としての大学院教育の開発に取り組んでいる。

学習成果
○平成18年度から学部・大学院・専攻科を卒業・修了した者を対象にアンケートを
開始し、平成24年度には、卒業・修了後、５年、10年、15年、20年を経過した者を
対象にアンケートを実施している。

施設・設備及
び学生支援

○学生チャレンジプロジェクト制度を設け、平成18年度から実施しており、自主
的、創造的に企画されたプロジェクトに対し、学生支援実施委員会において審査の
上、年間７件程度の財政的な支援を行っている。

施設・設備及
び学生支援

○障がい学生支援委員会を立ち上げ、障がい学生修学支援ルームを設置して、障が
い学生修学支援ルーム設置要項に業務等を明示し、障害学生の支援、環境整備等の
サポート強化を図っている。

財務基盤及び
管理運営

○職員の自己啓発と意欲喚起等を目的とする職員資格取得表彰制度を創設してい
る。

教育研究組織
○古代学学術研究センター、アジア・ジェンダー文化学研究センター、共生科学研
究センター等、大学の特色を活かしたセンターを設置し、研究及び教育の両面で成
果を上げている。

教員及び教育
支援者

○教育研究支援員制度や若手研究者サポートシステム、スタートアップ研究費や研
究スキルアップ経費の配分等、女性教員の育児と教育研究活動の両立及びポストド
クターと博士後期課程学生のキャリア形成支援のために多様な体制を整備するとと
もに、子育て中の男女教職員のための一時預かり施設（ならっこルーム）設置等、
男女共同参画社会における大学構成員の課題解決のために積極的に取り組んでい
る。

教員及び教育
支援者

○教員評価を厳密に行い、12月期勤勉手当の成績優秀者候補の選考及び１月の昇給
区分の決定に活用し、また、研究活動促進経費の配分の基準とするなど、教員評価
を処遇に反映している。

岐阜大学 大学評価・学位
授与機構

大阪教育大学

奈良女子大学 大学評価・学位
授与機構

大学評価・学位
授与機構

京都大学 大学評価・学位
授与機構
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教育内容及び
方法

○平成22年度文部科学省「大学生の就業力育成支援事業」に「女性の生活様式を考
慮したキャリア教育」が、平成24年度文部科学省「産業界のニーズに対応した教育
改善・充実体制整備事業」に当該大学を含めた16校の共同プログラム「滋京奈地区
を中心とした地域社会の発展を担う人材育成」（当該大学は部会のリーダー校）が
採択され、これらのプログラムにより、全学的に体系立ったキャリア教育を推進し
ている。

教育内容及び
方法

○平成23年度に文部科学省科学技術人材育成費補助事業「ポストドクター・イン
ターンシップ推進事業」に採択され、ポストドクターと博士後期課程学生を対象
に、積極的に女性人材育成の実践を行っている。

教育内容及び
方法

○平成20年度文部科学省大学院ＧＰに人社系プログラム「女性の高度な職業能力を
開発する実践的教育」と、理工農系プログラム「理系の実践型女性科学者育成」が
採択され、平成22年度にプログラムが終了した後も取組を継続している。

学習成果
○平成20年度より平成25年５月に至る間に学士課程、博士前期課程及び博士後期課
程学生が国内外の多様な学会から受賞しており、また、講談社文学賞（第46回メ
フィスト賞）等も受賞している。

教育研究組織
○学生自主創造科学センターでは、学生の自主的・創造的な学習を促進するため、
電気自動車、ロケット、ＣＧ製作等をテーマにした「自主演習」を、文部科学省の
現代ＧＰ終了後も発展的に継続、実施している。

教育研究組織
○南紀熊野サテライト、岸和田サテライトは、地域に特化した授業科目の開講や地
域と連携したセミナー等を開催しており、学生のフィールドワークの拠点にもなっ
ている。

教員及び教育
支援者

○教育活動の展開において、仕事を退職した方、ＮＰＯ、地域活動に取り組んでい
る方等によるシニアアドバイザー制度を設け、学生の「自主演習」を支援してい
る。

教育内容及び
方法

○国立大学唯一の観光学部と観光学研究科を有し、紀伊半島を含む黒潮文化圏の自
然、経済、歴史、文化を活かした教育研究を行い、国と地域社会が期待する役割を
積極的に果たすとともに、観光振興に資する有為な人材を育成している。

教育内容及び
方法

○大学生の就業力育成支援事業（平成22年度採択）を通じて学生の就業力を高める
ため、「キャリアデザイン入門」等を開講しており、毎年多くの学生が受講してい
る。

教育内容及び
方法

○文部科学省「超小型衛星研究開発事業」（平成22年度採択）において、授業科目
「宇宙プロジェクトマネジメント入門」を開講し、尐人数のプロジェクトチームを
編成し、各チームでの課題を達成しながら、プロジェクトマネジメントに必要な基
礎的な知識や能力を身に付けるための教育を展開している。

施設・設備及
び学生支援

○学生が集い大学の中心となる図書館を目指した改革を進め、ラーニング・コモン
ズ、メディアルーム、グループ学習室、レファレンスコーナー、自習・研究コー
ナーを設置し、前年度と比較して約20％増の入館者を得ている。

施設・設備及
び学生支援

○保健管理センターでは、学生の健康面での相談・助言に向けて、精神科医、保健
師、看護師、ＰＳＷ、臨床心理士による｢キャンパス・デイケア」を実施している。
特に、心の病や学生生活の不適合により修学に支障をきたしている学生に対して
は、これを体験克朋した学生グループ「アミーゴの会」のピアサポートプログラム
「ひきこもり回復支援プログラム」等、メンタルサポートシステムを構築し、復帰
のための総合的な支援を行っている。

教育の内部質
保証システム

○教員相互の授業参観は、全学部で行われており多くの教員が参加している。ま
た、当該授業へのコメントを交換することにより授業改善効果を高めている。

財務基盤及び
管理運営

○評価委員にステークホルダーである現役学生及び卒業生を含め、大学の総合的な
状況について外部評価を実施している。

教員及び教育
支援者

○教授の選考について、各教授会は選考に先立って役員会に選考方針を説明し、了
承を得た後、公募を行うものとしている。応募者から選出した複数の候補適任者を
役員会に説明し、了承を得た後、候補者を選出し、学長に報告している。

教育内容及び
方法

○自己点検・評価の一環として、各学部において授業評価アンケートと卒業時アン
ケートを毎年実施しているほか、卒業生や雇用主へのアンケート調査を随時実施し
て「教育の成果・効果を検証するためのアンケート調査報告書」として公表してお
り、これらで把握された学生のニーズや社会からの要請等を、教育内容に反映させ
るための取組がなされている。

教育内容及び
方法

○文部科学省の大学院ＧＰに平成21年度採択された「医療系クラスターによる組織
的大学院教育」により、世界最高水準の生命科学者の養成を図るため、医療系５大
学院から選抜された学生に対し専門分野が異なる教育クラスターが双方向教育を
行っている。

教育内容及び
方法

○文部科学省の「大学生の就業力育成支援事業」に、平成22年度「自らの就業力向
上を促す巣立ちプログラム」が採択され、学生の就業力向上を図るため、４年一貫
のキャリア教育体系である巣立ちプログラムを総合科学部及び工学部において導入
している。

教育内容及び
方法

○平成24年度から文部科学省の「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整
備事業」（平成26年度まで）の「産業界等との連携による中国・四国地域人材育成
事業」（中国・四国地域の18大学・短期大学と産業界等との連携事業）に採択さ
れ、３テーマの目標を設定して取り組んでいる。

教育内容及び
方法

○文部科学省の「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」に、平成20年
度「既卒薬剤師のキャリアアップを目指した教育支援プログラム」が採択され、当
該事業で得られた経験が、平成24年度の文部科学省「大学間連携共同教育推進事
業」に採択された「四国の全薬学部の連携・共同による薬学教育改革」（平成28年
度まで）における地域薬剤師会等を含むステークホルダーとの協業に取り組む体制
の構築に活かされ、学部学生及び大学院生の教育に役立てられている。

奈良女子大学 大学評価・学位
授与機構

和歌山大学 大学評価・学位
授与機構

徳島大学 大学評価・学位
授与機構
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教育内容及び
方法

○文部科学省の「がんプロフェッショナル養成プラン」（平成19年度～23年度）と
「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」（平成24年度～28年度）により
チーム医療・リサーチマインドを身に付けた全人的高度がん専門医療人の養成を
行っている。

施設・設備及
び学生支援

○創成学習開発センターやｕラーニングセンターが、情報化推進センター及び評価
情報分析センターと協力し、工学部のｕキャンパス構想のサポート、e-learningの
確立、普及、ポータルサイトの提供、履修登録システムの提供のほか、教育研究者
用データベース等のサービスを提供し、当該大学のＩＣＴを利用した「教育と学習
に優しい環境」の基盤機能を果たしている。

教育の内部質
保証システム

○文部科学省の「戦略的大学連携支援事業」に平成20年度採択された「「四国地区
大学教職員能力開発ネットワーク」による大学教育力の向上」により、フォーラ
ム、研修会を開催するなど、四国地域の大学間連携によるＦＤ・ＳＤが行われてい
る。

教員及び教育
支援者

○教育面、研究面で評価の高い教員を表彰する優秀教員表彰制度を導入し、教員の
活動意欲を高める取組を進めている。

教員及び教育
支援者

○教員の教育・研究活動等について、毎年、教員自身による自己評価と学長による
評価の検証を実施し、その結果を教員の教育研究活動費の配分及び給与等に反映し
ている。

教育内容及び
方法

○予防教育科学センター、小学校英語教育センター及び教員教育国際協力センター
を設置して、学校教育に対する社会的ニーズに応える授業科目を学部及び大学院に
提供している。

教育内容及び
方法

○修士課程において、３年間で修士の学位と幼稚園、小学校、中学校の教員免許状
のいずれかが取得できる学校教員養成プログラムを設け、学生のニーズに応えてい
る。プログラム在籍者に対しては、長期履修学生支援センターを設置し、きめ細か
い就学支援を行っている。

施設・設備及
び学生支援

○児童図書室を設け、学生ボランティアが中心となって季節行事や、絵本の読み聞
かせなど、子育て支援や地域貢献活動に取り組み、活動が評価されて第42回「学校
図書館賞奨励賞」（全国学校図書館協議会）を平成24年度に受賞している。

教育研究組織
○全学共同の教育研究施設として、全学的な学術交流の拠点となる学融合推進セン
ターを設置し、学融合による学際的で先導的な学問分野の開拓に向けて活動してい
る。

教育内容及び
方法

○海外の大学・研究所等で学ぶ海外学生派遣事業、海外の大学・研究所等の研究
者・学生等と共同してセミナーを実施する海外総研大レクチャー、欧米諸国の若手
研究者が日本の研究機関等で研究交流を行うＪＳＰＳサマープログラムに併せて、
英語研修及び来訪した若手研究者とポスターセッションによる交流を行う国際コ
ミュニケーション（総研大レクチャー）等、教育の国際化を推進する取組を行って
いる。

教育内容及び
方法

○平成21年度文部科学省大学院ＧＰに「研究力と適性を磨くコース別教育プログラ
ム」が採択され、平成24年度以降も取組を継続している。

大学の目的
○社会情勢や時代の変化に対応するため、大学の目標の見直しを定期的に行ってい
る。

教員及び教育
支援者

○多様な経歴の教員で組織し、外国人教員割合がほぼ目標値に達している。

教員及び教育
支援者

○教員の教育及び研究活動等に関する業績評価を行い、評価結果を処遇に反映させ
ている。

教育内容及び
方法

○グローバル人材の育成を担う教育組織として先端領域基礎教育院を設置し、３部
門で計44の授業科目を開講している。

教育内容及び
方法

○全研究科全課程で英語のみによる学位取得を可能としている。

教育内容及び
方法

○平成19年度に文部科学省大学院ＧＰに採択された「グループワークによる知識創
造教育」の成果として、「言語表現技術」という新しい科目を平成20年度に正規科
目として設けている。また、「ナノマテリアル研究リーダーの組織的育成」におい
ては、「研究リーダーシップ講座」の開講や、「協業自立支援活動」、「協業問題
解決サブテーマ」、「協業主テーマ共同研究」等の実施を通じて研究リーダーの育
成を図った。

教育内容及び
方法

○平成20年度に開設された情報セキュリティコースは、平成19年度に文部科学省
「先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」の成果の一つである。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省「専門職大学院等における高度専門職業人養成教育推進
プログラム」に採択された「先端ソフトウェア工学による高度人材養成」における
取組の成果として、社会人コースに新たに先端ソフトウェア工学コースを開設し
た。

教育内容及び
方法

○平成21年度に文部科学省「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラ
ム」に採択された「実践的な人材育成のための医療サービスサイエンス教育プログ
ラム」においては、宮崎大学、順天堂大学と連携して、医療サービス特有の理論と
技術に関する講義科目の開発と提供、技術・サービス経営コースの医療サービスサ
イエンス分野の開設、学生に対する研究指導を実施している。

施設・設備及
び学生支援

○附属図書館は24時間365日開館しており、夜間利用者が利用者全体の22％を占めて
いる。

施設・設備及
び学生支援

○博士後期課程の学生が相談員を務める「なんでも相談室」を設置し、学生の視点
からの相談体制を整備しているほか、東京サテライトの社会人学生を対象にした
「出張学生相談室」を設置し、保健管理センターの教員が東京サテライトに出向
き、直接、学生の相談に対応している。

総合研究大学院
大学

大学評価・学位
授与機構

北陸先端科学技
術大学院大学

大学評価・学位
授与機構

徳島大学 大学評価・学位
授与機構

大学評価・学位
授与機構

鳴門教育大学
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施設・設備及
び学生支援

○大学独自の給付奨学制度や雇用型支援制度のほか、学外研修助成制度、キャリア
形成活動支援制度等の多様な経済的支援を行っている。また、協働教育等奨学金、
外国人留学生職業指導助成金制度等、留学生を対象とした経済的支援を行ってい
る。

教育の内部質
保証システム

○教育改革・改善ワーキンググループが、日常の教育への取組状況や学習成果につ
いて、全学的見地から点検を行い、教育の質の向上・改善に取り組んでいる。

財務基盤及び
管理運営

○国際交流業務に対応するため、英語能力に応じた語学研修を実施している。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省教育ＧＰに教育方法の工夫改善を主とする取組を目的と
する「地域に教育の場を拡大した包括的教育の取組」（平成22年度まで）が採択さ
れている。

教育内容及び
方法

○研究がより高度化している今日の医学教育・研究に対応するため、基礎医学・社
会医学の分野において、世界的に貢献する研究医の養成を目的とし、研究医養成
コースを設置し、２年次に連携大学からの学生を編入学させるとともに、医学科の
学生で希望する者には当コースを選択できる制度を平成24年度から実施している。

教育内容及び
方法

○医学科基礎医学教育課程では２年次に解剖学、生理学、生化学において、尐人数
グループによる討論型授業であるＴＢＬを実施している。

教育内容及び
方法

○医学科のシラバス（教育要項）は、履修科目の選択や履修計画の立案のみならず
学習の手引きとしても役立つよう学年別に分冊して編集、配付している。特に、一
般教育、基礎医学教育と、臨床医学教育の教育の特性に応じた内容、構成が工夫さ
れ、記載は詳細であり、教員・学生とも学習の手引きとして活用している。

財務基盤及び
管理運営

○他機関への派遣研修として、法人採用の職員を２年間派遣するなど、職員の資質
向上に努めている。

大学の目的
○大学の使命を、沖縄県の地理的・文化的特性を踏まえて設定し、地域に貢献でき
る人材の育成を重視している。

教育内容及び
方法

○テレビ会議システム等を利用した遠隔講義システムを、離島実習のカンファレン
スや、離島在住の学生への遠隔授業の実施等に有効に利用している。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省教育ＧＰに採択された「島嶼環境を活かして学ぶ保健看
護の教育実践」において開発した「島嶼モデル型臨地実習」を、支援期間終了後も
離島の実習地域を拡大して継続している。

教育内容及び
方法

○平成20年度に文部科学省大学院ＧＰに採択された「島嶼看護の高度実践指導者の
育成」の成果により、支援期間終了後は正規の教育課程として、博士前期課程及び
博士後期課程の先端保健看護分野に「島しょ保健看護」領域を開設し、継続してい
る。

教育内容及び
方法

○平成23年度に文部科学省「専門的看護師・薬剤師等医療人材養成事業」に採択さ
れた「島しょにおける『包括的専門看護師』の養成－教育カリキュラム開発による
看護の役割拡大－」において、平成24年度より新たに博士前期課程の「島しょ保健
看護」領域に「包括的専門看護」の教育課程を設置し、離島・へき地で活躍できる
「包括的専門看護師」の養成モデルづくりに取り組んでいる。

財務基盤及び
管理運営

○平成25年度の大学機関別認証評価に向けて作成された自己評価書において、自己
評価を適切に実施し、大学として更なる向上に向けて取り組む課題を的確に把握し
ている。

教育研究組織

○音楽学部琉球芸能専攻及び音楽芸術研究科舞台芸術専攻（琉球古典音楽専修、琉
球舞踊組踊専修）は、沖縄の伝統音楽、芸能を教育研究する専攻組織であり、「沖
縄固有の風土によって培われた個性的な芸術文化の継承と創造」及び「それらを担
う人材の育成」という建学の理念を具現化している。

教育内容及び
方法

○音楽学部及び音楽芸術研究科において、学内公開される専門実技試験の際に、各
試験官の個別講評と採点結果を明示し、客観性が担保されている。

学習成果
○平成22年度の包括外部監査の結果に関する報告書によれば、「世界無形文化遺産
「組踊」の若い伝承者の大半が県立芸大の出身者であるなど、芸大が輩出した人材
が芸術文化の継承・振興・発展に係る活動に数多く関わっている」とされている。

学修と教授
○社会の要請に応え、国際的にも評価される大学づくりのため、「教育研究活性化
推進プロジェクト」を発足させて、組織的に運営していることは評価できる。

学修と教授
○「みらい工房」や、「総合技術研究所」の下の耐震実験センター、地域防災研究
センター、エコ電力研究センターなどの附属施設がよく整備され、有効に活用され
ていることは高く評価できる。

学修と教授
○CDPなどキャリア支援のためのさまざまな先進的な取組みと社会の変化に対応した
人間科学部の創設によって、大学全体として志願者を増やしている点は評価でき
る。

北陸先端科学技
術大学院大学

大学評価・学位
授与機構

奈良県立医科大
学

大学評価・学位
授与機構

沖縄県立看護大
学

大学評価・学位
授与機構

沖縄県立芸術大
学

大学評価・学位
授与機構

愛知工業大学 日本高等教育評
価機構

金沢星稜大学 日本高等教育評
価機構
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学修と教授

○「専門ゼミナールin能登キャンパス」「就職合宿」「ほし☆たび」など、宿泊を
伴うユニークなキャリア教育プログラムによって、全国平均と比較して高い就職率
を挙げている点は高く評価できる。

学修と教授
○さまざまな学生の意見や要望を聞くために学長と学生との懇談会が年に数回開催
されており、その結果を授業改善・施設改善などに役立てていることは評価でき
る。

学修と教授
○「京都医療科学大学学友会」が学生の就職活動を積極的にサポートしている点
は、高く評価できる。

学修と教授
○SSL-VPNを導入し、自習教材の使用や学内データアクセスを可能とし、PACSの画像
をネットワーク上の端末から閲覧できるように構築されている点は高く評価でき
る。

学修と教授

○「専門科目1」は、地域性を生かした特色ある科目群であり、なかでもフィールド
ワークを主体とした演習科目として開設されている「京都プロジェクト」は、学生
が2年間継続して履修でき、クラス合同でのシンポジウムの開設や更には学外の研究
者も交えた研究発表が行われていることなど、高く評価できる。

学修と教授

○収蔵庫を備えた附属博物館やギャラリー棟1階の附属ギャラリー（アートスペース
嵯峨）、また「游意館（ゆういかん）」玄関ホールに増設されたギャラリースペー
スなど、大学そのものを展示スペースにするという「大学ミュージアム構想」は評
価できる。

経営・管理と
財務

○「事務局将来構想研究会」を実施するなど、職員研修の取組みは高く評価でき
る。

自己点検・評
価

○自己点検・評価委員会主催の学内討論会の開催、杉野朋飾大学との相互評価の実
施は、自己点検・評価に対する積極的な姿勢として高く評価できる。

くらしき作陽大
学

日本高等教育評
価機構

自己点検・評
価

○大学の自己点検・評価に基づくPDCAサイクルと、教職員個人の目標設定による
PDCAサイクルを融合し、制度化するとともに、自己点検・評価システムを有効に機
能させていることは高く評価できる。

神戸夙川学院大
学

日本高等教育評
価機構

経営・管理と
財務

○阪神淡路大震災の体験から、近隣大学との避難訓練、相互見学及び情報交換など
の実施、大学内の水リサイクルによる再生水を利用していることは評価できる。

埼玉医科大学 日本高等教育評
価機構 経営・管理と

財務

○学校法人の基本的運営方針などを教職員に周知するため、法人運営に関する最高
責任者である理事長の所信表明、「理事長講話」が毎年度「合同教授総会」で行わ
れ、またこの内容について、学内報により全学の教職員にも周知されていることは
評価できる。

使命・目的等
○大学創設以来、実践力（分析力、企画力、行動力など）と学術理論の修得の両面
を重視し、これを兼備えた人材を育成していることは、建学の精神、使命・目的の
実践として高く評価できる。

学修と教授
○入学者選抜において、AL入試（アクティブラーニング入試）、キャリア接続入試
といった特色ある入試を導入しており、積極的にアドミッションポリシーの具現化
を図っている点は評価できる。

学修と教授
○「学生生活に関するアンケート調査」を実施して大学生活全般にわたる調査を行
い、その調査結果を踏まえて、資格取得対策講座の開設、自習室の設置、学内での
弁当販売の開始などの具体的な支援を実現していることは高く評価できる。

経営・管理と
財務

○「コンプライアンスに関する基本規程」を定め、教職員の法令遵守、リスクマネ
ジメントや内部統制に係る意識の醸成と浸透を図り、更には建学の精神や法人の目
的・基本理念、将来ビジョン、中期経営方針とこれに基づく各部門の中期活動方針
及び教職員の行動規範をリーフレットにわかり易くまとめ、学内に配付している取
組みは評価できる。

経営・管理と
財務

○マネジメントの思想を普及するための人材養成を目的とした建学の精神に加え、
「法人の基本理念」「将来ビジョン（2020年の将来像）」を定め中期経営計画を策
定し、大学の使命・目的の実現に向け継続的な努力がなされていることは評価でき
る。

学修と教授
○全ての学科で「標準教育プログラムと教育課程編成」を作成し、学生便覧に記載
することにより、学生の体系的な学修を促している点は高く評価できる。

学修と教授
○「授業評価アンケート」及び「学習到達度評価アンケート」の実施及び分析並び
に「授業開発センター」による「研究授業」と「授業研究会」の取組みなど、大学
として組織的に教育方法の改善を図っている点は評価できる。

帝京科学大学 日本高等教育評
価機構 学修と教授

○教育課程編成方針、教育課程の体系的編成、教授方法の工夫・開発に関する「FD
委員会」の積極的な取組みは評価できる。

学修と教授
○「ポートフォリオ閲覧会」及び｢モノから社会を学ぶ－卒業生が制作した製品を通
じた就職支援－｣のための展覧会企画などは、大学独自の実践的な支援内容で高く評
価できる。

学修と教授
○学長オフィスアワーは、学生と学長が直接意見交換などができる制度として優れ
ており、高く評価できる。

学修と教授

○学部共通科目の中に大学独自の科目区分として「造形基礎科目」「ハイブリッド
科目」「サステナブルプロジェクト科目」を設け、芸術系の学生としての基礎力の
向上に活用するなど、教養教育を重視し、専門の組織を設けて必要な教育を行って
いる点は、高く評価できる。

学修と教授
○「学生自主創造センター(CS-Lab)」「コンピュータスタジオ」「コンピュータ管
理室」が有効に機能している点は、高く評価できる。

東京未来大学 日本高等教育評
価機構

学修と教授

○同一の学士力の育成を共通認識し、複数の授業が連関しながら学生に相互作用し
て学士力の向上を図っており、また未来祭などの学校行事を通して学士力向上を
図っていることは、教育内容・方法及び学修指導の改善への取組みとして評価でき
る。

大同大学 日本高等教育評
価機構

東京造形大学 日本高等教育評
価機構

日本高等教育評
価機構

京都嵯峨芸術大
学

日本高等教育評
価機構

産業能率大学

金沢星稜大学 日本高等教育評
価機構

京都医療科学大
学

日本高等教育評
価機構
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東北生活文化大
学

日本高等教育評
価機構

使命・目的等
○建学の精神、大学の基本理念と使命、教育方針、教職員の使命と役割を記述した
教職員必携のリーフレットを作成し、教職員に周知している点は、評価できる。

使命・目的等
○平成25(2013)年に「東北薬科大学病院」を開設したことは、私立の単科薬科大学
としては、薬剤師教育や臨床研究への展開を図る上で、極めて注目すべき取組みで
あり高く評価できる。

経営・管理と
財務

○東日本大震災における被害状況とその後の復旧に関する詳細な記録である「東日
本大震災の記録」は、今後の他大学などの防災危機管理の観点から、極めて貴重な
資料として高く評価できる。

学修と教授
○海外研修制度、研究奨励金制度、研究センター・研究所の設立などにより、教員
による教育研究を活性化させており、FDの積極的な取組みが教員の力量形成に貢献
していることは高く評価できる。

学修と教授
○教養教育が「優れたQOLサポーターの育成」の実現に呼応するものとして位置付け
られ、基礎的な学力や人間形成が専門教育に大きく影響するという認識のもとに整
備されていることは高く評価できる。

経営・管理と
財務

○将来計画に沿った事務局の目標を部署ごとに定め、定期的に進捗状況の確認を行
うほか、職員を対象にキャリア面接制度を設け、「目標管理シート」による個人目
標の設定と到達度評価を実施するなど、職員の目標に対する意思統一と資質向上を
図っている点は高く評価できる。

八戸工業大学 日本高等教育評
価機構 学修と教授

○「キャリアデザインI・Ⅱ・Ⅲ」は全学科必修科目でないにも関わらず、履修指導
の浸透により96%（平成25(2013)年度）の極めて高い履修率を保っている。担任制度
とも連動して高い就職率を維持する上で効果を発揮している点は高く評価できる。

学修と教授
○「禅仏教教育センター」「国際禅学研究所」「歴史博物館」といった附置施設を
設けるなど、臨済宗の仏教精神を基本理念とする大学の独自性を認識し、教育研究
のみならず、社会的役割を果たすよう努めている点は高く評価できる。

経営・管理と
財務

○平成23(2011)年度以降の消費収支比率100％超の状況を受け、予算執行について厳
格化する改善策を導入している点は評価できる。

自己点検・評
価

○平成6(1994)年以降、自己点検のためのデータブックである「自己点検基本資料
集」を毎年継続的に発行している点は評価できる。

身延山大学 日本高等教育評
価機構 使命・目的等

○日蓮宗檀林（だんりん）の伝統を受継ぎ、行学一致の教育が行われていること
は、私学の独自性という点から評価できる。

２．短期大学

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組

基準４　教育
内容・方法・
成果（４）成
果

○1999（平成11）年より、毎年卒業生の就職した近郊の医療施設を訪問し、教育担
当職員から貴短期大学の教育に対する意見・要望を聞き取り、教育内容にフィード
バックする試みを継続している点は評価できる。さらに、学習成果を正確に測るべ
く到達目標アンケート調査票を策定し、適切な成果を測定する指標を検討し、毎年
教育内容に反映されていることも評価できる。

基準８　社会
連携・社会貢
献

○教員の専門性を生かし、公開講座の開催のほか、看護職のための生涯学習支援と
して教育プログラムを開発し、「夜間看護サテライト」看護セミナー、「看護師の
ための生涯学習プログラム」、講義、演習、研究指導などの「看護研究支援プログ
ラム」や神奈川県立川崎高校福祉講座などを実施している。さらに、川崎市などの
教育機関、医療、福祉機関などと連携し、講演や研究支援も行っている。特に、地
域に潜在する看護職員の人材育成を実施し、市内で唯一の公的看護師養成機関とし
ての責務を果たしており、評価できる。

基準４　教育
内容・方法・
成果（４）成

果

○徹底した尐人数教育や、丁寧な履修指導といったきめ細やかな教育体制により、
留年、退学者の数は尐ない。貴短期大学では、卒業後の進路状況を学習成果の測定
指標として用いており、就職状況は堅調であり、また、多くの学生が東北、関東の
国公立大学に編入学しているなど、学習成果が十分に上がっていることは評価でき
る。

基準８　社会
連携・社会貢
献

○「いいで・米短こども大学」や「松川こども大学」、「松川小学校英語授業での
学生ＴＡボランティア」、「学生と商店街を繋ぐアットストリート」など、学生が
主体的に関わる取り組みを展開し、その活動は、地域活性学会研究大会で発表する
など、学生の学習意欲の向上につながっており、教員資格取得など、キャリア教育
に結びつく成果が得られている点は評価できる。

基準４　教育
内容・方法・
成果（３）教
育方法

○社会福祉学科の「オープンカレッジふれあい大学課程（ふれあい大学）」は、地
域に暮らす知的障がい者を招いて行われる体験型教育の実践であり、当該課程を構
成する「社会福祉学特殊講義Ⅲ」ほか２科目は、学生が知的障がい者を支援しなが
ら、人権の意味、社会権の意義などについてともに学び合うという教育方法に特色
があり、2010（平成22）、2011（平成23）年度の学生によるカリキュラムアンケー
トなどにおける評価が高いことから、教育方法の有効性も認められることは評価で
きる。

基準８　社会
連携・社会貢
献

○「ふれあい大学」の取り組みの一環として、学内に知的障がい者が働く「カフェ
樹林」を開設し、知的障がい者に社会参加の場を提供するとともに、学生の福祉体
験活動の場を設けている。また、知的障がい者の生涯学習の機会として、市民向け
の生涯学習講座「ＲＥＣコミュニティカレッジ」のなかに「知的障がいのある市民
のための福祉と教養講座（ともいき大学）」を開講していることは、貴短期大学部
の理念に沿った取り組みとして評価できる。

川崎市立看護短
期大学

大学基準協会

東北薬科大学 日本高等教育評
価機構

新潟医療福祉大
学

日本高等教育評
価機構

花園大学 日本高等教育評
価機構

大学基準協会山形県立米沢女
子短期大学

龍谷大学短期
大学部

大学基準協会
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基準９　管理
運営・財務
（１）管理運
営

○貴短期大学部は、併設大学と共用する長期計画のなかで、「2020年の龍谷大学
（将来像）」として目標を明確に掲げ、それをもとに、各主要課題について50を超
えるアクションプランを策定し、教職員間で共有している。2011（平成23）年度に
は、「管理運営体制の整備・強化対策」として、学内理事が法人と大学運営の両方
に責任を持って対応可能な体制などの整備がなされ、担当理事や担当部署からの報
告を踏まえて半年ごとにすべての進捗状況の検証を行いながら、教育職員と事務職
員が一体となって改善・改革を推進していることは評価できる。

作陽音楽短期大
学

日本高等教育評
価機構

自己点検・評
価

○短期大学の自己点検・評価に基づくPDCAサイクルと、教職員個人の目標設定によ
るPDCAサイクルを融合し、制度化するとともに、自己点検・評価システムを有効に
機能させていることは高く評価できる。

建学の精神
○初年次教育の中で理事長が講話を行い、在学生に対して建学の精神を説く機会を
設けている。

教育の効果

○学習成果の質的データの把握として、学生が在学当時から卒業後2年間まで継続し
て実施されるキャリアパスシステムは、教育の効果を学生自らが測定し、評価する
方法として活用され、学生の自己評価を基に学習意欲向上の動機付けとなってい
る。

教育課程
○「建学の礎」に明記された「理想を求め、明日の地域社会を拓く創造性豊かな人
間を育成する」の姿を反映した、当該短期大学に特徴的な「北海道論」を教養科目
として取り入れている。

人的資源

○専任事務職員の専門的知識の習得と人材育成意識の向上を図るため、全国的な大
学行政管理にかかわる学会への加入を勧め、年会費や会議への出席費用を短期大学
で負担し、また、費用の援助と就労義務の免除等を行う職員資格取得及び研修費援
助制度は、自己研鑽の推進と自ら学ぶという意識改革の効果をもたらしている。

技術的資源を
はじめとする
その他の教育
資源

○独立した情報教育センターを設け、そこに配置された3人の教員を中心に情報教育
の研究や情報設備に関する検討を行いながら、教職員はもとより学生の情報技術の
向上のために、情報技術に精通した事務職員等と連携・協働して、ソフトウェアの
操作方法や活用方法の紹介や情報機器利用に関する運用を日常的にサポートしてい
る。

理事長のリー
ダーシップ

○理事長は毎年の経営基本方針の策定に際して、学内の教職員の意見を聴取し、そ
の上で強力なリーダーシップを発揮している。

教育課程

○キャリア開発総合学科は、実際に就職につながる多様な多数の科目を準備してい
る。ユニットの組み合わせで幅を広げ、多数の資格取得、受験資格取得が可能と
なっている。また、受験支援の科目も配置され、それらが有機的に結び付いて、学
生の様々なニーズに応えている。

学生支援
○地域に根ざした公開講座、地元自治体との連携事業、教職員及び学生のボラン
ティア活動等にみられるように、多くの交流活動が盛んに行われ、それを通じて人
間力を養い、コミュニケーション能力の向上につながっている。

学生支援
○各学科・専攻課程において、それぞれの特性や専門性に応じた学習成果の獲得に
向けて、授業・実習等実践的な取り組みを通して、履修カルテ、ゼミ担当指導者に
よるボランティア活動等の手厚い指導が展開されている。

物的資源
○食堂・売店・学生ホール・合宿施設等を設置しており、アメニティは充実してい
る。また、食料の備蓄とトイレの一部を断水時でも室内プールの水を利用して使用
可能な設備にしており、近隣の住民の避難所としての高い機能を有している。

財的資源

○平成17年度の改組以来、安定的な財務内容を維持しており、その間も多額の施設
設備の改善等により、教育環境の充実を進めてきた。当面学生確保には相当の困難
が予想されるが、計画的な支出と経費削減に努め、安定経営を維持することは可能
である。

建学の精神
○建学の精神である愛と奉仕の精神は、学内及び卒業生や地域社会に半世紀以上受
け継がれ、必修科目の福祉学及びボランティア活動によって具現化されている。

建学の精神

○建学の精神が、学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者受け入れの
方針の中で具体化されている。とりわけ、学生には「聖母アワー」（学生の集会で
の講話）、ウェブサイト、学内掲示、保護者会、行事等において周知されている。
教職員に対しては、新学期初めに学長から説明され、その後も教授会や委員会活動
を通して周知徹底が図られている。

教育の効果

○平成24年に文部科学省の国公私立大学を通じた大学教育改革の支援において採択
された、産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業の「産官学連携に
よる地域・社会の未来を拓く人材の育成」及び大学間連携共同教育推進事業の「学
士力養成のための共通基盤システムを活用した主体的学びの促進」を基に、地域に
根ざした高等教育機関としてのニーズに応える新たな教育目標を設定・検討してい
る。

教育課程

○文部科学省の大学間連携共同教育推進事業（平成24年度）に採択され、入学前・
初年次教育の学力担保を目的とするプロジェクトである「学士力養成のための共通
基盤システムを活用した主体的学びの促進」に、千歳科学技術大学、山梨大学、愛
媛大学、佐賀大学等と連携しながら取り組んでいる。当該短期大学は、このプロ
ジェクトに参加する唯一の短期大学である。

学生支援
○「Big＆Little Sister制度」という上級生による下級生支援が整備され、短期大
学の伝統や精神、学生事業の継承が行われている。

学生支援

○学習成果の獲得に向けての教育支援及び進路支援に力を注いでいる。プレイスメ
ントテスト（基礎学力判定試験）、PROG（社会人として活躍できる能力を評価・育
成するためのプログラム）、R-CAP（自己分析・キャリア支援プログラム）、BCSA
（ビジネス・コミュニケーション・スキル診断）等、評価尺度が明確な試験を実施
することで学習支援の在り方を検討し、入学から卒業までの学習成果を査定してい
る。キャリアカウンセラー資格（CDA）を持つキャリア相談員を置いて進路支援に力
を注いでいる。

龍谷大学短期
大学部

大学基準協会

札幌国際大学短
期大学部

短期大学基準協
会

聖和学園短期大
学

短期大学基準協
会

桜の聖母短期大
学

短期大学基準協
会
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人的資源
○学生の教育を第一に考え、社会貢献に学生を参加させることが教育活動につなが
るという教育実践としての社会貢献に取り組み、成果をあげている。

物的資源
○東日本大震災の経験を踏まえ、既存の危機管理委員会を危機管理部へと発展さ
せ、自然災害のみならず様々な危機を想定した学生への啓蒙も行い、学生の安全を
積極的に守ろうとしている。

理事長のリー
ダーシップ

○理事長は、志願者の幅広いニーズに応えるとともに短期大学の活性化を目指し
て、平成24年度より学科再編を行い、英語学科と生活科学科福祉こども専攻ライフ
デザインコースを募集停止して、キャリア教養学科を新設することに大きく貢献し
た。

建学の精神

○建学の精神「明敏謙譲」を基に四つの人間像を掲げ、教育理念としている。「明
敏謙譲」は日頃学生の目に触れる学内の主要な場所に掲示され、学生便覧、シラバ
ス、ウェブサイトや学校案内等に明示されている。「明敏謙譲」は創立以来大切に
受け継がれ、その解釈は時代とともに変化しているが、あらゆる機会を捉え、学生
への説明・周知徹底が図られている。

教育の効果

○「学習成果評価指標と到達目標」を作成し、全学共通項目について建学の精神、
教育理念に基づき、また各学科・専攻の項目は教育方針、教育目標に基づいて評価
指標を定めた。それを各科目と関連付け、カリキュラムマップを作成し、学習成果
の査定を実施している。

教育課程

○学習成果を焦点とする八つのアセスメントを実施している。すなわち、GPA、教員
が評価する学習成果結果、学生の学習成果自己評価結果、学生生活満足度調査、学
生授業評価、卒業生に対するアンケート調査、就職先からの聞き取り調査、外部評
価の八つであり、詳細なカリキュラムマップと合わせて、綿密な分析を行ってい
る。

学生支援
○教員は自分が担当している授業科目について、「授業実施報告書」を作成してい
る。授業の進行がどうであったか、どのような改善が次年度には可能であるのかを
記すもので、学習成果の獲得に向けてより良い授業を目指す、優れた試みである。

学生支援

○キャリア教育プログラムの一環として、キャリアシートが作成されている。学生
が自己を見つめつつ、自己理解を深め、将来を見据えるのに有効であるのみなら
ず、教員がシート情報を共有できる体制を作っているため、教員が学生を理解する
のにも役立ち、学生一人一人の進路指導に生かされている。

建学の精神

○建学の精神を1年生全員を対象とした新入生オリエンテーションにおける「敬天愛
人」講座で説明するとともに、振り返りシートを書かせるなどで理解を深め、また
「野の花」（建学の精神「敬天愛人」講話集）を1年生全員に配布するなど、周知方
法の工夫を行っている。また職員に対しても「互礼会」などの機会を通じて建学の
精神を絶えず確認している。

自己点検・評
価

○自己点検・評価において得られた認識・課題を次の改善に結び付けるために、各
委員会が改善計画を策定し、年度末に達成度の評価を行うなど、自己点検・評価に
全学で取り組み、実施する体制が整備されている。

教育課程

○教育課程編成・実施の方針にも明記されている、尐人数のクラス編成のみなら
ず、毎週水曜日にクラスアワーを設けて担任及び学生が話し合いを持つことで、ク
ラスごとの帰属意識を高め、お互いのコミュニケーションや他者を思いやる心の育
成などを効果的に高めている。

教育課程
○推薦入学試験の志願条件として、「欠席日数が12日以内であること」等を設けて
いることが入学後の授業参加への姿勢につながり、当該短期大学における授業欠席
率及び退学率の低さに表れている。

学生支援

○県外の施設を利用した学外オリエンテーションを行い、そこで上級生のチュー
ターを中心にガイダンスを行い、学生の中に一体感や仲間意識、身近な目標や具体
的な学生生活のイメージを抱かせることができ、スムーズに学生生活に適応できる
ようにしている。

学生支援

○学習成果の達成に向けた一つの指導方針として、個々の学生の授業欠席数の管理
を徹底しており、科目ごとに欠席数が2回に達した学生については「授業欠席者報告
書」を教務係に提出するとともに、その報告書を基に教務係とクラス担任が当該学
生に対して出席を促すなどの指導を随時行っている。

学生支援

○基礎学力不足の学生対策、あるいは能力の高い学生の更なる向上という両面から
アプローチできる手法として、尐数科目ではあるが、入学前の3月末に行われる事前
説明会において入学前試験等を実施しており、その結果を基にピアノや英語、国語
などの科目に関しては能力別の特別クラス編成をするとともに、クラスごとの目標
を立てきめ細かい学習支援に努めている。

人的資源

○研究の充実と奨励を図るため、「学校法人千葉敬愛学園プロジェクト補助金交付
規程」を整備し、年度単位の特別枠として、個人研究費に加え、個人あるいは共同
研究者が自発的に計画する多様な学術研究に対する支援として研究助成費（「プロ
ジェクト補助金」）を設け、研究活動を奨励している。

ガバナンス
○常任監事が置かれ、財産及び業務について適切な監査を行い、常務理事会へ報告
している。

建学の精神

○「実践入門セミナー」に学長講話を設け、学園の前身「実践女学校」の設立に至
るまでの下田歌子氏の業績と建学の精神について講義するなど、授業を通して学生
への浸透を図っている。また、実践女学校創立時の女子教育に懸ける精神を継承し
つつ、学園第2世紀の教育理念「品格高雅にして自立自営し得る女性の育成」を推進
すべく、短期大学教育研究センターを設置して「実践スタンダード科目」を開設し
ている。さらに、平成23年に下田歌子研究所を設立し、様々な角度から調査・研究
を進めるとともに、その成果を冊子『うた子だより』や講演会などで公表してい
る。

実践女子短期大
学

短期大学基準協
会

桜の聖母短期大
学

短期大学基準協
会

昭和学院短期大
学

短期大学基準協
会

千葉敬愛短期大
学

短期大学基準協
会
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教育の効果

○建学の精神を土台に各学科の教育目的・目標に基づいて、様々な検定資格を含む
学習成果を具体的に明示し、測定するとともに、その成果を定期的に点検してお
り、学習成果の獲得に関してはウェブ上での履修登録やe-learningなど、インター
ネットの有効活用により、学生の利便性に配慮している。

学生支援

○学園独自の奨学金が充実しており、保健室には常駐の看護師のほか、月に一度学
校医が来学して学生の相談に応じている。また、現在は在籍していないが、「さく
らサポートカード」と称する障がいのある学生に対するサポート体制も整備されて
いる。

人的資源

○専任教員の研究活動の助成として、「実践女子大学・実践女子短期大学研究費内
規」に規定された一律の個人研究費が毎年支給されるほか、種々の規程等が整備さ
れ、海外での長期研修や研究発表を含めた研究活動を支援する体制が構築されてい
る。さらに、平成23年度に「実践女子学園プロジェクト研究所」を新設し、主に学
生の教育・支援への還元を目的として、学校法人内外の組織及び個人で編成された
チームによってプロジェクト研究に取り組むことができる研究助成制度を立ち上げ
た。

物的資源

○授業用教育機器・備品については、学生による授業評価アンケートに基づく教員
アンケート等の結果を踏まえ、教員等の要望に沿う購入体制が整備されている。ま
た、図書館では「学生選書ツアー」等、学生が主体的に学べるよう学生参画型の運
営及び学科の特性に合う蔵書構成に配慮する体制が整えられており、物的資源の管
理運営体制に工夫がなされている。

理事長のリー
ダーシップ

○理事長は常任理事会、理事協議会、部長会及び学長・学部長連絡会並びに役員候
補者推薦会議などの各種会議を活性化させ、健全で効率的な学校法人運営の確立に
取り組んでいる。また、食物栄養学科の学生募集停止、併設大学の学科・専攻の新
設等改組転換を計画的に推進し、学校法人全体の収支バランスを確保し経営基盤を
確立するため、経営改革・改善に当たっている。

建学の精神

○創立者の建学の精神「マネジメントの思想と理念をきわめ、これを実践の場に移
しうる能力を涵養し、もって全人類に幸福と繁栄をもたらす人材を育成する」の
下、マネジメントの思想と理念が体系化されるとともに、教育目的、三つの方針、
教育課程において具現化され、入学案内、学生便覧、ウェブサイトにより学内外に
明示されている。また、教職員及び兼任教員に対しても当該短期大学が目指す教
育、今後の方針が明確に示されており、教職員の意思統一に役立てられている。さ
らに、三つの方針が社会的な要請に応じたものとなるよう、自己点検・評価活動を
通して定期的に点検・確認されている。

教育課程

○到達目標（学習・教育目標）に掲げる四つの能力を達成するためにカリキュラム
マップを作成し、到達目標の四つの能力と、具体的な学習目標、授業科目及び授業
科目の学習目標の関係を明示し、体系化がなされている。これらは、学生が学習目
標を達成する上で科目選択を容易にするとともに、教員が学生の学習成果を測定
し、学位授与の方針で示すレベルに達したかの判定に役立っている。

教育課程

○学習成果を測定するため量的・質的なデータを多様な軸（到達目標ごとのGPA、基
本技能到達度テスト、就職先企業調査、卒業生調査、卒業時学生調査等）から収集
している。量的データとしてのGPAを公平かつ厳格に適用するために成績評価ガイド
ラインを設定し、質的データとして、卒業レポート（「就業体験と私のキャリア」
及び「実務学習の成果と課題」）から学生自身が到達目標（学習・教育目標）に対
する学習成果を評価する方法を開発するなど、工夫がなされている。

学生支援

○アカデミックアドバイザー制度により、学生一人ひとりの入学後から卒業までの
継続的な学習支援とキャリア支援を教員が分担し行っている。また支援の中から得
られた情報は、教職員間で共有を図り、更なる学習支援、キャリア支援、学生生活
支援に役立てるなど、きめ細かい配慮がなされている。

学生支援

○在学中のキャリア支援にとどまらず卒業後3年までのキャリア支援を「卒後プラス
3」支援制度として整備し、大変手厚い支援体制を取っている。その成果として多く
の卒業生が当該短期大学を訪れるようになり、社会での経験を後輩や教職員に伝え
るよい機会となっている。

人的資源
○委員会組織に加え、FDセンターを設け、積極的に教育活動改善を図っている。授
業科目の改善や、研究助成制度を活用した新設科目の設計を共同研究で進めるな
ど、FD活動の全学的な推進に大きな役割を果たしている。

人的資源

○平成15年にプライバシーマーク（一般財団法人日本情報経済社会推進協会）を取
得し、その後も2年に1度の更新認定を受けるとともに、教職員全員による研修も
行っている。多くの学生情報を扱う教育機関において個人情報の保護は重要な課題
であり、それに対し公的機関による適格性認証を受け、継続的な維持に努めるなど
組織的な情報保護に取り組んでいる。

建学の精神

○建学の精神を学習する正規科目として「共生論」、「宗教」を必修科目とし、全
ての学生が履修するようにしている。特に、「共生論」では単なる理論を学ぶだけ
でなく、全学生が地域ボランティアを行っている。学生が地域ボランティアを円滑
に行うために、ボランティアセンターを設置し専任の職員を配置している。

教育の効果

○学習成果・評価科目は総平均のGPAを算出するだけでなく、到達目標につながる科
目群ごとに平均値を算出している。その結果をアセスメントし授業改善に結び付け
ている。学習成果の数値結果を検討し改善策を考える際に、全教員会に兼任講師も
交えて意見交換を行っている。

学生支援
○代表的な演習科目を尐人数のゼミ形式で行い、入学から卒業まで学生支援の効果
をあげている。

理事長のリー
ダーシップ

○理事長は、建学の精神の継承と「福祉の淑徳」を標榜する教育の拠点として「淑
徳アーカイブズ」を開設するとともに、短期大学の発展等の改革にリーダーシップ
を発揮している。

自由が丘産能短
期大学

短期大学基準協
会

実践女子短期大
学

短期大学基準協
会

淑徳短期大学 短期大学基準協
会
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学長のリー
ダーシップ

○学長は学内運営と法人との交渉においてリーダーシップを発揮するとともに、自
ら授業科目を担当することを通し、教育課程の編成、学生支援、教育目的の設定に
おいてその方向付けを行っている。

学生支援
○図書館では購入予算の増額、購入図書の選定方法見直し、新着図書の案内や閲覧
コーナーの模様替え、授業担当者から学生への図書館利用促進の指導などが行われ
た。その結果、利用者数が増加し、改革・改善の成果が顕著である。

学生支援
○学生食堂がないことの対策として始めたTeikyo Junior College（TJC）チケット
制度は、学生に一定額の金券を配布し、近隣の商店で使用できる制度であり、地域
の商店と大学との交流を活発化させ、その良好な関係構築に役立っている。

財的資源
○ここ数年、収容定員充足率は100パーセントを超えており、相応の財務体質が維持
されている。自己資本比率は極めて高く安定しており、財務状況は健全である。

建学の精神

○新入生に対して建学の精神を理解させるために新たに設置された科目「藤村トヨ
の教育」は、授業を通して大学の基本理念・使命・目的が体得できるように工夫さ
れており、導入教育として有意義な科目である。その内容も講義のみならず、学外
実習により体験や実践を通して学ぶ魅力ある科目となっている。

学生支援

○教員による「シラバスに基づく授業展開実施報告書」、「授業評価報告」、
「ティーチングポートフォリオ」の作成は、学生の評価を重視するとともに、自己
点検・評価、さらには教務委員会での検討や教授会における問題の周知や協議へと
結び付き、全学的な授業改善の取り組みとなっている。

学生支援
○医事相談・リハビリ支援・カウンセリング等に、医師・理学療法士・臨床心理
士・看護師が配置されている。これに加えて、女子大学の配慮として、女性医師に
よる診察・相談ができる体制も整っている。

学生支援
○匿名で投書ができる学生相談箱（意見箱）が、学内に3箇所、学生寮に1箇所設置
され、学生の人間関係に関する悩みに対応している。

物的資源

○地域の災害時一時避難場所として指定を受けていることから、災害を想定した避
難訓練が、全学生・教職員だけではなく近隣住民も含め組織的に実施されており、
災害に対する意識が高く、地域に根差した短期大学としてその役割を果たしてい
る。

物的資源
○地球環境保全に向けて、太陽光発電装置を設置し、また、様々な地道な取り組み
によって省エネルギーに努めている。とりわけ教職員によって編成されたエコ隊の
活動は、学内関係者の意識の高揚にも大きくつながっている。

教育の効果
○「自己評価ノート」の導入は、学生自らの主体的な反省に基づく、学生の目から
見た教育目標・目的の到達度の確認及び課題の自覚を促すことにつながっている。

教育課程
○留学支援や国際交流・国際感覚の研鑽を視野に入れた海外研修旅行、外国人演奏
家によるコンサートや特別講座、公開レッスン等、様々な形で、海外との関わりを
教育活動の中に組み込んでいる。

学生支援

○学生会・自治会役員と学生･安全対策委員会担当教員との間での「ランチミーティ
ング」や芸術科演劇専攻、専攻科演劇専攻の全学生と専任教員が参加する「全体集
会」の実施といった、学生の意見、要望を直接聞くことができる場を設定してい
る。

物的資源
○東日本大震災以後、防災用品、非常用食糧等の備蓄の充実に努めるとともに、平
成24年9月より「緊急時安否確認システム」を導入し、全教職員、全学生の登録を義
務付けている。

建学の精神
○学生に対しては入学時から建学の精神、教育理念を周知する教育課程を組んでい
る。教員には教授会や学科会の場を通じて、また理事長から学園集会で教職員に建
学の精神を周知させている。

教育課程
○学生の意欲的な学びを支援するシステム「新渡戸フォリオ」、学習成果の査定と
して学校独自の「新渡戸検定」を策定し、平成25年度から本格的に実施している。

教育課程

○生活学科では、教員の授業風景（動画）と授業内容（パワーポイント資料）をパ
ソコンに取り込み、短期大学のウェブサイトを利用し、授業に欠席した学生が自主
学習できる取り組みを始めており、学生の学習支援のための環境整備に配慮してい
る。

教育課程
○臨床検査学科はきめ細やかな指導を行い、国家試験合格率が平成23、24年度とも
に新卒者100パーセントを達成している。

学生支援
○第2カフェテリアは食物栄養専攻卒業生が栄養調理業務に当たり、栄養士の卒後教
育も兼ね、学園直営で運営している。全学生のための食育教育にも期待できる。

人的資源

○両学科で前期・後期に公開授業週間を設け、全科目について公開授業への参観を
行っている。その際のコメントや学生の授業アンケートの集計結果を基に学科ごと
（生活学科では専攻ごと）に内容を検討し、授業内容や方法の改善に努め教員の資
質向上を図っている。

物的資源
○9月第4火曜日を「新渡戸文化学園防災の日」と定め、全学生及び教職員が参加
し、法人本部、本部校舎（全学校）及び臨検校舎との連携を含めた全体防災避難訓
練を実施している。

教育の効果
○建学の精神の土台であるキリスト教教育を教育課程や行事において展開し、教養
教育や人間教育のバックボーンとして十分活用し、成果をあげている。

教育課程
○教育課程に人格形成を重視する教育理念を反映させるため、教育課程編成におい
て、特に教養教育に関する開講科目の設定が豊富であり、学生の受講選択の幅を広
げている。

学生支援

○アドバイザー制度を軸に学生支援を展開しており、就職支援についても学生との
密接な関わりを重視している。また、歴史的な価値を持つ伝統的キリスト教関連の
宗教施設を学生の教育環境としてのみならず、定期的に開催している保護者の会の
場としても提供し、日常の教育実践についての意見を聴取することに努めるなど、
恵まれた宗教教育の環境を最大限に活用しながら学生教育の充実を図っている。

立教女学院短期
大学

短期大学基準協
会

桐朊学園芸術短
期大学

短期大学基準協
会

新渡戸文化短期
大学

短期大学基準協
会

淑徳短期大学 短期大学基準協
会

帝京短期大学 短期大学基準協
会

東京女子体育短
期大学

短期大学基準協
会

27

http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/9_h25_teikyo.pdf
http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/10_h25_tokyojoshitaiiku.pdf
http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/11_h25_tohogakuengeijutsu.pdf
http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/12_h25_nitobebunka.pdf
http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/13_h25__rikkyojogakuin.pdf


物的資源
○聖マーガレット礼拝堂、聖マリア礼拝堂等の歴史的な価値を持つ伝統的なキリス
ト教関連施設に加え、緑の樹木に囲まれたキャンパスは美化に努め整備されてお
り、教育環境として非常に充実している。

建学の精神

○建学の精神や学園創立の由来について、教育課程の中心である「現代文明論」と
いう全学生必修科目において、学長が講演するなど、単なる標語にとどまらぬよう
大学教育の基盤・誇りとして、学生たちへ浸透・定着するよう実直かつ組織的な取
り組みが行われている。

教育課程

○教育課程は、学位授与の方針や教育課程編成・実施の方針に基づき体系的に編成
され、短期大学設置基準、保健師助産師看護師学校養成所指定規則にのっとった科
目構成となっている。建学の精神を根幹に据え、基礎教育科目と専門教育科目が段
階的に学習できるように編成され、学習成果として四つの能力が明示されている。
演習・実習は、尐人数制の指導体制で個々の学生を尊重した教育が展開・実践さ
れ、看護実践能力の獲得に資するものである。

教育課程
○学習成果はGPA制度を導入している。GPA分布表を教員・学生・保護者に提示し、
教員は授業活動に生かし、学生は学習意欲の向上へと教育の質保証に努めている。

学生支援

○指導教員制度を取り入れ、1学年を2クラスに分け、学生40人に対して2人の教員が
年2回程度の個人面接（教員2人で1人の学生）を行い、また、「指導教員マニュア
ル」に基づき学習・進学・就職等の助言、指導、日常生活、友人関係、看護学実習
での悩みや問題が起きた時等、様々な相談に応じるなど、3年間継続して学習・生活
指導を実践している。

人的資源

○総合看護研究施設を設置し、研究活動の支援、教員の能力向上を図り、「東海大
学医療技術短期大学総合看護研究施設論文集」による専任教員の研究成果の公表等
を行っている。これは地域の住民、看護職にも役立つものである。この研究施設に
加え、研究時間や場所の確保といった環境整備、東海大学看護研究会（東海大学医
学部付属4病院と東海大学健康科学部看護学科に在籍する看護職・教職員とで組織）
における活動等で研究活動の活性化を図っている。

教育の効果

○大学要覧としてファクトブックが発行され、教育活動の成果及び財務状況が学内
外に広く告知されている。ファクトブックは、当該年度に大学・短期大学が行った
活動の成果を様々なデータで示し要領良くまとめられている。当該短期大学の実績
を分かりやすく広報するために、良いデータ集となっている。

教育の効果

○コンピュータネットワークを利用した教学支援システムN-COMPASSによって、学生
が随時自らの学習状況や成績を確認できる。教員の側からも学生個人の状況を把握
しやすく、学生指導の点からも利便性が高い。シラバスの確認や学習・就職指導
等、様々な場面で双方向の情報伝達が容易になっている。

教育課程

○卒業生が勤務している企業、事業所、保育所等を対象とした、「卒業生の就労実
態等に関するアンケート調査」を定期的に行っている。卒業生の能力評価等の分析
を綿密に行い、専門科目の増設や就業力強化に向けた新規科目の設置等、学生の能
力向上のために教育課程の改善に利用している。

学生支援
○学生全員にノートパソコンが貸与され、学内無線LANの環境が整備されている。N-
COMPASS、e-learningシステム等の情報システムが構築され、各種情報の提供や学生
指導、教育に活用されている。

人的資源
○SD活動の充実のため、SD研究会規約を整備し、積極的なSD活動を行っている。学
内研修に加え、高等教育コンソーシアムにいがた主催の合同SD研修会への参加、他
大学との職員相互派遣・研修等、学外との連携を図った意欲的なSD活動である。

財的資源

○「短期大学部学生募集戦略検討タスクフォース」を立ち上げ、平成22年7月から平
成24年3月までの活動の中で、SWOT分析による弱み・強みの分析・把握を行い、競合
する短期大学・専門学校等の状況、新潟県の人口の動態等を詳細に分析した。ま
た、新潟県内の高等学校との関係強化に努め、的確なニーズ把握とそれに基づいた
情報提供を行うことにより、学生募集活動に成果をあげた。タスクフォース終了後
もそのノウハウは既存の組織に引き継がれている。

ガバナンス
○評議員会は、理事定数の2倍を超える数の評議員をもって組織され、教職員、卒業
生、学識経験者の他、在学生の保護者も選任されており、保護者の意見が学園の運
営に反映される環境である。

建学の精神

○平成18年度の第三者評価で指摘された、「建学の精神を語るのにいくつかの表現
がみられる」という課題については、表現を統一し改善されている。また、平成15
年度文部科学省の「特色ある大学教育支援プログラム」（特色GP）に選定・採択さ
れた「新潟中央短大ミュージカル」を継続して実施しており、学生の実務教育のみ
ならず、人格形成にも役立っている。

教育の効果
○卒業生などによる外部評価、離職状況についてのアンケート調査、相互評価など
も実施しており、教育の効果の検証に取り組んでいる。

自己点検・評
価

○平成24年度に帝京学園短期大学と相互評価を実施しており、教育の向上・充実の
ためのPDCAサイクルのあり方や学習成果を焦点とする査定の手法などについて課題
を抽出するとともに、対策について取り組みを開始している。

教育課程
○学習成果を4分類（知識・技法・態度・実践）及びそれを細分化した27項目とし
て、具体的に明示している。また、学生の個人カルテを作成し、担当教員と学生双
方が学習状況を確認できるよう工夫している。

学生支援
○学習支援のために、教養基礎演習を設け、学年ごとに2人の担任を配置し、学習・
生活面のきめ細かい連携指導に当たっている。

教育の効果

○学習成果を量的・質的データとして測定する仕組みとして、学科ごとに学習評価
シートを活用している。学生は各期の学習成果を振り返り、次期の学習目標の設定
ができる。教員は学習評価シートに基づく面談において、きめ細かな指導方針を立
てることができ、学生の主体的な取り組みと飛躍的な成長が期待される。

金城大学短期大
学部

短期大学基準協
会

新潟中央短期大
学

短期大学基準協
会

立教女学院短期
大学

短期大学基準協
会

東海大学医療技
術短期大学

短期大学基準協
会

新潟青陵大学短
期大学部

短期大学基準協
会
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人的資源

○専任教員の教員個人調書と教育研究業績書は、学長に提出され、教育、研究、校
務、社会活動の4分野を記述した教員の自己評価シートを基に学長、法人本部長と面
談を行い、様々な課題・問題の改善のための建設的なコミュニケーションが図られ
ている。

物的資源
○平成24年度の私立大学教育研究活性化設備整備事業で選定を受けた「アクティブ
ラーニング設備による遊学精神の深化」によって機材を充実させ、学生のグループ
学習による主体的な学びの活性化を図っている。

建学の精神

○建学の精神については全教職員を対象とする研修会が実施されている。「人間と
仏教Ⅱ」の授業の一部として実施されるアッセンブリアワーの中に盛り込んだり、
建学の精神を表現した石碑やモニュメントを目立つ場所に複数設置しており、常に
建学の精神が意識されるように工夫されている。

教育の効果

○生活科学学科では卒業制作又は卒業研究を必修としており、学習成果を振り返る
ために活用されている。幼児教育学科では「保育・教職実践演習振り返りシート」
を効果的に活用して、学生の将来に向けた課題を常に明確化できるようにしてい
る。

教育課程
○カリキュラムマップを作成し、学生個々に2年間の学習に対する道筋が理解されや
すいよう工夫がなされている。また、「eポートフォリオ」を活用して学生に自己評
価させ、今後に向けた考察ができるシステムを作成している。

学生支援
○クラスアドバイザーだけでなく、他の教職員もリアルタイムに情報共有できる電
子システム「学生カルテ」により、学生一人一人の履修状況や単位修得状況、就職
活動等の情報を共通認識し、学生指導を行っている。

人的資源
○授業及び学習支援のため、情報メディア教育支援室にスタッフ3人、各学科にス
タッフ1人ずつを配置し、授業時間外における学生への手厚いサポートを実施してい
る。

建学の精神

○各種印刷物や「正義神の銅像」、構内の各種モニュメント等により、学生や教職
員が日常的に建学の精神と出会い、触れられるように工夫されている。また、建学
の精神の継承を目的とした「木犀の会」等の各種行事の場において、定期的に建学
の精神を確認し学内共有を図るなど、その精神を浸透させる多彩な方策を講じてい
る。

教育の効果

○卒業生アンケートにおける質問内容は、学位授与の方針である「ディプロマ・ポ
リシー（卒業までに身につけさせたい能力）」に対応した授業科目カテゴリーにつ
いての効果を問うものとなっており、その効果が拡大教授会において確認され、教
員間で課題が共有されるとともに、授業改善に生かされている。

教育課程

○学生にとって、「ディプロマ・ポリシー（卒業までに身につけさせたい能
力）」、「カリキュラム・ポリシー（教育課程編成の考え）」及び科・コースごと
の履修方法を説明した表の三つを合わせてみることにより、各授業科目と学位授与
の方針と教育課程編成・実施の方針の関連性が明確になるようになっている。

教育課程

○建学の精神、教育理念に基づき、地域に根差す高等教育機関として、日常作法を
学びボランティア活動を行う「社会体験講座Ⅰ」、専門的学習を進める際の基礎的
能力を継続的に養う「特別演習Ⅰ・特別演習Ⅱ」など、地域志向の独自の授業科目
（全科共通の卒業要件科目）が設けられている。

教育課程

○入学試験において独自に行われている「自己表現文試験」は、受験生の自己表現
力や基礎的学力を確認する上で有効な取り組みであり、併せて、採点作業の中で教
員が入学生を理解すると同時に、当該短期大学の定める三つの方針を教員がその都
度確認し、共有するためにも役立っている。

学生支援

○基礎学力や基礎技能が不足する学生に対する個別支援に加え、食物栄養科では
「栄養士実力認定試験」や「製菓衛生師試験」に向けた対策講座、保育科では「実
力養成試験」などを行い、学習成果の獲得に向けて支援する体制が整備されてい
る。また、学生の意欲的な取り組みに対する経済的支援「山梨学院学生チャレンジ
制度」や、進学希望者に対する課外勉強会など学習意欲の高い学生のやる気を更に
喚起する体制も整っている。

物的資源
○短期大学単独では設置し難い施設設備が、大学・大学院も有する総合的な学校法
人の強みを生かし、共用施設として整備され、効率的、効果的に運用されている。

物的資源

○学生支援策として、児童養護施設入所児の自立を支援する「山梨学院短期大学長
期自立支援制度（学生支援ポラーノ）」という特色ある取り組みが展開されてお
り、入学した自立支援対象学生に対する「自立援助奨学金」も含め、入学前から卒
業後の自立に至るまでを視野に入れた支援を行っている。

財的資源

○平成19年度には志願者の多い保育科の定員増を、平成22年度には「フルーツ王国
山梨」を担う人材を養成するフードクリエイトコースを食物栄養科に新設し、地域
のニーズへの対応とあわせて経営基盤の強化を図るなど、日頃からの経営努力がみ
られる。

建学の精神

○学長自らが建学の精神である「美しく生きる」を基礎教養の必修科目として、全
新入生を対象に講義するとともに、全学生と教職員が集う週に1度のアセンブリア
ワー等が行われ、学生及び教職員全員が建学の精神を共有して学習成果をあげる体
制ができている。

自己点検・評
価

○2年に一度自己点検・評価を実施し、その報告書を学内外に公表するとともに、平
成23年度には仁愛女子短期大学との相互評価を実施し報告書を公表するなど、積極
的に自己点検・評価を行い、教育の継続的な質保証に努めている。

教育課程
○学科・専攻の教育課程についてカリキュラムマップを作成し、教育目標と領域の
到達目標が明示され、各科目が教育目標へと積み上がる構成としており、教育の質
保証の充実が図られている。

学生支援

○SD委員会を設け、事務職員の資質向上に関する事項、事務局の業務・学校運営に
関する事項、その他SD活動に関する事項について積極的に活動を実施している。委
員会として学生満足度アンケートを実施するなど、学生の要望の把握と学習環境の
改善に努めている。

短期大学基準協
会

飯田女子短期大
学

金城大学短期大
学部

短期大学基準協
会

仁愛女子短期大
学

短期大学基準協
会

山梨学院短期大
学

短期大学基準協
会
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人的資源

○「学内研究集談会」が毎年開催され、研究成果の発表を行うとともに、教員の研
究活動についての意見交換の場としている。また、専任職員全員が参加する連続講
座を学習会として開催し、発表、輪読、意見交換等を通して事務職員の資質向上が
図られている。

物的資源

○校地面積、短期大学設置基準の約3倍にあたる校舎面積、更に天然芝のグラウン
ド、アカシアホール（人形劇等上演施設）・わいわいルーム（子育て支援施設）・
フィットネスルームを備えた地域響流館があり、物的資源として十分に整備、活用
されている。

教育課程
○入試制度検討委員会に、学外の委員も加えて入試全体について学外からの意見を
聴取しながら検討を重ねている。

教育課程
○「総合科学科目」では、岐阜市内のフィールド調査を基に郷土の歴史や伝統等を
学ぶ「岐阜の風土と生活」という、地域性のある科目を設定している。

学生支援
○国家試験不合格者に対して、卒業後3年間、授業料無料で合格に向けた指導を行っ
ている。

学生支援
○地域の催すマラソン大会等で、救護活動等のボランティアとして積極的に参加す
る学生が多く、地域に貢献している。

教育の効果
○全教員に対して年度末に当該年度の教育・研究活動等の実施状況について「業務
報告書」の提出を義務化し、教員によるPDCAサイクルの手法による検証に努めてお
り、改善点を次年度への教員の教育・研究の計画に反映させている。

自己点検・評
価

○「安城学園報告討論会」は、当該短期大学を含む学園各設置校の教職員が一堂に
会し、教育（教授法）及び職能改善に向けて共通のテーマについて、定期的に討論
会を開催している。これは、学園の建学の精神を踏まえた学園構成員の共通理解や
結束を固めるうえで、有効な手法である。

教育課程

○学科ごとに卒業生が就職した企業訪問や実習先への訪問を実施して卒業生の状況
を把握するなど卒業後評価の点検に熱心に取り組んでいる。また、得られた情報は
報告書として関連部署に提供され、学内ネットワークでも閲覧できるなど情報の共
有化が図られている。

学生支援
○大韓民国、カナダ、中華人民共和国の大学と姉妹提携しており、定期的に交換留
学を実施している。留学生の受け入れ、派遣に伴う制度上の経済的支援も充実して
おり、活用度も高く大きな教育効果をあげている。

人的資源
○教育効果の充実を図るため学科に助手・研究補助員を配置している。さらに、
様々な研究・学習支援、生活支援のための職員を配置して、教職員協同の教育研究
支援、学生生活支援体制を構築している。

建学の精神
○当該短期大学の象徴である校歌「白木蓮の歌」を、毎日、昼休憩終了直前に館内
放送し、在学生及び教職員に周知・共有化を図っている。

学生支援

○当該短期大学独自の奨学制度として、遠隔地の学生がアパート等へ入居する場合
に賃借料の一部を補助する「住宅費補助制度」や、「社会人学生授業料等減免制
度」を設けて経済的負担を軽減する支援を行っている。また、地域貢献の具現化及
び学生募集対策として、社会人学生減免制度である入学金減免に加え、地域社会人
学生の修学支援制度（地域特割）と世代別学生支援制度（世代特割）を設けてい
る。

学生支援

○入学手続者に対して入学後の学力を担保するため「大学生活は2年と4か月」を
キャッチフレーズに、推薦入試終了後の12月から3月まで継続的に月1回合計4回にわ
たる通信教育型の入学前教育を行い、課題については添削・採点の上、コメントを
付して返却している。

学生支援

○幼児教育学科第一部・第三部の幼児教育祭は19回の歴史を重ねる学科行事であ
り、地域の子供たち及び保護者を対象に遊びの支援を行っている。この行事は、教
職員と学生が一体となった学習成果の発表の場として入学時よりかなりの時間を費
やし準備され、4500人以上の来場者を迎える地域活動としても定着している。

学生支援

○「OKATANお仕事ナビ」という、希望に合った求人情報をメール等で知らせるシス
テムがあり、在学生だけでなく、卒業生も同様のサポートを受けることができる。
また就職支援の手帳や手引き、過去問題集などの冊子のほか、女子力アップ講座、
公務員試験対策講座、保育専門講座、企業用対策講座など進路支援講座が充実し、
進路支援課の情報もよく整備され、就職に強い伝統が確立されている。

学生支援
○クラス指導主任及びゼミ担当教員による学生支援体制がとられ、さらに「学修支
援センター」で学生の学習上の悩みの相談に乗っている。同じく、「実習セン
ター」でも実習支援の体制がとられている。

学生支援
○現代ビジネス学科では、学生がチームに分かれ、仮想ショッピングモールで
ショップを運営しながらビジネスを実践的に学べる仕組みが作られている。

人的資源

○平成24年度6人の専任教員（幼児教育学科3人、経営実務科3人）が、科学研究費補
助金申請で研究課題を採択されるなど、研究活動が活発に行われている。また、文
部科学省・大学間連携共同教育推進事業「保育コンソーシアムあいち」の研究費助
成にも3人が申請するなど、教員の研究意欲は高い。さらに、優れた研究成果につい
ては表彰規程を設けており、短期大学としても研究推進に努めている。

物的資源

○学習支援の設備として、SKホール、情報教育教室、ミュージックラボをはじめ、
ラーニングプラザ、遊戯・表現を学習する空間などが豊富にあり、授業で制作した
作品の展示や保育の場を想定した表現遊びの発表などを行い、学習成果を高める支
援を行っている。

学生支援
○当該短期大学は、「学生が主人公」・「面倒見の良い大学」・「自立した人」を
モットーとし、尐人数制の中で専任教員を中心として個別指導がなされるなどきめ
細かな教育を実践している。

学生支援
○「自宅外通学者住宅補助」として自宅から短期大学まで公共交通機関を利用して
片道2時間以上かかる学生に対して、住宅補助費の給付を行っている。

短期大学基準協
会

愛知学泉短期大
学

短期大学基準協
会

岐阜保健短期大
学

短期大学基準協
会

飯田女子短期大
学

名古屋経営短期
大学

短期大学基準協
会

岡崎女子短期大
学

短期大学基準協
会

愛知江南短期大
学

短期大学基準協
会
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学生支援
○ハンガリー、オーストラリア、韓国、中国の姉妹校や提携校において語学研修や
保育研修を行い、訪問国の学生や現地の人々と交流することにより学生の異文化理
解・生活習慣体験を促進し、学生の視野を広げ教養を高めている。

物的資源

○当該短期大学は、併設大学とともに平成13年11月、環境の国際認証規格である
ISO14001を取得し、以降更新審査を継続してクリアし、環境教育をはじめ、ゴミの
分別、ペットボトルのキャップを収集し発展途上国へポリオワクチンを贈る活動、
太陽光発電等も行い、地球環境保全に対する配慮がなされている。

建学の精神
○建学（立学）の精神について、各種印刷媒体やウェブサイト等の他、基礎教育必
修科目「総合学習」の授業の中で、直接理事長・学園長が学生に指導している。

教育課程

○建学の精神と教育方針に沿って教育課程を編成し実施している。特に、基礎教育
科目「総合学習」の必修により、立学の精神・教育理念をより深く理解することが
でき、「総合学習」を核に教養教育が展開されている。「総合学習」の授業内容
は、学生による授業評価アンケート結果を踏まえ、学習効果を測定・評価し、改善
に取り組んでいる。

学生支援
○学生の自治会活動が活発で、その中でもサークル活動が平成24年度加入率77.8
パーセントと高く、学内外で活発に活動している。特に運動部系の活躍が目覚まし
く、全国大会においても上位に入賞している。

学生支援

○入学手続者に対して、「入学前教育プログラム」、「化学・生物入門講座」、
「入学前基礎講座」（栄養士専攻は化学・生物、製菓専攻は理科総合・数学・国
語・製菓実習）を行っている。入学前教育について、様々な内容を用意してきめ細
かく対応している。

学生支援

○地域と密接に連携し、公開講座、生涯学習事業等、地域貢献活動が積極的に行わ
れている。また、学生の社会活動については、教職員及び学生がボランティア活動
等を通じて地域によく貢献している。

人的資源
○教員セミナーを毎年定期的に開催し、隔年で全教員が研究発表を行っており、
「教員セミナー要旨集」にまとめて公表している。

教育の効果
○学習成果は学位授与の方針に照らして量的・質的に測定・評価され、かつ点検・
検討を加えている。さらに教育改善につなげるための共同研究が行われ、研究成果
が学内外に公開されている。

教育課程

○授業科目間の連携と協働学習によって、教育目標（全人性、地域性、国際性、宗
教性）の達成に向けて学びを統合するため、1・2年次必修科目「ラーニング・コ
ミュニティ」が設置されている。この教養教育は、キャリア・プランニングと、学
びを統合するためのプロジェクト学習をその内容とし、学習成果の獲得に大きく寄
与している。

人的資源

○事務職員の人材育成やSDに関連して、多面的な評価の下に昇格試験制度が規定化
されて整備されている。また、計画的な研修や研修報告書の配布による他の職員へ
のフィードバックが行われるとともに、自己啓発、自己研鑚を促す奨励金制度が整
備されている。

物的資源
○「ワールドプラザ」、「ジャパンプラザ」など当該短期大学の特色を生かす施設
が設置されており、学習成果の向上につながっている。

物的資源
○施設設備に関連して、省エネルギー化・省資源化対策、環境保全への取り組みが
全学的な宣言の下、組織的に取り組まれており、目標値も設定されて全学として徹
底する体制となっている。

物的資源
○災害予防体制については、組織体制や規程の整備がなされており、特に地震防災
については別途規程やそれに基づくマニュアルが整備され、危機管理体制が構築さ
れており、毎年防災訓練が実施されている。

建学の精神
○伝統ある宗門系短期大学として建学の精神及び教育方針は明確であり、必修科目
の「人間と仏教Ⅰ・Ⅱ」の授業で学生に周知徹底しており、宗教行事等でもその都
度確認がなされている。

教育課程
○校地の広さや立地に関する学習環境が整い、地域に根差した学科及び教育課程編
成の下で、学習到達度を測る工夫としての「学び・ステップアップシート」や、履
修から卒業に至るまでのきめ細かな指導体制が充実している。

学生支援
○学生の学習成果の獲得に向けて、大学院生の「スタディアドバイザー（SA）」を
各学科の学生演習室に配置している。また学生演習室を研究室に隣接して設けるこ
とで教員と連携し、効果的な教育の一助となっている。

学生支援
○ゼミや実習指導に卒業生を招き、就職活動の現状について在学生に具体的な情報
を提供する機会を設けている。

人的資源
○教員の研究成果を発表する場として紀要を発刊し、更に学科ごとの研究誌も毎年
発刊しており、研究発表の機会が確保されている。

人的資源
○各学科において学生演習室と教員研究室が併置されている。学生演習室の入口に
は学生個人用レターボックスが設置され、教員と学生間のコミュニケーションの便
宜が図られている。

物的資源
○図書館の地上1階と地下1階に設置されたラーニングコモンズには、情報機器環境
や可動式のテーブル、ホワイトボードを備えたグループラーニングエリアがあり、
授業や課外において学生が大いに活用している。

建学の精神

○「大覚寺学園教育憲章」において、当該学校法人の設立母体である真言宗大覚寺
が始祖と仰ぐ嵯峨天皇及び宗祖弘法大師の精神を「建学の理念」として継承し、伝
統ある京都に位置する芸術系短期大学としての「学園の使命」を掲げるとともに、
「学園における芸術教育の目標」、「学園が育成しようとする人材」を掲げること
で、建学の精神の具現化に向けた道筋を明確化している。

華頂短期大学

南山大学短期大
学部

短期大学基準協
会

名古屋文理大学
短期大学部

短期大学基準協
会

名古屋経営短期
大学

短期大学基準協
会

短期大学基準協
会

京都嵯峨芸術大
学短期大学部

短期大学基準協
会

31

http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/26_h25_nagoyabunri.pdf
http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/27_h25_nanzan.pdf
http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/28_h25_kacho.pdf
http://www.jaca.or.jp/assets/files/2-1_jigyo/6_kekka/h25/29_h25_kyotosagageijutsu.pdf


教育課程

○教育目標を教育課程別の学習成果に連動させた対照表のほか、学生の教育課程編
成・実施の方針への理解の一助として「カリキュラム・マップ」、「カリキュラ
ム・ツリー」を作成している。さらに、個々の科目が教育課程全体の中で有する役
割・位置を視覚化するとともに、教育課程全体の改善を図ることにも役立ててい
る。

学生支援

○FD委員会と学友会共催の教職員と学生の座談会「FDカフェ」は、学生に対する初
年次教育の役割を果たすだけでなく、学生一人ひとりの当事者意識を喚起し、学生
自治への関心を高めるとともに、教職員の教育目的や方法に関する意識向上の場と
もなっており、教育力の向上に大いに貢献し得る企画となっている。

学生支援

○心身の不調を訴える学生への対応として、学生相談室に4名の心理カウンセラー
（臨床心理士）を配置するとともに、学生支援課、保健室が窓口業務を行い、教員
と緊密な連絡体制を構築しており、学生の多様性に配慮した取り組みを行ってい
る。また、学生の修学状況、学習支援状況、生活支援状況等を記録した「学生カル
テ」を通して教職員間の情報共有がなされている。

学生支援

○正課外キャリア支援として、キャリア支援に関する講座や説明会を年間40～50回
開催しており、進路ガイダンス、資格取得講座や選考試験対策講座、ビジネスマ
ナー講座等を年間を通して常時実施している。また、情報の共有化と指導の一貫
性、学生把握の強化を目的に、入学から卒業までの個人記録簿「キャリアカルテ」
が作成され、キャリア支援課と各研究室との密接な連携が図られている。

人的資源

○芸術系の特徴として、専門実技系の教員が多数を占め、研究活動としては作品制
作と展覧会等への出品が中心となりやすいが、紀要等も充実しており、学内の研究
発表会「Salon de Saga」の開催や「京都嵯峨芸術大学専任教員作品・研究ファイ
ル」の作成等、研究成果発表の場を設け、学内の研究意識の向上を図っている。

人的資源
○学園全体を取り巻く厳しい環境や新しい時代の要請に迅速に対応するため、事務
職員の能力開発を企図し、「事務局将来構想研究会（通称SD10）」を立ち上げ、将
来に向けて中堅・若手職員の育成に取り組んでいる。

建学の精神
○建学の精神を具現化するため、毎週水曜日に指月アワーと称し、講演会やセミ
ナーの実施、また、学科ごとに教員や在学生との交流を計画的に行っている。

教育の効果
○「社会人キャリア力育成アセスメント」を入学前と在学中に3回にわたり実施し、
社会人基礎力と社会常識力の成長度を評価している。これにより、入学予定の学生
への入学前評価と学習意欲の継続及び動機付けを試みている。

教育課程
○幼児教育学科では、「保育・教職実践演習（幼稚園）」において、PC履修カルテ
入力システムを導入し、学生・教員双方向から学習成果を確認できるシステムを導
入している。

学生支援

○ライフデザイン学科、食物栄養学科、幼児教育学科ともに過去3か年就職率が高い
ことは、優れた指導体制の結果である。また、「卒業生アンケート」で、卒業後の
進路について多くの学生が「希望通りの進路が決定し満足している」、「第一希望
ではないが、ある程度満足している」と回答し、高い評価となっている。

人的資源
○教育研究活動において、外部研究資金の採択数も多く、当該短期大学独自の特別
研究費助成制度を設け、研究支援活動を行っている。多くの教員が外部委員等の社
会貢献活動を行い、地域に密着した教育研究活動を行っている。

物的資源
○講義室、実習・演習室、レッスン室並びに実験室等には、各学科の教育課程編
成・実施の方針に従った施設と備品が重点的に整備され、各学科の教育方針に基づ
く実践的な授業を実施できる体制が整っている。

財的資源
○学生数確保が安定的にされており、収支の状況は均衡して推移している。資産は
適正に運用、管理されており、短期大学及び法人全体として、健全な財務体質を維
持している。

学長のリー
ダーシップ

○学長は、自ら「自校史を学ぶ」の教科書を作成して授業を行っており、全ての授
業の前に黙想を取り入れるなど、リーダーシップを発揮して教職員を牽引してい
る。

建学の精神

○平成23年に短期大学独自の使命を定め、教育理念を具体化し明確化している。こ
れらは、刊行物（学校案内、学生募集要項、学生ハンドブック）、ウェブサイトに
よって学内外に示され、また新入生の必修科目「ライフデザイン論」で説明するな
ど授業での活用もなされ、教職員はウェブサイトの学園掲示板で閲覧できるように
なっている。

教育課程

○短期大学としての教育理念である使命に基づき育成する目標を「学生一人ひとり
が身につけるべき、実社会の求める基礎力」（コミュニケーション力、プレゼン
テーション力、言語能力、芸術的センス、チームワーク及び自己管理力）として具
体化し、それらの六つの頭文字をとって「C-PLATS®」として示している。

教育課程

○学生は、学期ごとに合計5回「C-PLATS®」の伸長度を自己評価し、「C-PLATS自己
評価表」に記録することによって自らの達成度を確認することができる。また、こ
の記録は「C-PLATS結果一覧表」としてデータ化され、教員も学生の教育目標の達成
状況が把握・評価できるようになっている。

学生支援
○図書館の活用はもとより、電子ファイルを利用した課題の出題・提出、学生用掲
示板・履修登録・時間割確認・成績確認など、学生の教育に情報機器を有効に活用
している。

学生支援

○学習方法や授業科目の選択のためのガイダンスとして、入学前オリエンテーショ
ン、新入生オリエンテーション、1年次終了時の在学生ガイダンスを実施している。
特に入学前オリエンテーションでは、多様な授業科目から学生一人ひとりに合った
履修が可能な地域総合科学科の特色にあわせ、1回目に模擬授業を行い、2回目には
時間割を作成するなどきめ細かな指導を行っている。

物的資源
○平成24年度から、PPS（新電力会社）からの電力購入に切り替え、省コスト化を
図っている。

大手前短期大学 短期大学基準協
会

京都嵯峨芸術大
学短期大学部

短期大学基準協
会

京都文教短期大
学

短期大学基準協
会
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自己点検・評
価

○自己点検・評価委員会による「年次報告書に基づく評価報告」の指摘事項に対
し、各組織は、改善に向けた活動方針を策定し活動成果を年間活動報告書に記述す
るなど、PDCAサイクルが機能している。

教育課程
○学科の教育課程が体系的に編成され、カリキュラム構造図によって、学習成果が
あがるように分かりやすく示されている。

教育課程

○学習成果の査定として、学生による授業評価で学習成果の獲得状況を自己評価し
ている。また、卒業生及び就職先へのアンケートを実施し、学習成果の獲得状況を
卒業後も調査することで、指導内容の見直しや教育課程の検討につなげられてい
る。

学生支援
○学生情報は、教務システムの「キャンパスプラン」を活用して管理し、担任が
ポータルシステムで、学生の学習到達状況の全体像を把握して、きめ細かな学習支
援を行っている。

人的資源
○FDマップ（国立教育政策研究所）を活用してFD活動を点検し、全学的FD活動とし
て、授業評価、公開授業、FD研修会、学内研究発表会（神戸常盤学術フォーラム）
等を組織的かつ計画的に実施している。

物的資源
○口腔保健学科の歯科臨床実習室、マネキン実習室、歯科診療台等の施設・備品が
良く整備され、また、学内に歯科診療所を設置して実践的な教育支援を行ってい
る。

建学の精神

○建学の精神や各学科の教育目標を周知する目的から、「湊川のあゆみ」を各学
科・専攻課程における総合教育科目・教養科目の中で、選択必修科目として平成18
年度より開講している。この科目は理事長、学長、副学長、学科長、専攻主任がオ
ムニバス形式で担当し、毎回レポートを提出させることで、湊川の精神とともに学
習に対する心構えを教授している。

学生支援
○全学的に、ボランティア活動に対するサポートが厚く、ボランティアの行き先の
情報管理や体験レポート等の保管が行き届いており、人間生活学科生活福祉専攻で
は、学生に対して計3か所のボランティア活動を必須としている。

学生支援

○学科・専攻課程ごとに学生のニーズに対応した検定試験対策と、きめ細かな指導
を行っており、人間生活学科人間健康専攻の養護教諭コースにおいては、養護教員
採用試験の受験を希望する既卒者に対して、自由に出入りできる学習スペースを大
学内に設け、教員が無償で養護教諭採用試験対策を実施している。

人的資源
○専任教員と非常勤教員の合同の授業も多く、連携して教育効果を高めており、非
常勤教員単独の授業でも、専任教員、非常勤教員が相互に授業の前後に連絡を取
り、授業の円滑化を図る体制を構築している。

人的資源

○教職員全員が組織別に参画して、KJ法を用いて教職員の率直な思いや意見を「教
職員の主観による強み・弱み検討の結果データ」としてまとめ、今後の経営方針策
定に当たって貴重な資料データを蓄積し、教職員全員が一丸となって改革への取り
組みを行っている。また、職員の希望を聴取し、組織活性化に向けた部署の異動を
行うことを始めている。

物的資源
○周辺地域の保護者団体と連携し、リサイクル資源の収集等、地域活動に積極的に
参画し貢献している。

建学の精神
○建学の精神や教育理念について、学生や教職員に対して機会あるごとに学長自ら
が説明し、広く周知に努めている。

教育の効果
○医療保育科では、公務員保育職正規採用試験の合格が毎年卒業生の約30パーセン
トとかなり高くなっている。

自己点検・評
価

○「川崎医療短期大学点検評価委員会規程」にのっとり、「点検評価委員会」が常
設され、さらに、「自己点検・評価等専門委員会」と「第三者評価専門委員会」を
置くなど、きめ細かに検討されている。また、西九州大学短期大学部との「相互評
価報告書」を作成し、客観的な評価を求めている。

教育課程
○平成22年度文部科学省「大学教育推進プログラム」に選定された「学士力向上の
ための統合的教育戦略」プロジェクトを実施し、同省の事業終了後も継続して改善
を図っている。

学生支援

○e-learningやe-ポートフォリオがインタラクティブに活用されているほか、「ア
ドバイザー・担任のための学生支援マニュアル」が作成され、アドバイザー制や担
任制を通して、入学から卒業まで実習や資格取得、就職等でも教員が学生と良く関
わり支援している。なお、e-ポートフォリオについては、保護者まで拡大して運用
されている。

人的資源
○事務組織は、庶務課と教務課の2部門の簡素化された組織体制となっており、専任
教員数に比してかなりの尐人数であるにもかかわらず、着実に所掌業務が遂行され
ている。

学長のリー
ダーシップ

○「学士力向上のための統合的教育戦略」に学長が中心になって取り組んでおり、
異なる専門性を有する5学科を一つの短期大学の組織として運営・統括している。

学生支援

○入学前の基礎学力向上を目的に、入学予定者全員に対して数学の基礎について通
信による入学前教育を実施し、添削による学習指導が行われている。さらに、その
結果を基に学習成果の把握・評価を行い、入学後の習熟度別クラスの編成の資料と
して利用するなど、教育効果の向上が図られている。

学生支援
○期末試験や自動車整備士の模擬試験などの成績処理を迅速かつ確実に行うため
に、独自のコンピュータプログラムを開発し利用しており、学習支援への素早い
フィードバックを可能にしている。

学生支援
○学内会社説明会が全教職員の協力体制で実施され、多くの企業の参加を得てお
り、全体の就職率の高さに加え専門職への高い就職率が維持されている。

学生支援
○図書館において、テーマに沿った蔵書を展示する企画展を年に数回開催してい
る。また、借出図書数の多い学生を表彰するなど、学生の図書離れの防止と図書館
利用率の向上に向けて積極的な取り組みが行われている。

川崎医療短期大
学

短期大学基準協
会

広島国際学院大
学自動車短期大
学部

短期大学基準協
会

神戸常盤大学短
期大学部

短期大学基準協
会

湊川短期大学 短期大学基準協
会
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教育の効果

○平成23年度から教育の質保証のためにピア・レビュー（教員相互の授業参観）を
実施し、参加教員が自己の授業の参考にしたり、授業に取り入れたい内容や資料、
また、事例等について記述し、報告書としてFD・授業評価委員会と授業担当教員に
提出している。

教育課程
○「カリキュラム・マップ」を作成してウェブサイトに掲載するなど、教育課程を
視覚的に明示しており、学生が教育課程の構造を理解しやすい工夫を行っている。

教育課程
○学生の主体的な学習を支援する上で、「成績評価再審査請求制度」を制定し、成
績評価に疑問をもった学生に真摯に対応している。

学生支援
○教員が開発･構築したLANを通して教職員が情報を共有できる「学生支援カルテシ
ステム」は、一人ひとりの学生を、学生生活全般にわたり全学一丸となって支援す
る上で、有効なシステムである。

学生支援

○当該短期大学独自の取り組みとして平成23年度にスタートさせた「キャリア支援
プログラム」は、入学予定者に対して行われる「入学前プログラム」から卒業後の
「フォローアップセミナー」に至るまで、広範囲にわたるキャリア支援センター中
心のプログラムであり、特にミスマッチをなくすことによる退学防止と早期離職防
止に取り組んでいる。

建学の精神

○人間健康科食物栄養専攻は建学の精神「全人的自立」に基づき、各自の目的意識
に応じたテーマの設定、計画から活動、まとめ、発表へと学生自身が積極的に行動
する科目として「卒業実験」を開講している。2年次必修のこの科目は同時に、社会
人としての基礎力を養い、自立に向けた就業力の育成を図る展開にもなっている。

学生支援
○平成24年度、ビジネス・コミュニケーション科に設置された「ビジネス実務長期
履修コース」は修業年限が3年間で、午前のみに授業を設定することにより午後は就
労が可能となるよう配慮し、経済的自立が必要な学生を支援している。

人的資源

○就業に関する諸規程は、ウェブシステムによって学内全てのパソコンからいつで
も閲覧できるようになっている。さらに規程の内容については年に2、3回の頻度で
更新され、新たに制定された規則や改廃が速やかに全教職員に周知される仕組みを
整備している。

技術的資源を
はじめとする
その他の教育
資源

○情報教育を専門的に行う組織として「情報処理教育センター」を設置し、ICT環境
の整備・運用、学生へのリテラシー教育、教職員のスキルアップ等を一元的に実施
している。

財的資源

○既設校舎の耐震改修工事等に関する中長期計画に基づく「既設施設等耐震対策に
係る資金」、教育研究設備の充実を図るための「校地等購入・整備資金積立基本
金」及び「教育研究基盤整備に係る資金」を2号基本金として計画的に積立てるとと
もに、「施設充実引当特定資産」等を設け、将来の必要財源の確保に努めている。

建学の精神

○建学の精神「産学一如」が開学以来自信と誇りをもって掲げられ、教職員に加え
て卒業生、地域で広く共有され、現在も全学のシンボルになっている。単に理念や
観念にとどまらず、経済活動・企業や地域社会・地域活動団体との連携・協働を基
本として、各現場の実践で重視されている。

教育課程
○美術デザイン分野の学習成果の査定において、卒業制作審査時に学外評価員制度
を導入し、客観的な評価を行う努力を行っている。

教育課程

○教育課程は、ベーシックステージ、スキルアップステージ1、スキルアップステー
ジ2、エキスパートステージと体系的・段階的な編成がなされており、13に及ぶ多様
な専攻とともに、学生に柔軟性に富んだ科目選択の機会を与え、尐人数教育によっ
て確実な専門・技術教育、また教養教育が行えるようにしている。

学生支援
○1年次のプライマリーセミナーで履修指導や専攻選択のガイダンスを行い、履修や
専攻の選択等の質問には常時対応している。

学生支援
○資格取得については、全学生に講座等の総合案内を配布して周知させている。講
座等は、併設大学で開講されることが多いが、当該短期大学の学生も安価で受講で
きるようにしている。取得した資格によっては、単位認定できるものもある。

学生支援
○小規模なクラス編成を生かした丁寧な指導が可能となっており、アドバイザー制
度が学習支援の機能も果たしている。教員1人当たりの担当学生数が各学年5人程度
という体制が学業不良の早期発見・対策に奏功している。

物的資源

○情報セキュリティ対策として、教職員のパソコンは起動する際にID・パスワード
の入力に加えて、教職員全員に貸与した個人認証用のUSBを差し込まないと起動しな
い設定となっている。この設定を行うことにより、情報漏えいに対する安全性が非
常に高められている。

技術的資源を
はじめとする
その他の教育
資源

○e-learningシステムとしてMoodleが導入されており、効果的な授業を行う優れた
情報環境が整えられている。学生が資格取得の学習に、学内及び自宅からe-
learningシステムを利用可能であり、自宅からの利用もログのチェックによって確
認されている。学生の学習履歴も把握するなど、学習成果の向上にも活用できてい
る。

建学の精神

○建学の精神の啓発は、入学式、卒業式、各種オリエンテーション、教授会等各種
会議、教職員研修会、教職員と学生との対話等のあらゆる機会を通じて行われ、学
生・教職員は、建学の精神の共通理解と実践に努めている。また、事業計画の重点
項目として「誠・和・愛」という仏教精神の具現化を取り上げ、「仏教法話」を必
須講座にし、今後も学生参加型の催しを考えていくなど、建学の精神に基づく人格
教育を積極的に推し進める姿勢が学園として明確であり、かつ一貫している。

教育課程
○学位授与の方針の中に含まれる学習成果を達成するため、学習意欲や学習スキル
の向上、社会人基礎力の向上を図る教育内容を取り入れ、更に現場実習やインター
ンシップ等によって、知識・理論による学習と実践的学習とを結合している。

教育課程
○全学科にわたって、学生が自ら自己成長を計るためのキャリアプランニングシー
トを活用しながら、学習・生活の目標設定と自己評価を学期ごとに行うとともに、
自己評価の推移を視覚化するソフトを開発して、学習成果の把握に努めている。

精華女子短期大
学

短期大学基準協
会

四国大学短期大
学部

短期大学基準協
会

近畿大学九州短
期大学

短期大学基準協
会

岩国短期大学 短期大学基準協
会

九州造形短期大
学

短期大学基準協
会
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学生支援
○学生が社会活動、地域活動、地域貢献、ボランティア活動を行う機会を多く設
け、全教職員が組織的に連携して支援を行っている。

人的資源
○教職員研修会を定期的に開催するとともに、とりわけグッドティーチング賞を設
け、優秀な教育活動を顕彰することによって、教員の質的向上を目指している。

財的資源

○当該短期大学の教員と併設の高等学校の教員が同一の専攻ごとに分科会を常時開
催し、高等学校と短期大学の5か年接続教育の改善に取り組んでいる。その結果、安
定した学生の確保と質の良い学生の確保が継続的に維持され、財政の基盤の一部を
安定的に担っている。

理事長のリー
ダーシップ

○理事長の諮問機関として設置された企画運営会議は、短期大学の管理運営に関す
る重要な事項を審議するとともに、事業計画、年度目標及び事業報告等を定期的に
点検・評価し、当該短期大学のPDCAサイクルの具体化に重要な役割を果たしてい
る。

自己点検・評
価

○平成17年度から平成22年度までは、本協会の旧短期大学評価基準による作成マ
ニュアル等に基づいた自己点検・評価報告書の刊行物を欠かさずに著してきた。平
成23年度の自己点検・評価は新基準に基づいて行い、東海大学短期大学部（静岡）
との相互評価を実施した。また、日常的にも積極的に自己点検・評価に取り組んで
いる。

学生支援

○キャリアデザイン学科では航空会社との提携や他大学とのダブルディグリープロ
グラム協定を結び、こども学科では長年にわたり、学生によるミュージカルの公演
を地域の幼稚園や老人施設で行っている。また、卒業生を対象に、健康福祉学科の
食物栄養専攻では管理栄養士国家試験対策講座、介護福祉専攻では介護塾を実施し
ている。

学生支援

○教職員、学生によるボランティアは、実に多種多様な活動を通して地域に貢献し
ている。学生が主体的に地域貢献あるいはボランティア活動等に取り組むととも
に、それを実施したサークルや専攻・コースの学生を当該短期大学の品行表彰（中
島ユキ賞、学生部長賞）の対象として表彰し、ボランティア活動を積極的に支援し
ている。

物的資源
○図書館利用については、県内大学との相互利用を実施し、また、高校生・地域の
一般の方に図書館を開放し、貸し出しも行っている。なお、各高等学校の教員や生
徒に、絵本の読み聞かせの講座を開設している。

技術的資源を
はじめとする
その他の教育
資源

○電子黒板やタブレット型パソコンを導入しており、こども学科をはじめとする教
員養成系の学生を中心に、デジタル教科書等も活用している。ソフトウエアについ
ても適宜更新している。コンピュータを利用した学習支援として、「大学コンソー
シアム佐賀」のネット授業も一部利用している。

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組

教育組織（実
施体制）

○準学士課程５年間を、１・２年次の「知識技能習得期間」、３年次の「プレ就業
体験期間」、４年次の「継続就業体験期間」、５年次の「技術課題挑戦期間」の４
つの期間に区分し、３年次の夏休みから企業面接を経て、夏休み・春休みの長期休
暇を利用して、通常の学校での講義と長期休暇中の就業体験を繰り返すことで、３
年次にはコミュニケーション能力、４年次には基礎技術、５年次には問題解決能力
を育成するよう教育目標細目を定めている。企業と教育目標を共有してこれらの能
力の育成を図るＣＯＯＰ教育の取組は、特色ある取組である。

教育内容及び
方法

○専門性を活かした離島での家電修理ボランティアのほか、災害ボランティア、除
雪ボランティア等のボランティア活動を推奨し、豊かな人間性の育成を図っている
取組は、特色ある取組である。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業、建設業、電気・ガス・水道業等の当校が育成
する技術者像にふさわしいものとなっている。進学についても、準学士課程、専攻
科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は極めて高く、進学先も学科・専
攻の専門分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系の学部や研究科と
なっている。

教育内容及び
方法

○専攻科課程必修科目の「問題解決技法」において、「グループエンカウン
ター」、「ＫＪ法」、「プロジェクトアドベンチャー」等、創造性の伸張を促すプ
ログラムを取り入れる工夫を行うとともに、異なる専攻に属する学生同士でチーム
を組ませることによって他分野の発想法に触れる機会を増やしている。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業や情報通信業、電気・ガス・熱供給・水道業、
建設業関連等の当校が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学につ
いても、準学士課程、専攻科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は極め
て高く、進学先も学科、専攻の分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学
系の学部や研究科となっている。

教育内容及び
方法

○「卒業研究」「特別研究」において、ユーザによる実証評価を通じ、新たな発想
を生み出し継続的改善を行わせる「社会実装教育」を実施し学生の創造性を育んで
いることは特色ある取組である。

教育内容及び
方法

○当校では従来からインターンシップに力を入れており、準学士課程４年次の必修
科目としているが、特に平成20 年度から実施している「広報戦略型インターンシッ
プ」は、学生が３か月程度、断続的に企業の担当者の指導の下に、当該企業の特色
ある技術や製品を一般人に紹介するコンテンツを作成し、その成果を学校の公開授
業で小中学生や保護者にプレゼンテーションするもので、特色ある取組である。

佐賀女子短期大
学

短期大学基準協
会

精華女子短期大
学

短期大学基準協
会

鶴岡工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

木更津工業高等
専門学校

大学評価・学位
授与機構

東京工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

３．高等専門学校
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教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業や情報通信業、電気・ガス・熱供給業等の当校
が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学についても、準学士課
程、専攻科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は極めて高く、進学先も
学科・専攻の専門分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系の学部や研
究科となっている。

管理運営

○校長のリーダーシップのもと、従来の個人単位での研究予算配分からチームの取
組に対して予算を重点配分すること等により、「社会実装インターン」プロジェク
トの試行が開始され、それがもとになって平成24 年度文部科学省大学間連携共同教
育推進事業「ＫＯＳＥＮ発“イノベーティブ・ジャパン”プロジェクト」や平成24
年度国立高等専門学校機構改革推進経費「All English Summer School」が採択され
るに至ったが、このような予算の重点配分化は優れた取組である。

教育内容及び
方法

○専攻科課程の授業科目の内容において社会からの要請等に配慮する取組として、
「科学技術リテラシー教育実習」では、地域の科学館等の科学教育の活動と連携し
て教育用教材を開発し、教育活動を行っている。また、「ビジネスアカウンティン
グ」や「プロジェクトマネジメント」では、技術者も会計や組織運営の基礎知識が
必要として、新規に科目を開設している。これらは特色ある取組である。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も建設業や製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報
通信業関連等の当校が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学につ
いても、準学士課程、専攻科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は高
く、進学先も学科や専攻科の分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系
の学部や研究科となっている。

教育の質の向
上及び改善の
ためのシステ
ム

○アウトリーチ活動やリテラシー教育活動への学生の参加を通した教育活動の推進
は、研究活動の成果を教育活動に活かす特色ある取組である。

教育内容及び
方法

○商船学科の「船舶工学特論」や電子機械工学科の「設計製図演習」などのＰＢＬ
型の授業科目、及び制御情報工学科の「工学実験３」において創造性を育む工夫が
図られている。「船舶工学特論」では、毎年テーマを変え、その年のテーマに即し
た模型船の作製を行っているが、水中グライダーの作製においては、水中における
力の影響（浮力等）を考慮しなければ水中を水平に航行することができないことか
ら、様々なアイデアが求められ、個別指導やグループ討議等を通じて創造性を高め
させている。

教育内容及び
方法

○ＰＢＬ型の学年横断型の授業である生産システム工学専攻の「生産システム工学
実験」では、専門知識を活かしたロボット工学、システム制御工学、プログラミン
グ等を総合的に扱う共通テーマに基づき、学生が主体となってグループワークによ
る問題解決能力を養っており、平成24 年度は、自律ロボットのサッカー競技を設定
し、決められたルールの下、グループごとに仕様調査、機能設計、試作評価などを
行い、個人面談や報告書の提出を通じて、創造性を図っている。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も運輸業や情報通信業、製造業関連等の当校が育成する
技術者像にふさわしいものとなっている。進学についても、準学士課程、専攻科課
程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は極めて高く、進学先も学科や専攻の
分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系、商船系の学部や研究科と
なっている。

管理運営

○海外の高等教育機関との連携として、シンガポール・マリタイム・アカデミーと
交流協定を締結し、異文化理解と英語でのコミュニケーション能力向上を目的とし
たＭＥＬクルーズ事業に学生を参加させ、国際交流を行っていることは特色ある取
組である。

教育内容及び
方法

○準学士課程の全学年の英語科目への外国人教員の配置や４年次生全員を研修旅行
でタイ、韓国、台湾、ベトナムの協定校と日系企業に派遣することにより、豊かな
教養と国際性を育んでいる。

教育内容及び
方法

○専攻科課程２年次の「エンジニアリング・デザイン演習」では、仕様の策定から
設計、製造、検査を経て出荷にいたるまでの一連の流れの学習を企業技術者による
演習を通して行い、学生の問題解決能力、デザイン力、マネージメント能力、リー
ダーシップ、チームワーク力、継続的に取り組む態度等を涵養することにより、創
造性を育む教育方法の工夫が図られている。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業や情報通信業、電気・ガス・熱供給・水道業、
建設業関連等の当校が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学につ
いても、準学士課程、専攻科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は極め
て高く、進学先も学科、専攻の分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学
系の学部や研究科となっている。

学生支援等
○全教員に１年次生の担当を割り当て、年２回の懇談のほか、随時相談を行う「新
入生パートナーシップ」は特色ある取組である。

教育内容及び
方法

○準学士課程電子制御工学科４年次の「実践システム設計」では、グループごとに
自律型ロボットの製作を課題として与え、グループで異なる意見の討議や教員の助
言を通して、発想の転換を図らせることにより、創造性を育む教育方法の工夫を
行っている。

教育内容及び
方法

○専攻科課程の「システムデザイン演習」では、機械制御、電子情報、化学の３専
攻の学生でグループを構成し、専攻の違いによる異なる視点で討議をさせ、複数の
専攻の教員による助言を通して、新たな発想の転換を図らせ、コミュニケーション
能力を育成するとともに、創造性を育む教育方法の工夫を行っている。

東京工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

岐阜工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

鳥羽商船高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

舞鶴工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

奈良工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構
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教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業等の当校が育成する技術者像にふさわしいもの
となっている。進学についても、準学士課程、専攻科課程ともに進学率（進学者数
／進学希望者数）は極めて高く、進学先も学科、専攻の分野に関連した高等専門学
校の専攻科や大学の工学系の学部や研究科となっている。

教育内容及び
方法

○情報工学科３年次の「情報工学創造演習１」では、前半の「ミニプロコン」と後
半の「コンテスト」において、それぞれグループ編成によるブレーンストーミング
によって考え方の異なる学生同士の討議を通して、発想の転換や新たな発想への挑
戦を促し、それを発想だけにとどまらせず、グループのアイデアとして報告書にま
とめさせることにより、創造性を育む教育方法の工夫を図っている。

教育内容及び
方法

○平成21 年度文部科学省「大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】大学教育推進
プログラム」として採択された「ラーニング／ティーチングによる学力向上」で
は、４、５年次の上級生が１～３年次の低学年を教えることで、互いの学力向上を
図る取組を行い、その成果を活かし、各学科４年次科目「Ｌ／Ｔ演習」へ発展させ
ていることは特色ある取組である。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も一般機械機器をはじめとする製造業や情報通信業、建
設業等の当校が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学について
も、準学士課程、専攻科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は高く、進
学先も学科、専攻の分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系の学部や
研究科となっている。

教育組織（実
施体制）

○ユネスコ（国際連合教育科学文化機関）を中心とする「持続可能な開発のための
教育（ＥＳＤ）」の実践提唱を受けて、呉工業高等専門学校の教育目標に関連させ
て、ＥＳＤの教育目標４項目を設定し、全授業科目において、学校の教育目標との
関連とともに、ＥＳＤの教育目標との関連をシラバスに明記することにより、学生
に周知を図り、「持続可能な開発のための教育」の実践を図る取組は、特色ある取
組である。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業、建設業などの当校が育成する技術者像にふさ
わしいものとなっている。進学についても、準学士課程、専攻科課程ともに進学率
（進学者数／進学希望者数）は極めて高く、進学先も学科、専攻の分野に関連した
高等専門学校の専攻科や大学の工学系の学部や研究科となっている。

教育内容及び
方法

○社会からの要請に配慮して、平成17 年度に文部科学省「現代的教育ニーズ取組支
援プログラム（現代ＧＰ）」に採択された「地域と連携した「ものづくり」教育」
の成果を発展させ、企業ニーズを取り込む地域連携型卒業研究・特別研究へつなげ
ているほか、選択科目の「地域教育」を実施し、学生の社会人力養成のために、地
域企業の商品パッケージデザイン等の地域融合活動を展開するなど、学校をあげて
地域との連携教育を充実させている。

教育内容及び
方法

○専門教育を縦軸に、技術者として必要な導入教育を横軸として、学科横断型の
「マトリックス型基盤教育」プログラムを設定し、「環境」「安全」をキーワード
として、技術者に必要な技術者スピリットを学生に持たせ、学習の意義を理解させ
ていることは、特色ある取組である。

教育内容及び
方法

○専攻科課程の「工学複合実験」「総合演習」「社会システム工学実験Ⅲ」では、
グループによる課題解決の取組を行わせ、中間報告会や成果報告会を実施し、他グ
ループの発想・アイデアを吸収させ、学生の発想の転換を図らせるなど、創造性を
育む教育方法の工夫がなされている。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業や情報通信業等の当校が育成する技術者像にふ
さわしいものとなっている。進学についても、準学士課程、専攻科課程ともに進学
率（進学者数／進学希望者数）は極めて高く、進学先も学科・専攻の専門分野に関
連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系、経済学系の学部や研究科となってい
る。

教育組織（実
施体制）

○数学担当教員と専門学科教員が連携し、数学の単元の進捗と専門科目における単
元の必要性の関連表を作成し、数学の進捗状況を踏まえた専門科目の進度調整に活
用している。また、商船学科においては、専門科目と一般科目の関連表を作成し、
一般科目と連携した商船学専門科目教授法の構築を目指している。これらは特色あ
る取組である。

教育内容及び
方法

○海上輸送システム工学専攻１年次「海事科学演習」においては、各学生にどのよ
うなプロペラが理想的かを自由に考えさせ、その模型を製造させる中で、工程、工
夫、問題点、素材特性、加工方法等について随時考えさせることを通じて創造性の
育成を試みている。また、生産システム工学専攻１年次「データ構造」では、アル
ゴリズム、データ構造、デザインパターン等のプログラミングに関する題材を輪講
形式で学習しており、その中で、情報工学科３年次「アルゴリズム」で利用できる
学生向けの教材の開発を、自らの経験や学習者のニーズを考慮しながら行わせるこ
とを通じて創造性の育成を試みている。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も、製造業、情報通信業、運輸業等の当校が育成する技
術者像にふさわしいものとなっている。進学についても、準学士課程、専攻科課程
ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は高く、進学先も学科、専攻の分野に関
連した高等専門学校の専攻科や大学の商船系及び工学系の学部や研究科となってい
る。

学生支援等

○学生寮を教育寮として位置付け、団体生活を通して友愛、協調及び自主の精神を
培い、責任と規律ある基本的生活習慣を育成し、将来にわたる人間形成に資するこ
とを目指して、男子１・２年次生は原則全寮制とし、全教員による宿直体制により
生活指導及び学習指導を実施しており、成果を上げている。

奈良工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

松江工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

呉工業高等専門
学校

大学評価・学位
授与機構

宇部工業高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構

弓削商船高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構
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教育の質の向
上及び改善の
ためのシステ
ム

○ＦＤ委員会を中心に様々な授業改善に取り組んでおり、特に個人ベースで有機的
に集まって新しい教育システムを作り出す環境づくりが重要であるとの認識に基づ
き、平成22 年度から組織的にティーチング・ポートフォリオ作成の取組を行ってい
ることは特色ある取組である。

教育内容及び
方法

○専攻科課程の「創造工学実験」では、学生自身が提案した装置を実現するため試
作や設計変更を繰り返しながら最終完成品に近づいていく中で、限られた予算、時
間のもとでの工夫により問題を解決する創造的な着想を実現することで創造性を育
んでいる。また、「産業デザイン演習」では、商品の具体的な企画をテーマとして
取り上げ、学生が持つ力を出発点として、グループ内での相互協調、課題へのチャ
レンジを通してパテントを取得するなど、創造性の伸長に結び付けている。これら
は創造性を育む特色ある取組である。

教育内容及び
方法

○準学士課程と専攻科課程の７年間で学んだ工学的知識や技術を実践の場において
どの程度応用できるか企業等での長期間のインターンシップを通じて学生に体験さ
せることを目的として、専攻科課程２年次後期の２～４か月の間、必修科目として
「専攻科インターンシップ」を実施していることは特色ある取組である。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業、情報通信業、鉱業、電気・ガス・熱供給・水
道業等の当校が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学について
も、準学士課程、専攻科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は極めて高
く、進学先も学科、専攻の分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系の
学部や研究科となっている。

教育内容及び
方法

○全授業科目において、シラバスとともに月割表及び学習内容の要点をまとめた
チェックリストを作成・公開し、学生が自学自習の点検の指針として利用できるよ
うにしていることは、特色ある取組である。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業や情報通信業、電気・ガス・水道業、サービス
業関連等の当校が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学について
も、準学士課程、専攻科課程ともに進学率（進学者数／進学希望者数）は極めて高
く、進学先も学科、専攻の分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の工学系の
学部や研究科となっている。

教育内容及び
方法

○平成19 年度文部科学省「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）」に
採択された「ＰＢＬを柱としたキャリア教育システム構築」により、キャリアコー
ディネーターを配置するキャリア教育支援室を設置し、１年次から５年次のキャリ
ア教育プログラムを策定して、各学科の専門分野に関するテーマについてグループ
に分かれて調査を行う２年次のグループワーク及び、職業に関するテーマについて
グループに分かれて調査を行う３年次のプレジョブハンティング、また、１年次か
ら４年次にかけてキャリアポートフォリオの導入、工場見学を含む段階的なイン
ターンシップの計画的な実施等、キャリア教育の充実を図っていることは、特色あ
る取組である。

教育内容及び
方法

○専攻科課程１年次（各専攻共通）の「総合創造演習」では、異なる系の学生によ
る班を編成し、競技課題に対して、視点や発想の異なる学生同士の討議を通して、
発想の転換や新たな発想の創出を図り、マシン製作や制御プログラミングを行わせ
るなど、創造性を育む教育方法の工夫がなされている。

教育の成果

○就職について、準学士課程、専攻科課程ともに就職率（就職者数／就職希望者
数）は極めて高く、就職先も製造業及びソフトウェア開発等のサービス産業等、当
校が育成する技術者像にふさわしいものとなっている。進学についても、準学士課
程、専攻科課程ともに進学率（進学者／進学希望者数）は極めて高く、進学先も学
科、専攻の分野に関連した高等専門学校の専攻科や大学の理工系学部や研究科と
なっている。

①法科大学院

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組
２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○「地域密着型の法曹」として、「国際化に対応できる法曹」及び「地域の行政に
通じた法曹」の養成という固有の教育目標を達成するために、「地域と企業コー
ス」及び「市民と自治体コース」というコース制を採用し、関連する科目を開設し
ている点は、長所として評価することができる（評価の視点２－２）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○「リーガルクリニック」については、貴法科大学院の教育目標に合致して、地域
の弁護士会との協同及び研究者教員と実務家教員との協同によって実現しており、
とりわけ、一般民事を扱うチームとは別に自治体の法律問題と国際人権を主として
扱う「自治人権チーム」を組織し、関係する法律相談に重点的に対応させている点
は、高く評価することができる（評価の視点２－２、２－９）。

６ 施設・設
備、図書館

○地域密着型の法曹養成という貴法科大学院の教育目標を達成するために、「地方
自治センター」及び「国際人権センター」を設置し、2009（平成21）年からは、両
センターを法科大学院棟へ移設したことで、貴法科大学院の授業と有機的な連携が
図られている点は、長所として評価することができる（評価の視点６－１）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○「リーガルクリニック」について、大阪市内の裁判所近くに位置する大阪府立中
之島図書館別館に設けられた「関西大学中之島センター」において無料法律相談を
実施し、弁護士である担当教員１名が１名から３名の受講生を担当して、法律相
談・カルテ指導においてきめ細かな個別指導を行っている点は、貴法科大学院の理
念の実現や法曹としての意識の涵養という観点から高く評価することができる（評
価の視点２－２、２－15）。

神奈川大学（大
学院法務研究科
法務専攻）

大学基準協会

関西大学（大学
院法務研究科法
曹養成専攻）

大学基準協会

４．専門職大学院

久留米工業高等
専門学校

大学評価・学位
授与機構

北九州工業高等
専門学校

大学評価・学位
授与機構

佐世保工業高等
専門学校

大学評価・学位
授与機構

弓削商船高等専
門学校

大学評価・学位
授与機構
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２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○「エクスターンシップ」において、ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）のベ
トナム法整備支援活動を海外エクスターンシップとして行っている点は、貴法科大
学院の理念の実現という観点から高く評価することができる（評価の視点２－２、
２－15）。

５　学生生活
への支援

○「障がいのある学生に対する修学支援チーム」などにより、身体に障がいのある
学生に対する積極的な学習支援体制の整備がなされている点は、高く評価すること
ができる（評価の視点５－４）。

９　点検・評
価等

○貴大学常任理事会の下に「法科大学院再生会議」を設置したことは、貴法科大学
院の現況を貴大学全体の問題として真摯に受け止めていることの証左であり、ま
た、当該会議の提案により、「法曹養成教育推進会議（仮称）」を設置して、独自
の自己点検・評価を実施しようとしていることから、改善・改革に向けた積極的な
取組みがなされているものと評価することができる（評価の視点９－５）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○2011（平成23）年度に開設された「中京市民法律事務所」との連携による「リー
ガル・クリニック」の充実は、法理論教育と法実務教育との架橋を図るための特色
ある取組みとして評価することができる（評価の視点２－12、２－15）。

４　学生の受
け入れ

○2010（平成22）年度より、受験希望者に向けて、実務家教員による「公開模擬授
業」を実施している点は、学生の受け入れを達成するための取組みとして評価する
ことができる（評価の視点４－17）。

５　学生生活
への支援

○身体障がい者などの受け入れのために、建物内の設備（点字ブロック・身体障が
い者用トイレ）、各種表示・音声案内、バリアフリー対応、緊急用ブザー設置など
のハード面の支援体制が適切に整備されていることに加えて、視覚障がい者向けの
法曹養成に関する教材開発、データ化がなされており、ソフト面の支援体制も適切
なものと評価することができる（評価の視点５－４）。

桐蔭横浜大学
（大学院法務研
究科法務専攻）

大学基準協会 ２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○貴法科大学院の理念・目的である「ハイブリッド法曹の養成」に適うように、専
門的知見を有する社会人を受け入れ、仕事と学修を両立させることができるよう
に、昼夜開講制や長期在学コース等を導入し、社会人学生の学修環境を整備してい
る点は、長所として評価することができる（評価の視点２－43）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○法律基本科目を中心に、授業担当者が独自の授業用冊子教材を作成し、学期はじ
めに受講生に配付している。その内容は、講義レジュメ、事例・練習問題、判例な
どと詳細なものとなっており、学生が授業計画に従って予習・復習するための十分
な配慮がなされていることは、高く評価することができる（評価の視点２－43）。

５　学生生活
への支援

○「障がい者サポートプロジェクトチーム」を中心とした、障がい者等の受け入れ
のための全学的な支援体制が整備されている点は、長所として評価することができ
る（評価の視点５－４）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○企業法務、知的財産、環境、医療、市民生活一般の各専門分野に精通した法曹を
養成するため、５つの履修モデルを設定したうえで、38科目にわたる多様な分野の
展開・先端科目を開講し、とりわけ、医学部を有する総合大学として、医療関係の
科目を充実させている点は、長所として評価することができる（評価の視点２－
２）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○弁護士である助教４名を配置することにより、学生の学習上の疑問点等について
常時相談・指導を行うことが可能な支援体制を整備している点は、長所として評価
することができる（評価の視点２－24）。

５　学生生活
への支援

○学生の心身両面における健康を維持・増進するための相談・支援体制に関して、
日本大学校友会の準会員として診療費助成制度の適用を受けることができるなど、
医学部を有する総合大学ならではの充実した体制が整備されている点は、長所とし
て評価することができる（評価の視点５－６）。

白鷗大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学基準協会 ２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

「外国法Ａ」「外国法Ｂ」「外国法Ｃ」及び「外国法Ｄ」を開講し、英米法やヨー
ロッパ法のみならず、アジア法にも注力している点や、時代の変化に即した充実し
た授業科目の開設がなされており、充実した授業環境を提供している点は、高く評
価することができる（評価の視点２－２、２－15）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○厳格な成績評価のために、学期末試験の問題の作成及び採点に当たっては、授業
担当者以外の教員が副査となり、試験問題の事前チェック及び授業担当者による採
点結果の事後チェックを行っており、複数の教員による共同担当科目では、それぞ
れが採点し、結果について合議することとしている。また、採点の際には、解答用
紙を完全に匿名化しており、これらの取組みにより、成績評価が極めて客観的かつ
厳格に実施されていることは、高く評価することができる（評価の視点２－34、２
－43）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○15週にわたる授業の実施の後、16週目に学期末試験が行われており、試験の採点
後、成績発表までの間に試験の解説が行われている。この解説の前には、学生に各
自の採点前の試験答案のコピーが返却されており、当日配付される採点基準（出題
の趣旨を含む。）及び解説の内容に基づき、学生が自己採点をする仕組みがとら
れ、さらに、学生が自己採点等を行った際の疑問点等については、別途２日ほどの
期間を設けて、終日にわたり個別の対応が講じられることとなっている点について
は、学生の自学自習を推進する工夫として高く評価することができる（評価の視点
２－34、２－43）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等、
（３）成果等

○「法務研究科ＦＤ推進委員会」により、毎年３月に合宿によるＦＤ研修が行われ
ており、これには原則として全専任教員が参加し、貴法科大学院における緊急の課
題や「授業アンケート」結果などについて集中して議論している。こうした議論
は、成績評価基準の改善、厳格な成績評価の実施、「共通的な到達目標モデル」の
各授業のシラバス及び授業内容への反映、各授業内容・方法の改善などの具体的な
成果に結びついており、この合宿によるＦＤ研修は貴法科大学院の教育活動の改善
に大きく貢献しているものとして、高く評価することができる（評価の視点２－
39、２－40、２－42、２－43）

関西大学（大学
院法務研究科法
曹養成専攻）

大学基準協会

中京大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学基準協会

南山大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学基準協会

日本大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学基準協会

広島修道大学
（大学院法務研
究科法務専攻）

大学基準協会
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２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○固有の理念・目的に従って、「企業法務」「知的財産」「ジェンダー」「環境」
及び「医事生命倫理」の５分野を重点領域として、展開・先端科目群などに多数の
科目を開設しているのは、貴法科大学院の独自性を示すものとして、高く評価する
ことができる（評価の視点２－２）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○貴法科大学院においては、多数の実務家教員が専任教員及び特任教員として充実
した法律実務基礎科目の教育に当たっている。また、実務家教員が研究者教員とと
もに担当する科目においても、「チームによる教育」を徹底させており、授業内容
の充実のための検討会等を行うことにより、実務と理論との架橋を図っている。こ
れらの取組みは、法理論教育と法実務教育の架橋を図るための工夫として、高く評
価することができる（評価の視点２－９）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○弁護士や兼任教員の資格を有する「教育補助講師」が常駐する形で配置され、学
生の要望に応じて即時に対応する等、充実した学習相談体制が整備されている点
は、高く評価することができる（評価の視点２－24）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○進級制限に加えて、「退学勧告」制度及び「強制退学」制度が設けられているこ
とは、成績評価、進級判定及び修了認定のすべてに関して厳格性を求められている
法科大学院制度に相応しいものであり、高く評価することができる（評価の視点２
－37）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○ＦＤ研修会については、専任教員だけでなく、兼担教員及び兼任教員も参加して
おり、授業の内容及び方法の改善を図るための積極的な取組みとして、高く評価す
ることができる（評価の視点２－39）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（３）成
果等

○「チームによる教育」と称して、法律基本科目で複数の教員で同一科目を担当す
る場合に、教員間で綿密な打合せが行われ、配付教材の作成についての検討がなさ
れるとともに、授業の進行についても打合せを行い、その結果を各授業に反映する
ことにより、いずれのクラスにおいても質・量ともに適切なレベルを維持するよう
配慮がなされている点は、高く評価することができる（評価の視点２－43）。

９　点検・評
価等

○「自己点検・評価委員会」により、毎年、自己点検・評価が実施されており、そ
の結果を全学の「自己点検・評価全学委員会」に提出するとともに、ホームページ
を通じて公表している点は、高く評価することができる。また、３年に一度、外部
の有識者を外部評価委員として招聘し、外部評価を受けている点は、特色ある取組
みとして評価することができる（評価の視点９－１、９－５）。

名城大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学基準協会
４　学生の受
け入れ

○昼夜開講制度及び長期履修学生制度の導入が、社会人や法学以外の課程履修者の
受験割合を高めることにつながっており、法科大学院制度の目指す多元的供給源か
らの人材育成という理念にも適っているという点から、高く評価することができる
（評価の視点４－17）。

学生の支援体
制

○成績優秀者に対する当該法科大学院独自の奨学金制度が整備されている。

学生の支援体
制

○当該法科大学院の学生に対する学生心理相談室が設置されており、心理療法士が
配置されている。

教員組織
○「教員の専門分野に関する能力の向上を図り、もって本研究科の研究・教育の推
進に資する」ことを目的としてサバティカル制度が導入されており、専任教員に相
当の研究専念期間が与えられている。

教育内容
○当該法科大学院の教育の理念・目的に照らして、招聘教員等が行う英語による授
業科目が開設され、当該法科大学院の養成しようとする法曹像に適った教育が実施
されている。

学生の支援体
制

○学術奨励や経済的支援を目的とする当該法科大学院独自の奨学金制度が整備され
ている。

教員組織
○専任教員の教育研究能力の向上を図ることを目的として研究専念期間が与えられ
る制度が導入されており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

横浜国立大学
（大学院国際社
会科学府法曹実
務専攻）

大学評価・学位
授与機構

教員組織

○教員の教育研究能力の向上を図ることを目的としてサバティカル研修制度が導入
されており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

教員組織
○実務経験と高度な実務能力を有する専任教員について、全員が17年以上の実務経
験を有している。

教員組織
○教員の研究の質の向上に資することを目的としてサバティカル制度が導入されて
おり、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

施設、設備及
び図書館等

○法学図書室に、司書の資格及び法情報調査に関する基本的素養を備えた職員が配
置されている。

教育内容等の
改善措置

○法曹養成専攻長及び教務主任が定期的に学生のクラス代表と会合を持ち、授業に
関する問題点や要望を調査・改善している。

学生の支援体
制

○１年次の法学未修者に対し、学習支援スタッフである当該法科大学院を修了した
助教や教育補助スタッフによって、法律基本科目の授業で学習した知識の定着を図
るために小テストの問題作成・実施、採点及び質問の受付・解説等を各授業科目の
教員の協力の下に実施する学習支援が行われている。

学生の支援体
制

○コンタクト・ティーチャー制度及びオフィスアワーの活用により、学生に対する
きめ細かい指導が行われている。

教員組織
○専任教員の教育研究能力の向上を図ることを目的としてサバティカル制度及び長
期在外研究が導入されており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

神戸大学（大学
院法学研究科実
務法律専攻）

大学評価・学位
授与機構 教員組織

○専任教員の教育研究能力の向上を図ることを目的として研究専念期間制度が導入
されており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

京都大学（大学
院法学研究科法
曹養成専攻）

大学評価・学位
授与機構

大阪大学（大学
院高等司法研究
科法務専攻）

大学評価・学位
授与機構

東北大学（大学
院法学研究科総
合法制専攻）

大学評価・学位
授与機構

東京大学（大学
院法学政治学研
究科法曹養成専
攻）

大学評価・学位
授与機構

名古屋大学（大
学院法学研究科
実務法曹養成専
攻）

大学評価・学位
授与機構

明治大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学基準協会

40

http://www.juaa.or.jp/images/accreditation/pdf/result/law/2013/ls_meiji_u.pdf
http://www.juaa.or.jp/images/accreditation/pdf/result/law/2013/ls_meijo_u.pdf
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201403/houka/no6_2_tohoku_h201403.pdf
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201403/houka/no6_2_tokyo_h201403.pdf
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201403/houka/no6_2_yokohamakokuritsu_h201403.pdf
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201403/houka/no6_2_nagoya_h201403.pdf
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201403/houka/no6_2_kyoto_h201403.pdf
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201403/houka/no6_2_osaka_h201403.pdf
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou201403/houka/no6_2_kobe_h201403.pdf


広島大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学評価・学位
授与機構 教員組織

○実務経験と高度な実務能力を有する専任教員について、全員17年以上の実務経験
を有している。

教員組織
○実務経験と高度な実務能力を有する専任教員について、全員19年以上の実務経験
を有している。

教員組織
○専任教員の教育研究能力の向上を図ることを目的として研究専念期間（サバティ
カル）制度が導入されており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

学生の支援体
制

○「学生相談室」が晴海キャンパスに設置されており、臨床心理士の資格を有する
カウンセラーが配置されている。

教員組織
○専門分野に関する教育研究能力の更なる向上を目的とする特別研究期間制度が導
入されており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

学生の支援体
制

○成績優秀者に対する当該法科大学院独自の授業料減免制度が整備されている。

教員組織
○実務経験と高度な実務能力を有する専任教員について、全員20年以上の実務経験
を有している。

学習院大学（専
門職大学院法務
研究科法務専
攻）

大学評価・学位
授与機構 学生の支援体

制

○学術奨励や経済的支援を目的とする当該法科大学院独自の授業料減免制度が整備
されている。

教育内容

○文部科学省「平成16年度法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム」に選定
されたプロジェクト「国際的視野と判断力をもつ法律家の養成」の成果により開設
された授業科目「海外インターンシップ」、「外国法実地研修Ａ」及び「外国法実
地研修Ｂ」が当該プロジェクト終了後も開設され、授業科目「海外インターンシッ
プ」では、海外法律事務所でのインターンシップが行われ、授業科目「外国法実地
研修Ａ」及び「外国法実地研修Ｂ」では、海外の法律関係専門機関への訪問や、法
廷の訴訟手続傍聴等が行われ、当該法科大学院の養成しようとする法曹像に適った
教育が実施されている。

学生の支援体
制

○学術奨励や経済的支援を目的とする当該法科大学院独自の奨学金制度が整備され
ている。

教員組織
○実務経験と高度な実務能力を有する専任教員について、全員19年以上の実務経験
を有している。

教員組織
○学術研究教育の推進を目的として在外研究員制度及び国内研究員制度が導入され
ており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。

教育内容等の
改善措置

○授業評価アンケートにおいて、各教員がリフレクションペーパーを作成し、これ
らは自習室に掲示され、また学生からの要望に対し、各教員が方策等を検討し改善
に努めている。

学生の支援体
制

○成績優秀者に対する当該法科大学院独自の特待生制度（授業料全額免除又は半額
免除）が整備されている。

教員組織

○高度専門職業人たる法曹を養成するという法科大学院の教育目的に応じて、実践
的できめ細かな方法を確保しながら高度の教育水準を維持し向上させるために、研
究専念期間制度が導入されているとともに、専任教員に相当の研究専念期間が与え
られている。
○社会人を積極的に高い比率で受け入れており、さらに平日夜間及び土曜日に授業
を開講している。サテライト教室２室を設け、本校での授業を中継して本校と同じ
条件で受講できる設備を備えており、講義を録画して自修する機会を設けているな
ど、社会人学生の修学を支えるために様々な取り組みや工夫を行っている。

○入学者全体に対する法学部以外の学部出身者又は実務等の経験のある者の割合
が、2011 年度から2013 年度の平均で79.1％と高い水準を示している。

鹿児島大学（大
学院司法政策研
究科）

日弁連法務研究
財団

６－３ 理論
と実務の架橋
（２）

○すべての学生が「リーガルクリニックＡ」の履修を義務付けられている。また、
民事模擬裁判と刑事模擬裁判とのいずれかを選択する必要があり、必ず模擬裁判を
経験する点も評価できる。内容としても、「リーガルクリニックＡ」では、離島に
おける法律相談を経験し、司法過疎地域の実状に触れ、そこでの法実務の在り方を
考える機会を得ることができ、「リーガルクリニックＢ」では、鹿児島市内におけ
る法律相談を体験し、離島などの司法過疎地と地方都市中心部における法律相談の
相違や事例の違いを知る機会を得ることができる。

６－３ 理論
と実務の架橋
（２）

○多数の実務家教員が存在し、特徴ある臨床科目が充実している。特に模擬法律相
談を行っている法科大学院は多くあるが、一般市民が相談者になるという例は尐な
く、非常にユニークな取り組みである。一般市民が相談者となることにより独特の
緊張感があり、また、法律知識のない相談者から必要な情報を聞き出す能力も養わ
れる。

７－８ 学生
支援体制
（２）

○担任教員制について、入学時から修了時まで同じ教員が担当している。３年次生
が１年次生を教える教学補佐制度、修了生や若手弁護士が学生を教える土曜ゼミな
ど、学生の学修を上級生、修了生がサポートするという良き連携・連環の体制が整
いつつある。

岡山大学（大学
院法務研究科）

日弁連法務研究
財団

６－３ 理論
と実務の架橋
（２）

○岡山弁護士会の協力が充実しており、実務への取り組みが充実している。ＯＢの
弁護士が地元に多く、また、岡山弁護士会に当該法科大学院を支援する委員会があ
ること、その委員会にオブザーバーとして当該法科大学院から研究者教員が出席し
ていることなどから、臨床科目についての学習機会が十分与えられている。各弁護
士の指導内容などの記録を見ても比較的幅広い内容の起案などに触れている。当該
法科大学院と同一敷地・建物内に設置された「パブリック法律事務所岡山大学内支
所」や「OATC（主として組織内弁護士を養成し地方公共団体・医療福祉機関・企業
に輩出することを目的とする岡山大学法科大学院弁護士研修センター）」など、学
内において実務に触れる機会も大変充実している。

関西学院大学
（大学院司法研
究科）

大学評価・学位
授与機構

１－２ 特徴
の追求、
２－３ 多様
性関連

九州大学（大学
院法務学府実務
法学専攻）

大学評価・学位
授与機構

日弁連法務研究
財団

近畿大学（大学
院法務研究科法
務専攻）

大学評価・学位
授与機構

首都大学東京
（大学院社会科
学研究科法曹養
成専攻）

成蹊大学（大学
院法務研究科）

日弁連法務研究
財団

大学評価・学位
授与機構

大阪市立大学
（大学院法学研
究科法曹養成専
攻）

大学評価・学位
授与機構

同志社大学（大
学院司法研究科
法務専攻）
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東洋大学（専門
職大学院法務研
究科）

日弁連法務研究
財団

１－２ 特徴
の追求、
５－４ 履修
（１）など

○(1) 指導教員（学生の方から希望する教員を選ぶ）が、担当する学生に対して定
期的な面談などの指導を行う、(2) 各学生の成績評価の詳細やコメントなどを記し
た「学習カルテ」を、非常勤講師の担当する科目も含めて全ての科目について作成
する、(3) 全ての専任教員が参加するカンファレンスを開催し、学習カルテに基づ
いて学生ひとりひとりの修得度合いを診断する、(4) 指導教員がカンファレンスを
実施後に個々の学生について「総合所見」をまとめ，これに基づいて個別の学修指
導を行う、など尐人数であることの利点を活かした取り組みを行っており、それが
形だけでなく中身も伴ったものとなっている。

青山学院大学
（大学院法務研
究科）

日弁連法務研究
財団

９－１　法曹
に必要なマイ
ンド・スキル
の養成〈法曹
養成教育〉

○国際性の涵養に関し、特に英語で実施される講義科目については開講に際してＰ
Ｒを行っている。入学試験において英語に優れた者であることも考慮され入学して
きた者には英米法関係の授業を率先して履修するよう勧めている（国際関係科目８
単位は必修）。基礎法・隣接科目群に、１年次から履修可能な「アメリカ法入門」
を、展開・先端科目第３群に「国際法（１）・（２）」など14科目を開設してい
る。「ＥＵ法」「ドイツ法」等は，ネイティブの専任教員が担当し、「アメリカ法
特講（２）」は、提携校のワシントン大学セントルイス・ロースクール、ハワイ大
学ロースクールの派遣教員によって、毎回異なる特定分野につき英語で授業が行わ
れている。

１－２ 特徴
の追求

○沖縄の地域的特性に根差した特色ある科目として、「米軍基地法」、「日米関
係」、「自治体法学」、「中小企業法務」及び「ジェンダーと法」などの科目を配
している。また、ハワイ大学ロースクールとの間の学術交流協定に基づき、「英米
法研修プログラム」として、毎年、春季休暇中に約２週間のハワイ研修を実施して
いる。

７－７ 学生
支援体制
（１）

○学生のための経済的支援としての学費免除制度、奨学金制度が備わっている上、
独自の私的な奨学金制度や、沖縄銀行のリーガル・アシスタント制度（沖縄銀行の
社会貢献活動の一環で、当該法科大学院の修了生で司法試験受験者を嘱託として採
用し、経済的支援を行いながら、学修に専念できる勉学環境が提供される。採用期
間は11月から翌年10月までで、司法試験までは勉学に集中し（業務は免除）、その
後はリスク管理部の業務に従事する。）がある。

７－７ 学生
支援体制
（１）

○学生支援機構、全学の奨学金などの他、中央大学大学院法務研究科特別給付奨学
制度を設け、入学金を除く学費相当額を給付する第一種奨学金（20人まで。入学時
に入学者選抜における成績に基づき選考される）、入学金を除く学費相当額の半額
を給付する第二種奨学金（150人まで。第一種と選考基準は同一）、第二種と同額の
奨学金を、２年次以降毎年５月頃に第一種と第二種の支給を受けていない学生に対
し支給する第三種奨学金（前年度成績の優秀者から選考される）、第一種から第三
種の給付対象以外の在学生全員を原則として対象とし、当該大学が別に定める金額
を支給する第四種奨学金を用意し、支給している。

９－１　法曹
に必要なマイ
ンド・スキル
の養成〈法曹
養成教育〉

○国際性の涵養に関し、基礎法学・外国法科目群に、「英米法総論」「英米公法」
「英米契約法」「ヨーロッパ法」「Study Abroad Program Ⅰ・Ⅱ」を、展開・先端
科目群として、「国際私法Ⅰ」「国際私法Ⅱ」「国際法総論」「国際人権法」「国
際経済法」などを設置し、外国人教員・実務家を含めて、授業や講演会としても実
施している。海外のロースクールとも提携した外国人教員等による「Foreign Law
Seminar」や、短期の海外研修（香港・メルボルン）を内容として含む「Study
Abroad Program Ⅰ・Ⅱ」を開設し、海外拠点との連携を踏まえて実施されている。

②経営

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組
香川大学（大学
院地域マネジメ
ント研究科地域
マネジメント専
攻）

大学基準協会
２ 教育の内
容・方法・成
果等（３）成
果等

○修了者の評価や活躍状況を把握するため、定期的かつ継続的に派遣先組織を訪問
する活動や修了生の満足度調査など詳細に行っていることは、修了生からの評価や
課題を確認するとともに、学生募集の一助としても効果的な取組みであり、教育機
関としてのＰＤＣＡサイクルが機能しているものとして高く評価できる（評価の視
点2-32）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（３）成
果等

○教育効果の評価として、専攻運営会議において中期計画の成果に関して検討を
行った結果を「外部評価委員会」に報告し、プログラムの教育目標に沿った評価を
行っていることは高く評価できる（評価の視点2-33）。

８ 点検・評
価、情報公開

○毎年、自己点検・評価を行い、将来ビジョンに向けた進捗状況の報告を「外部評
価委員会」に対して行った上で、第三者評価を受けることにより、教育研究活動の
改善と向上につなげていることは高く評価できる（評価の視点8-2、8-4）。

１ 使命・目
的・戦略

○「将来構想委員会」を２カ月に１回の高い頻度で開催し、カリキュラム改訂を適
宜実施することに結びつけているという点は評価できる取組みである（評価の視点
1-8）。

２ 教育の内
容・方法・成
果等（１）教
育課程等

○基礎科学の礎の上に「技術」と「経営」を２本の柱として、それらによって「イ
ノベーション」を支えるという「π型教育システム」のコンセプトに基づいた科目
編成がなされ、技術と経営の融合を図る教育課程が構築されており、カリキュラム
を支えるために多くの実務家教員による、実務に役立つ教育がなされている点等は
長所として評価できる（評価の視点2-4）。

中央大学（大学
院法務研究科）

日弁連法務研究
財団

琉球大学（大学
院法務研究科）

日弁連法務研究
財団

九州大学（大学
院経済学府産業
マネジメント専
攻）

大学基準協会

東京理科大学
（大学院イノ
ベーション研究
科技術経営専
攻）

大学基準協会
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３ 教員・教
員組織

○豊富な教育研究費を教員に配分することで、経済的な支援を行うとともに、研究
科全体の研究活動の促進を図ることを目的としてイノベーション研究センターを設
置し、2010（平成22）年度より研究成果等について「イノベーション研究センター
研究叢書シリーズ」を刊行していることは教育研究活動を促進する取組みとして高
く評価できる。また、2011（平成23）年度及び2012（平成24）年度には、知的財産
戦略専攻の教員と合同で「震災復興プロセスからのイノベーション」をテーマにし
た組織的研究活動を行っており、貴専攻のみならず他専攻との連携による研究を
行っていることは、特色ある取組みとして評価できる（評価の視点3-23）。

同志社大学（大
学院ビジネス研
究科ビジネス専
攻）

大学基準協会 ２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○平日夜間に今出川校地（寒梅館）に加え、大阪サテライトにおいて、それぞれ曜
日を変えて同じ科目を教員が移動して開校することで、対面式の講義を可能として
いることは、高く評価できる（評価の視点2-22）。

法政大学（大学
院イノベーショ
ン・マネジメン
ト研究科イノ
ベーション・マ
ネジメント専
攻）

大学基準協会

２ 教育の内
容・方法・成
果等（３）成
果等

○入学資格の絞り込み、優秀修了生へのインキュベーションセンター利用特権の付
与、修了生を特任講師として任用する制度などの工夫された取組みによって、成果
として修了生の起業率が35％となっていることは、貴専攻の教育上の成果として高
く評価できる（評価の視点2-32）。

１ 使命・目
的・戦略

○金融ビジネスの中心地であり、多くの学生が通学しやすい東京・日本橋にキャン
パスを設けていることは、金融関連業界における人材の再教育という固有の目的の
実現に向けた戦略として、高く評価できる（評価の視点1-7）

６ 教育研究
環境

○ＴＡ及びチューターの制度は、ファイナンスという専門性の高い分野における学
生の学修において必要不可欠な支援体制であり、高い教育効果を上げていると認め
られ、高く評価できる（評価の視点6-5）。

③助産

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組

学生への支援
体制

助産基礎分野および助産教育分野の修了後の進路選択は、助産師として実践現場に
就職する者、助産教育あるいは臨床指導という教育的役割の仕事に就き、助産の専
門家としての進路を選択している。

④臨床心理

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組

臨床心理実習
○医療、教育、産業各領域における指導担当者を非常勤講師に委嘱し、「学外指導
者連絡会議」を実施するなど、学外実習指導体制の充実に努められている。

成績評価及び
修了認定

○成績評価については、成績評価シートと振り返りシートという双方向性のフィー
ドバックシステムが構築されている点が評価される。

教育内容及び
方法の改善措
置

○ＦＤ活動としての体制が教員相互の評価、学生の自己評価、及び専攻外の連携を
備えたものとして整備されている。

⑤教職大学院

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組
○山梨大学教職大学院と山梨県教育委員会及び各学校の共通する意識に「地域協同
に基づくリーダー教員の育成」がある。そのためにカリキュラム編成、実習、学生
の派遣や採用等様々な具体的な手だてが用意されているが、それらが協同で措定さ
れた「育成する力」の部分でつながっており、結果的にシステム全体が上手く機能
するようになっている。
○山梨県教育委員会、連携協力校との連携を三つの協議会を充実させることでより
密接なものにしている。また、連携協力校での学生の実習の様子や連携協力校への
教職大学院教員の研究への貢献、修了生の勤務校での勤務の様子などにより、教職
大学院に対する地域の信頼感も年々大きなものになっている。
○授業科目については共通基礎科目、独自共通科目、発展科目で構成され、必須の
科目、研究手法を身につける科目、地域の教育に根ざした科目、教科教育の充実を
目指した科目など特徴ある科目を配置している。これらの学修を基礎として、「学
校・授業改善プロジェクト実習」と呼ばれる実習で学校の教育課題の解決に向か
い、「学校・授業改善プロジェクト会議」と呼ばれる全学生、全教員による課題研
究を通して実習と研究の省察をすることで、理論と実践の融合の実現を図ってい
る。

教育方法 助産基礎分野では、学生へのアンケート等から経歴や経験など背景を事前に把握
し、実習配置は学生の状況に合わせて、きめ細やかに決められ、実習施設への配置
もその規模に応じて尐人数ずつに配されている。実習中には、複数個所に離れた場
所をWebでつないでディスカッションする等、双方向的な遠隔地教育が行われ、知識
と実践の統合を図る手厚い教育が行われている。

施設、設備お
よび図書館等
の整備

講義・演習を実施する上での設備が整えられている上、学生が利用しやすいように
利用環境を改善する努力がなされている。

早稲田大学（大
学院ファイナン
ス研究科ファイ
ナンス専攻）

大学基準協会

天使大学助産専
門職大学院

日本助産評価機
構

東京理科大学
（大学院イノ
ベーション研究
科技術経営専
攻）

大学基準協会

関西大学（大学
院心理学研究科
心理臨床学専
攻）

日本臨床心理士
資格認定協会

山梨大学
（大学院教育学
研究科教育実践
創成専攻）

教員養成評価機
構
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○カリキュラム全体を通して行われている活動としてOPPA（One Page Portfolio
Assessment）がある。授業ごとにOPP（One Page Portfolio；１枚ポートフォリオ）
を作成し、教員と共有することで学びを深めたり、集積されたOPPによって学びの全
体像を明らかにしたりすることができ、個別指導と自己省察のための貴重なデータ
として機能している。
○連携協力校における実習では、原則として担当教員が全ての実習日に訪問指導す
ることになっており、学生と連携協力校の指導教員と大学側の担当教員の三者によ
り実践的な研究を深めることが可能となっている。現職教員学生の２年次の実習は
現任校で行われるが、その際にも実習には担当教員が訪問するので、勤務と実習の
区別が明確で、勤務に埋没して実習や研究がしにくいという状況が生じにくいもの
となっている。
○教職大学院の教員のうち、研究者教員については、原則５年で学部・教育学研究
科との人的交流により入れ替えが行われることになっている。また、実務家教員に
ついては、２名が山梨県教育委員会との人事交流によっているというように、特徴
ある人事が行われている。このような人事システムを取ることで、教職大学院の教
員の兼担をなくしたり、全ての科目をティーム・ティーチングで行う余裕を生み出
したりすることも実現されている。
○幼児教育コース、児童教育コースの２コースが設置され、幼児期から児童期の発
達の理解を専門的に学修できるようになっている。また、現職教員学生は２年の修
業年限に加えて、３年または４年の長期履修制度を利用でき、昼・夜開講制もある
ことから、多様なニーズに応えられるようになっている。幼稚園・小学校教員免許
取得プログラムもあり、平成26年度には１年制・昼間の組織・管理マネジメント専
修を新設するなど、学びを支える環境づくりに積極的に取り組んでいる。なお、そ
の取組を活かすためには定員の充足が望まれる。
○教職大学院にふさわしい教育課程を編成するために、選択科目の幅を広げるなど
の改善を図っている。具体的には、生徒指導・教育相談、学級経営・学校経営、教
科指導の領域ごとに、学生の課題を学修・研究し、実践的な高い専門性を修得する
ことができるように教育課程を編成している。また、学生をキャリアに応じて区分
し、その区分ごとのカリキュラムマップに基づく「学修・研究カルテ」の活用と実
習を通じて、理論的教育と実践的教育の融合を図ろうとしている。
○尐人数の学習環境で、しかも複数の教員が指導する教育体制になっており、その
結果、学生の学習に対する満足度は高い。

○全国で唯一の幼児教育コースを設け、その修了生が幼稚園の管理職に就くなど、
人材養成で独自の成果をあげている。

○キャンパス全体が、芸術による人間性を育む教育環境になるよう整備されてお
り、また、図書館全体の資料の所蔵数や設備も充実している。恵まれた教育環境の
下に教職大学院が設置され、施設・設備の充実と学生の利便性を考慮することで、
学習意欲の向上や学生相互の交流が図られている。
○大学として幼稚園や小学校の教員養成で積み重ねてきた実績とそれを通して構築
してきた学校・園との信頼関係により、教職大学院の実習を円滑に実施することを
可能にしている。学生の課題研究のテーマに基づき学校・園が学生を受け入れ、協
働して解決にあたることにより、その成果が学校・園とも共有されている。大学と
連携協力校・園とが実習の意義を共通理解する、よいモデルとなっている。
○学校・園との連携に加えて、児童教育コースの充実のためには教育委員会との連
携強化が欠かせないが、平成25年３月に千葉県教育委員会と連携協力に関する協定
を締結し、人事交流により教員を採用するなどの連携が具体化されつつある。
○帝京大学教職大学院は、帝京大学の建学の精神である「実学を通して創造力およ
び人間味豊かな専門性ある人材の養成」の下、理論と実践の融合を図り、的確な論
理的究明力と高い専門性、柔軟な実践力を有する教師の育成をめざして、現職教員
対象のスクール・リーダーコースと学部新卒学生等対象の教育実践高度化コースの
２コースを、それぞれの人材育成の目的及び修得すべき知識・能力を明確にして開
設している。
○入学者の選抜はそれぞれのコースに即した適切な方法で実施されている。教育委
員会との連携の進展及び学部新卒学生確保の制度的な工夫等に取り組んでおり平成
25年度は定員を充足している。
○学生の多様な問題意識や教育課題に応えるために、44科目に及ぶ選択教科を高度
化専門科目群として位置づけ開設している。また、７割の授業では理論と実践の融
合を図るべく研究者教員と実務家教員とのＴＴで行われており、多様な形態を取り
入れた授業が展開されている。
○教員組織は、専任教員16名（研究者教員、実務家教員各８名）の他、兼担・兼任
教員を22名配置し、理論と実践の融合を目指す教育課程の効果的な実施を目指すも
のとなっている。
○帝京大学が医学部を有する利点を生かして、専任教員に小児神経専門医を配置し
て教育と医療の連携に関わる授業科目を開設している他、附属病院での発達障害児
の診察を参観するなどの実習の機会が設定されている。
○実習は、学校における参与観察の記録及びその分析を中心とした合計２単位の教
育実践基礎研究Ⅰ・Ⅱ、学校での各領域にわたる教育活動の実践に取り組む合計５
単位の教育実践研究Ⅰ・Ⅱを１年次に設定し、修了年次にはそれらを基に各自が設
定した研究課題に実践的に取り組み「課題研究報告書」にまとめる合計３単位の教
育実践課題研究Ⅰ・Ⅱを設定する構成になっている。
○講義・演習のための教室が４教室あり情報機器も整備され授業に必要な環境が整
えられている。学生の研究室は個別の机、パソコン等が整備されており、共用の
ワークスペース、資料室も確保され、学修を支えるに十分な環境となっている。

山梨大学
（大学院教育学
研究科教育実践
創成専攻）

教員養成評価機
構

聖徳大学
（大学院教職研
究科教職実践専
攻）

教員養成評価機
構

帝京大学
（大学院教職研
究科教職実践専
攻）

教員養成評価機
構
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○東京都のみならず、神奈川県、神奈川県相模原市の各教育委員会との連携が図ら
れている他、連携協力校との共同研究を進めるための帝京大学教育共同研究補助制
度が設けられている。

⑥公共政策

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組

２　教育の内
容・方法・成
果（１）教育
課程等

○国際化に対応して、国際プログラムコース（MPP/IP）の設置など、顕著な取組み
は評価できる。国際プログラムコース（MPP/IP）では、2012（平成24）年９月に第
一期生23名が修了するなど、実績もあげている。また、英語科目を充実させるとと
もに、学生が海外における教育を受ける機会を確保するために、世界トップレベル
の公共政策大学院のネットワークであるＧＰＰＮ（Global Public Policy
Network）へ正式参加し、交換留学及びダブル・ディグリー制を実施している等国際
的なネットワークを積極的に形成していることも評価できる（評価の視点２－６、
２－８）。

２　教育の内
容・方法・成
果（１）教育
課程等

○外部資金を活用した研究ユニットや寄付講座を設置しており、これらを通して公
共政策に関わる分野横断的かつ実務的な研究活動を推進し、その研究成果を教育へ
と生かすため、関連する授業科目を開設している点は評価できる。これらの研究ユ
ニットや寄付講座の活動は、特に事例研究といった授業科目の提供と密接に結びつ
いている。また、公開セミナーやシンポジウムにより、研究成果を積極的に社会に
発信することで、貴専攻における教育内容の社会的広報の役割も担っていることも
評価できる（評価の視点２－８）。

５　教育研究
環境及び学生
生活

○国際交流や留学生受け入れに力を入れ、留学生への各種支援が相対的に充実し、
英語対応可能な職員の配置といった体制・対応は評価できる。学生の修了後の進路
選択支援に関しても、伝統や地の利を生かした外部講師招請セミナー開催など、有
用な支援が特筆できる（評価の視点５－５）。

７　説明責任
○ホームページについて、日本語版と同時に英語版を作成・更新し、世界への発信
に意を用いていることは評価できる（評価の視点７－４）。

２　教育の内
容・方法・成
果（１）教育
課程等

○独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の人材育成支援無償事業（ＪＤＳ）との
協力を通じた英語による新たな教育プログラム、コンサルティング・プロジェクト
の導入など、国内外の公共人材を育成するための意欲的な教育課程を構築している
ことは評価できる（評価の視点２－８）。

２　教育の内
容・方法・成
果（３）成果
等

○アジア公共政策プログラムの留学生のほとんどは、出身国の経済官庁や中央銀行
の若手官僚であり、本プログラムで学んだ内容が現実の公共政策に活用され、出身
国の経済発展に貢献していることは評価できる（評価の視点２－24）。

４　入学者選
抜

○留学生の比率の高さ、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）との連携など多様
できめ細かい志願者獲得ルートの維持・開発は評価できる（評価の視点４－４）。

５　教育研究
環境及び学生
生活

○一橋大学基金により、「インターンシップ」や「コンサルティング・プロジェク
ト」にかかる学生の海外渡航や国内における研究活動を財政的に支援している点は
長所として評価することができる（評価の視点５－３）。

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組
２　教育の内
容・方法・成
果（１）教育
課程等

○学内の他の専門職大学院との人的ネットワークの構築を目的とした相互履修制度
は、評価できる（評価の視点２－９）。

２　教育の内
容・方法・成
果（２）教育
方法等

○長年に亘る「医療の質改善のための評価教材の開発」などシステム化されたプロ
グラムの開発、そして実際に教育現場での応用がなされていることは、教育の質を
担保するという観点から評価できる。また「推進プログラム検討委員会」を設置
し、幅広い分野からの参画を求めていることも評価できる（評価の視点２－19）。

２　教育の内
容・方法・成
果（３）成果
等

○学生が在学中にまとめた「卒業成果物」の中で新たに得られた知見を、次年度以
降の講義の中で積極的に取り上げ、学生にフィードバックしていることは評価でき
る（評価の視点２－27）。

４　学生の受
け入れ

○「卒業生アンケート調査結果」を入試システムの改善に反映させていることは、
評価できる（評価の視点４－４）。

４　学生の受
け入れ

○受験者層の特徴を考慮して、多様な人材を確保するため、入学者選抜試験を前・
後期に分けており、社会人が入学しやすい環境を提示していることは、評価できる
（評価の視点４－５）。

５　学生生活

○学生全員に対して担任を定め、指導・相談をきめ細かく行っていることは評価で
きる。また、社会人入学者のための３年履修制度や修了者との積極的なネットワー
ク構築については評価できる（評価の視点５－６）。

東京大学（大学
院公共政策学連
携研究部・教育
部公共政策学専
攻）

大学基準協会

⑦公衆衛生

九州大学（大学
院医学系学府医
療経営・管理学
専攻）

大学基準協会

帝京大学
（大学院教職研
究科教職実践専
攻）

教員養成評価機
構

一橋大学（大学
院国際・公共政
策研究部・教育
部国際・公共政
策専攻）

大学基準協会
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６　教育研究
環境

○自習室・図書館が24時間利用できることは評価できる（評価の視点６－２）。

６　教育研究
環境

○非医系学生に対しては、医療経営・管理学を学ぶために必要な医学的な知識が体
系的に修得できるように配慮されており、手術室をはじめ病院施設の見学など医療
現場に直接触れる機会が設けられよう、施設・設備が設置されていることは評価で
きる（評価の視点６－６）。

８  点検・評
価及び情報公
開

○社会に役に立つ高度な知識を有する専門職社会人の養成という観点から、学生だ
けではなく修了生からの評価を積極的に受け、それに教員自身の自己点検・評価を
取り入れて講義や実習等のレベルアップを図っていることは評価できる（評価の視
点８－３、８－４）。

１　使命及び
目的

○「ニューパブリックヘルス」を理念とすることにより、現在及び今後に求められ
る人材に対応した、21世紀の健康危機の解決に貢献するための活動のスコープ（国
内と海外、予防と医療）及び方法論のスコープ（疫学と社会科学、量的方法と質的
方法）を明確にしていることは評価できる（評価の視点１－４）。

２　教育の内
容・方法・成
果（１）教育
課程等

○学内に設置されている公共政策教育部（公共政策系専門職大学院）及び医学研究
科人間健康科学専攻と相互に授業を開放し、「グローバル生存学大学院連携プログ
ラム」では「リスク学通論」講義を、「政策のための科学ユニット」では授業を貴
専攻の学生に提供していることは、評価できる（評価の視点２－９）。

２　教育の内
容・方法・成
果（１）教育
課程等

○標準的な「２年制MPHコース」の他に、特別コースとして「遺伝カウンセラーコー
ス」を、さらに１年制のコースとして「MCRコース」及び「１年制MPHコース」を設
けている。コース編成を多様化することによって、より多様な背景を持った学生間
での交流を実現していることは評価できる（評価の視点２－９）。

２　教育の内
容・方法・成
果（２）教育
方法等

○討論（ディベート）やプロトコール・報告書の作成など、専門職学位課程にふさ
わしい実践教育が大半の授業に取り入れられており、国民や地域住民の保健・医
療・福祉に関わる専門家としての自覚を養成するとともに、専門性の獲得や現場に
即応した知識・技能が身に付く実践教育が施されている。また、「特別プログラ
ム」が提示されており、特定の専門領域を深く学びたい学生のために、複数の授業
科目を関連づけて指導できることは評価できる（評価の視点２－11、２－22）。

３　教員組織

○）貴専攻は、“Public Health”の世界標準である５領域のコア科目を専攻内の専
任教員のみで全てを担当しており（コア科目のうち、「医学コミュニケーション基
礎」以外の11科目で主担当教員は専任教授である）、５領域全てをカバーできる日
本で唯一の公衆衛生系専門職大学院である。また、専任教員27名のうち13名
（48.1%）が５年以上の実務経験を有し、かつ、高度の実務能力を有していること
は、評価できる（評価の視点３－５、３－６、３－10）。

５　学生生活

○教務委員の教員とともに、「学生連絡委員会」の代表委員たちが討議・検討を行
うことにより、教員と学生双方が教育上の問題点を共有し、コミュニケーションを
はかりながら対策を協議することができている。また、貴専攻の学生及び教員宛の
メーリングリストが整備されており、「社会健康医学ニュース」としての教員への
情報配信を月２回前後、あるいはSPHメーリングリストとしての学生・教員への情報
配信を月３回前後行っていることは評価できる（評価の視点５－６）。

６　教育研究
環境

○学外から大学のインターネットに接続できるVPN環境を整え、自宅でも図書館の
データベース等を活用して学習・研究を行える環境を整えている。また、図書の貸
し出しには、貸出期間の延長や貸出中資料の予約にはオンラインサービスによる処
理も可能であり、ＩＴ環境が整えられていることは評価できる（評価の視点６－
６）。

７　管理運営

○学内に設置されている公共政策教育部公共政策専攻及び医学研究科人間健康科学
専攻と相互に授業を開放し、グローバル生存学大学院では「リスク学通論」講義を
提供し、「政策のための科学ユニット」では授業を貴専攻の学生に提供しており、
学内連携の点で評価できる（評価の視点７－３）。

８　点検・評
価及び情報公
開

○『日本公衆衛生雑誌』での「社会と健康を科学するパブリックヘルス」の連載、
新しいパブリックヘルスを問う書籍の共同刊行、マスメディア関係者との懇談の場
の設定など、公衆衛生分野の大学院としてリードする役割を担っていることは評価
できる（評価の視点８－６）。

名　称 評価機関 テーマ 優れた取組

２ 教育の内
容・方法・成
果等（２）教
育方法等

○貴専攻では、グローバル人材育成の観点から、米国のワシントン大学ロースクー
ル先端知的財産研究センターの夏期集中講座プログラムへの派遣や台湾の大学との
知的財産分野の学術交流に取り組んでおり、知的財産分野における実践的なグロー
バル意識とスキルの修得に有効な取組みとして高く評価できる（評価の視点２－
27）。

６ 教育研究
環境

○貴専攻の学生のほぼ全員に個人専用ブース・ロッカーを配置し、夜間22 時までの
利用を可能とすることで、自主学習環境を適切に整備していることは高く評価でき
る（評価の視点６－２）。

⑧知的財産

九州大学（大学
院医学系学府医
療経営・管理学
専攻）

大学基準協会

京都大学（大学
院医学研究科社
会健康医学系専
攻）

大学基準協会

大阪工業大学
（大学院知的財
産研究科知的財
産専攻）

大学基準協会
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